
(5) 水素安全利用技術の基礎研究（(独)産業技術総合研究所） 
① 高圧水素ガスの漏洩時の着火性に関する研究（産業技術総合研究所、青山学院大学） 

a. 水素噴流の拡散濃度特性と着火性の計測 
水素と空気の流動混合気および水素噴流の着火性を明確にするために、噴流中の

濃度分布と速度分布を解析した。また、均一な水素-空気の流動混合気の爆発下限界

を実験的に計測し、流動状態の爆発下限界に及ぼす影響を調べた。その結果、流動

状態においては爆発下限界濃度が高濃度側にシフトすることが明らかになり、静止

状態での爆発下限界濃度の 4 分の 1 を基準として定められている火気離隔距離の見

直しに役立つ成果が得られた。 
高圧水素ガス配管等が破断して瞬間的に大量の水素が漏洩噴出した場合の拡散挙

動の測定は野外実験で行ったが、高圧水素ガスが微小漏洩を続けた場合の水素の拡

散挙動については、風洞内での漏洩実験とともに流体解析ソフト FLUENT を用いた

計算を行い、水素圧、放出口及び周囲風速の影響について整理した。実験データと

シミュレーションによって、例えば図 2.3(5)①a-1 に示すように水素圧 35MPa、放出

口 0.8mm で風速 0.5 および 3.0m/s の時に風下に向けて放出した場合の水素の濃度分

布は、風速が増加すると高濃度領域が短くなる傾向が一致した。また、風速 0.5m/s
の場合、計算では上方への拡散が認められた。 

流体解析ソフトを用いて、様々なノズル径の大きさについて、圧力 40MPa の貯槽

から漏洩した場合のシミュレーションを行い、拡散濃度特性を評価した｡ノズル径で

整理すると 6mの位置で可燃範囲以下の濃度になるのはノズル径が 0.8mmφ以下であ

った。また、周囲の空気流速が速くなると希釈が促進されるが、ノズル径が小さく

なると周囲の空気流速の影響が小さくなることがわかった。噴出圧力の依存性につ

いては、圧力が小さくなると噴出流量が減少し、高濃度領域も縮小することがわか

った。 
 

 

 
図 2.3(5)①a-1 漏洩噴出水素の拡散挙動 

        （実験結果と計算結果の比較） 
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一方、高圧水素ガスが漏洩噴出した場合高速の噴流となるため、水素の爆発下限

界以上の濃度になっても着火しないことが予想される。そこで、水素濃度および流

速と着火性との関係を解析するために、ダクト中を流れる一定流速の混合気流中の

爆発下限界濃度の測定を行った。結果を図 2.3(5)①a-2 に示す。静止混合気の場合は、

爆発下限が 4.1vol%(上方伝播火炎)および 8.9vol.%(下方伝播火炎)であるが、実験の結

果低流速条件においても、混合気流中では上方伝播火炎の下限界は高濃度側へシフ

トし、下方伝播火炎では低濃度側へシフトした。実際の漏洩で爆発下限界と予想さ

れる地点での流速に近い条件で爆発下限界濃度を測定した結果、流速が 25m/s の場

合では爆発下限界濃度が 6vol.%になることがわかった。このことから水素濃度だけ

でなく混合気流速も考慮することにより、着火危険領域の縮小が期待できる。 
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(a) 低流速条件         (b) 高流速条件 
図 2.3(5)①a-2 爆発下限界と上流側火炎伝播限界 

 

b. 水素噴流の噴流特性と着火性の計測および数値解析 
高圧水素ガスが急激に噴出すると自然着火を起こす場合があることが知られてい

るので、着火条件を明確にすることを試みた。これまでに急激な噴出を実験的に再

現し、実際に自然着火することを確認するとともに着火条件を実験的に、また数値

計算によって明らかにした。今後、自然着火しない条件を明確化することにより、

ベント配管などの安全な水素放出口の形状の提案が可能になると考える。 
実際の水素スタンドの設備を想定して水素の噴出圧力、噴出口径およびノズル長

さなどの噴出条件の違いによる自然着火への影響を実験的に検討し、着火の起こり

やすい条件を明らかにした。また、着火した場合の水素噴流への火炎伝播挙動も観

測した。 
実験は、配管内に水素を供給し徐々に圧力を高くしていき、破裂板を破膜させる

ことによって水素を大気中へ急激に噴出させた。実験結果の例を図 2.3(5)①b-1 に示

す。水素の圧力が高くなると破裂板の破膜とともに自然着火し、大きな音を伴って

火炎が広がった。自然着火が起きた場合、噴流火炎になるケースと、火炎の吹き飛

びが見られるケースがあった。噴流火炎が形成される場合は、ノズル内で形成され

た火炎が噴流の外側の流速の遅い部分で保炎された。 
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t=-0.05ms t=0ms t=0.2ms t=0.7ms

t=-0.15ms t=-0.1ms t=-50ms t=0ms

10mm

(a) 自己着火後，ジェット火炎の形成 (d=10mm, L=185mm, Pb=12.4MPa)

(b) 自己着火後に吹き消え (d=10mm, L=185mm, Pb=12.5MPa)  
図 2.3(5)①b-1 ノズル出口における自然着火 
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(a) d=5mm                  (b) d=10mm 

図 2.3(5)①b-2 水素の噴出による自然着火に及ぼす破膜圧力とノズル長さの影響 
 

自然着火した場合のノズルの長さと破膜時の圧力との関係を図 2.3(5)①b-2 にまと

めた。ノズルが短い場合は自然着火が起こりにくく、ノズルが長くなると低い圧力

でも自然着火が起こる可能性が高くなることがわかった。 
高圧タンクにあいた小さい穴から漏洩する水素噴流とノズルから噴出する水素噴

流の数値解析を行った。解析結果の一例を図 2.3(5)①b-3 に示す。 
図 2.3(5)①b-2(a)に示すように、高圧タンクから噴出した水素ジェットによって、

ジェット先端に先行衝撃波が生じ、その背後の高温になった空気と水素ジェットと

の接触面で自然着火が起こることが示された(図の赤い部分)。1mm、 3mm、 5mm
の小孔を用いた場合に、この自然着火は、ジェットの脇の部分でも見られた。しか

しながら、この自然着火による火炎は非常に薄く、そこで発生する生成物によって、
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また急速に弱まった先行衝撃波によって弱められ、図 2.3(5)①b-2(b)に示すように、

非常に短い時間に消炎する。この消炎現象は、水素圧力が約 70MPa まで上昇しても

起こることが予測された。 
 

  

(a) 噴出から 20μ秒後の温度分布       (b) 噴出から 50μ秒後の温度分布 
図 2.3(5)①b-3 噴出着火の数値解析結果(圧力: 40MPa、噴出口径: 1mmΦ) 

 

ノズルを用いた場合の解析結果を図 2.3(5)①b-4 に示す。高圧水素の噴流はノズル

内でも先行衝撃波を作るが、この衝撃波はノズル内を伝播している間は減衰せず、

むしろ強化され、その背後の空気は非常に高温になる。この高温空気とさらに背後

の水素噴流が混合し自然着火を誘発する(図 2.3(5)①b-4(a)の赤い部分)。この自己着火

による火炎は、ノズル出口に浮き上がり火炎を生み出し、管出口で着火を継続する(図
2.3(5)①b-4(b))。この事実は実験結果と定性的に一致しており、ノズルから噴出した

水素は着火するという現象を解明できたことになる。 
 

(a) 10µs (b) 20µs (c) 60µs(a) 10µs (b) 20µs (c) 60µs(a) 10µs (b) 20µs (c) 60µs
 

図 2.3(5)①b-4 ノズルからの噴出着火の数値解析結果(圧力: 40MPa、ノズル径: 4.8mmΦ) 
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② 水素ガス漏洩時における静電気着火に関する研究（産業技術総合研究所、東京大学

大学院工学系研究科） 
a. 水素ガス漏洩時における静電気着火の実験的解明 

水素が大気中へ放出される場合、水素ガスのみが単独で噴出した場合には帯電は

発生しないが、例えばベント放出口付近や配管・ホース亀裂付近にダストが蓄積し

ていて、それを巻き込んで噴出した場合は、ダストの導電率によらず多量の静電気

を発生することが知られている。そこで、水素供給用ディスペンサー配管に発生し

た亀裂から水素が噴出漏洩した場合を想定して、帯電機構の把握及び着火危険性の

有無について、実験的に検討した。今後、ベント配管などの水素放出口において、

静電気着火が発生しない条件を明らかにすることにより、安全な水素放出口の形状

の提案が可能になると考える。 
ダストのモデルとして、酸化鉄および赤土を用い、水素と一緒に噴出させる実験

の様子を図 2.3(5)②a-1 に、測定装置の概略を図 2.3(5)②a-2 に示す。水素と酸化鉄が

ともに噴出すると、酸化鉄は帯電し、水素を着火させるエネルギーを有した静電気

を発生し、実際に水素が着火する場合があった。実験中に着火した例を図 2.3(5)②a-3
に示す。酸化鉄と赤土の混合ダストを使用した場合も、水素を着火させるエネルギ

ーを有した静電気が発生した。帯電量の鉛直方向の分布を帯電量の最大値との比で

整理すると図 2.3(5)②a-4 が得られた。水素とダストによって形成される帯電雲の分

布は、ノズル径、噴出圧力といった噴出条件に依存せず相似であり、ダストの種類

に依存しないことが明らかになった。また、水素と酸化鉄が噴出する場合に電荷雲

の形成に大きな影響を及ぼす要因は、ノズル部分での酸化鉄の衝突帯電であった。

すなわち、水素放出口において衝突帯電が起こらないような形状にすることにより

静電気着火の可能性を低くすることが可能と考えられる。 
 

 

 
図 2.3(5)②a-1 水素による酸化鉄の噴出実験の様子 
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図 2.3(5)②a-2 静電気計測装置の概要と写真 
 
 
 

t=0ms t=33ms t=133ms 

t=166ms t=200ms 

 
 

図 2.3(5)②a-3 実験中の静電気着火の例 
 

Ⅲ2.3(5) - 6 



 

0

0

0

L=0.25m L=0.5m
L=0.75m L=1.0m
L=1.25m L=1.5m
L=2.0m d=0.5mm, 4MPa
Eq.(1)

 
L は噴出口からの水平距離、 
横軸: q/qmaxは各点の帯電量と最大帯電量との比、 
縦軸: r/b は鉛直方向の位置を示す無次元数、噴出口の高さが 0 

 

図 2.3(5)②a-4 帯電量の鉛直分布の測定結果 
 

b. 水素の静電気着火過程における OH ラジカル密度およびガス温度計測 
水素を含め、様々な可燃性ガスの放電着火機構が、これまで実験的計測、反応モ

デル、数値計算などにより調べられてきた。しかし放電着火過程における二つの重

要な要素、ラジカル（化学活性種：化学的に非常に活発に反応する分子や原子）密

度とガス温度を定量的に計測した例はなく、着火反応モデルを構築する上で実験デ

ータが不足しているのが現状であった。本研究では水素の静電気着火に対する基礎

過程の検証を目的とし、水素－空気混合気中で放電が発生してから火炎が形成され

るまでの 10μs オーダの時間領域において、OH ラジカル密度とガス温度をレーザ誘

起蛍光法（LIF: laser-induced fluorescence）で計測することを試みた。本研究で得られ

た基礎データは、水素の静電気着火をモデル化するうえで必要不可欠であり、水素

の静電気安全性の評価に対して大きく寄与するものである。 
OH の二次元 LIF の測定の結果を図 2.3(5)②b-1 に示す。水素濃度 50%と 30%では、

放電のフィラメント状に発生した OH が、時間の経過とともに球状に進展している

様子が観測された。一方水素 15%では、針電極先端の微小領域で発生した OH が、
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時間とともに進展する様子が観測されている。このように水素濃度 15%では、30%
や 50%と比べて非常に小さい領域で火炎核が形成されることが観測された。これが

水素濃度の変化に対する本質的なものか、あるいは電極形状を変えたために生じた

ものかは、今後検討の必要がある。また、OH 密度は放電後減少もしくは一定を保っ

ているが、この間に火炎核の体積が増加しているので、火炎核に含まれる OH ラジカル

の総数は放電後に増加していることが明らかになった。 
 

 
(a) H2(50%)-air、 E = 3.0Emin (Emin = 0.075mJ) 

 

 
(b) H2(30%)-air、 E = 1.5Emin (Emin = 0.048mJ) 

3μs 50μs 100μs 150μs

3μs 100μs 200μs 300μs

2mm 

OH

 

Electrode 33μs 100μs 200μs 
 

(c) H2(15%)-air、 E = 1.4Emin (Emin = 0.070mJ) 
 

図 2.3(5)②b-1 OH ラジカルの二次元 LIF 測定結果 
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横軸：着火後の時間、縦軸：火炎の直径 
図中の%は水素濃度、着火エネルギーは Emin=0.075mJ の倍数で表示 

 

図 2.3(5)②b-2 火炎進展速度の計測結果 
 

 

さらに、放電着火直後に火炎球の直径が増加する様子を観察した。その結果を図

2.3(5)②b-2 に示す。着火エネルギーが大きいほど火炎の進展速度は速いが、その後

は着火エネルギーによらず直線の傾きは同じになり、進展速度は一定になった。す

なわち火炎進展速度が着火エネルギーの影響を受けるのは、放電後のわずかな時間

だけであることが分かる。どの水素濃度においても、着火エネルギーが最小着火エ

ネルギーに近づくと、急激に着火遅れ時間が増加した。このように最小着火エネル

ギー付近での着火では、着火・不着火を分ける大きな要素が潜んでおり、今後この

領域の着火現象を詳細に調べることにより、水素の着火と不着火を分ける要因が分

かるものと期待できる。 
 

③ 水素燃焼火炎特性に関する研究（産業技術総合研究所、横浜国立大学） 
a. 水素噴出火炎の吹き消え現象の解明 

高圧水素の噴出で着火した火炎の場合、ある条件では消炎(吹き消え)することが知

られているが、その詳細は明らかになっていない。高圧水素の噴出時のノズル口径

と放出圧力による吹き消え領域を明らかにすることにより、ジェット火炎による影

響度を再評価し、保安距離の見直しに役立つ可能性がある。 
水素の噴流火炎の状態について、ノズル口径と放出圧力とを変化させて水素を噴

出させ、点火する実験を行った。結果を図 2.3(5)③a-1 に示す。火炎を維持できる領

域と吹き消える領域が明らかになった。ノズル口径が約 1mm 以上の大きさになると
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吹き消えは起こらず放出圧力によらず火炎は維持されるが、例えば水素ステーショ

ンのリスク評価においてピンホール漏洩の代表口径である 0.2mm のノズル口径では

0.1MPa 以上では火炎を維持することはできず、実験を行った 40MPa までの範囲で火

炎を維持できないという結果となった。今後さらに着火位置、着火方法の影響など

を評価して、火炎を維持できる条件との境界を明確にすることにより、リスク評価

の見直しに資するデータを蓄積する。 
 

 

  図 2.3(5)③a-1 ノズル口径と火炎の状態との関係 
 
 

b. 水噴霧による水素火炎の熱影響の低減効果に関する実験 
消火用に使用される既存の水噴霧設備を用いて、水素火炎の大きさ及び水素火炎

下流側の熱影響の低減効果を把握することを目的として実験的な検討を行った。こ

の成果は、水素ステーションの設置時の住民とのリスクコミュニケーションにおい

て、事故の際に緊急遮断弁が作動しなかった場合などにも、隣接家屋などへの放射

熱などによる影響を低減する効果的な防火設備の配置設計の提案に資するものであ

る。 
 水素の噴出火炎に対する水噴霧実験の配置図を図 2.3(5)③b-1 に示す。今回用いた

水噴霧方法で、火炎に直接水を噴霧しても火炎の大きさ自体を大きく低減すること

はできなかったが、火炎下流側の放射強度、温度上昇については有意な低減効果が

みられ、特に放射強度については火炎先端から下流側に水噴霧を行うとより有意な

低減効果がみられた。 
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図 2.3(5)③b-1 水噴霧実験の配置図

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

c. 水噴霧による火炎・熱影響の抑制効果の解析 
上記実験結果を用い、より効果的な水噴霧方法についての知見を得ることを目的

として定量的な解析を行った。 
水噴霧の散水分布について解析した結果、今回用いた水噴霧設備では中心部より

も周縁部に散水量が多いことが明らかになり、より効果的な水噴霧のためには設備

の再検討の必要性が示された。水噴霧による火炎の大きさ(火炎長および火炎幅)の変

化を火炎画像より解析した結果、火炎大きさの低減効果は 5%から 10%で、水を火炎

に直接噴霧させてもその効果はあまり大きくないことが明らかになった。火炎の放

出方向のさらに下流への熱影響について解析した結果、火炎の先端よりも遠い位置

に水噴霧した場合に 40%から 70%の放射熱の低減効果が認められた。これらをまと

めた結果を図 2.3(5)③C-1 に示す。今後、放射熱と対流熱の効果を検討し、より効果

的な防火設備の提案に資するデータを蓄積する。 
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   (a) 放射強度に対する効果             (b) 温度上昇に対する効果 
 

Hd：水噴霧位置の高さ 
横軸：Ld/Lf は水素放出口からの火炎の長さに対する水噴霧の位置の比 
Ld/Lf=1 の位置が火炎の先端位置で噴霧していることを示す 

 

図 2.3(5)③c-1 水噴霧による火炎の影響の低減効果 
 

 

④ 水素の着火による火炎伝搬と爆ごう転移に関する研究 
a. 開放空間における水素の着火と火炎伝播に関する研究（産業技術総合研究所） 

火炎の伝搬速度は、爆発により発生する爆風圧と相関があると考えられているこ

とから、火炎面を高速度で検出する手法を検討した。そのために、一般的なガラス

製光ファイバと高速応答性を持つ赤外線検出器を組み合わせた水素火炎面検出方法

（火炎検出ピン）を開発した。小型の水素ハウス(0.016 m3)の中に、火炎検出ピン 5
本を 15 mm 間隔で並べ、水素濃度 30 %の水素／空気混合気を着火し、火炎伝搬速度

を計測した。結果を図 2.3(5)④a-1 に示す。比較のため高速度カメラで火炎伝搬状況

を計測した結果、火炎検出ピンによる方法は、高速度カメラによる方法（高速度カ

メラ法）と良く一致し火炎伝搬速度として 14 m/s～18 m/s を得ることができた。高

速度カメラ法の空間分解能は 0.5mm 程度であることから、本方法は空間分解能の点

で高速度カメラ法より優れていることが確認された。構造物により火炎が擾乱を受

けて火炎が加速されることが知られているが、構造物の影になる領域でも本方法は

適用可能である。本方法は、このような場合の火炎伝搬挙動の解明のためのツール

として活用されることが期待できる。さらに、高速度カメラ法では、撮影の直前に、

水素ハウスの内部に塩化ナトリウムの水溶液を噴霧し、その炎色反応により火炎を

可視化している。水噴霧した場合に火炎伝搬速度が影響を受ける場合にも、本方法
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は有用な計測方法となる。 
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横軸：時間(μ秒)、縦軸：着火点からの距離 

 

図 2.3(5)④a-1 火炎検出ピンによる水素火炎の距離と時間との関係 
 

火炎伝搬に及ぼす着火位置の効果については、小型水素ハウス(0.016 m3)の中心ま

たは床面で電気放電し、水素／空気混合気を着火した。側面の 1 箇所は壁を設置し、

その他の側面と天井には薄いビニールシートを設置した。火炎の伝搬状況は高速度

カメラ法により計測した。結果を図 2.3(5)④a-2 に示す。水素ハウスの中心で着火し

た場合、火炎は球状に広がった。しかし、床面着火した場合は、火炎伝搬速度の速

い順に、底面シート側＞上方向、シート側 45 度＞壁側となった。これは、底面平板

に沿った方向では、床面の存在のため、壁側は燃焼面に先行する混合気の堰きとめ

の影響があったためと考えられる。さらに、床面着火の火炎伝搬速度は中心着火の

それよりも総じて大きかった。火炎伝搬速度と爆風圧の間に相関関係があることか

ら、床面着火の場合は、中心着火と比較して爆発の威力が増すことが示唆される。

これは、構造体近傍で着火された場合の火炎伝搬は、自由空間の場合より速くなる

ことに相当する。水素ハウスが障壁で囲まれたコーナー部で着火された場合、その

火炎伝搬速度は増加することが予想される。今後、着火位置と爆風圧との関係を明

らかにすることが重要であると考えられる。 
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 1ms 4ms2ms 5ms3ms 6ms

7ms 10ms8ms 11ms9ms 12ms 

 

(a) 水素ハウスの中心で着火、左端面はステンレス板壁、端面はシート 
 

 0.019m 1.379m 2.739m 4.099m 5.459m

6.819m 8.179m 9.539m 10.899m 12.259m

 

(b) 水素ハウスの床面で着火、左端面はステンレス板壁、右端面はシート 
 

図 2.3(5)④a-2 燃焼状況の撮影結果 
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     (a) ピーク圧への影響            (b) インパルスへの影響 
 

R:容器中心からの距離、横軸：着火エネルギー 
縦軸：Ps/P0はピーク圧と大気圧との比、la0/(p2E)1/3はインパルスを無次元化した値 

 

図 2.3(5)④a-3 着火エネルギーの効果 
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火炎伝搬に及ぼす着火エネルギーの効果については、小型水素ハウスを使用して、

放電エネルギーを 1mJ から 1000mJ まで変化させて実験を行った。結果の一部を図

2.3(5)④a-3 に示す。着火エネルギーが 3 桁程度変化しても、爆風のピーク圧やイン

パルスに及ぼす影響は小さいことが確認された。着火源の種類の効果については、

同じ水素ハウスを使用して、電気火花着火と細線加熱着火の場合の爆風圧と火炎伝

搬速度を計測した。その結果、火炎伝搬速度は、電気火花着火の場合が 13.1m/s、細

線加熱着火の場合が 14.2-15.1m/s となり、細線加熱着火の方が若干速いことが確認さ

れた。しかしながら、爆風のピーク圧やインパルスは、ほぼ同等であることが確認

された。着火エネルギーそして着火源の種類を変えても、爆風圧に与える影響は小

さいことが明らかとなった。本結果は、水素の取り扱いの際の安全性を考慮する際

に重要な知見と考える。 
水素ハウスの体積と爆風圧の関係については、過去の結果を含めて図 2.3(5)④a-4

にまとめた。小型水素ハウス(0.016 m3と 0.027 m3)を使用し、ハウス中心で電気火花

着火し、内外の圧力や音圧を計測した。27 リットル規模の爆発によって発生した爆

風のピーク圧ならびにインパルス（圧力を時間積分した値）は、16 リットル規模の

値を上回ることが確認された。これまでに野外において水素ハウスの体積が 9.4ｍ３

～200ｍ３の実験を行ってきた。これらの結果を今回の27リットル規模と比較すると、

同様に体積の効果が確認された。本実験結果は、実規模での爆風圧を予測するため

の数値シミュレーション手法を開発する際の検証用データとして活用されることが

期待される。 
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横軸：無次元化された距離 
縦軸：Ps/P0はピーク圧と大気圧との比、la0/(p2E)1/3はインパルスを無次元化した値 

図 2.3(5)④a-4 着火エネルギーの効果 
 

気相爆発に特徴的な被害の指標として爆風のインパルスに着目し、肺損傷に関す

る基礎的なデータを収集するために、モデル気泡群に爆風を作用させて、その変形・
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崩壊挙動と爆風のインパルス値の関係について検討することを開始した。その準備

段階として、爆燃波管の性能を検討するために、2 次元軸対称の衝撃波管問題として

数値解析を行った。水素/酸素混合気の爆轟と高圧気体の膨張による爆風のインパル

スを解析した。火薬類の爆発に関しては肺損傷の閾値（文献値）が知られている。

本解析で得られた爆風のピーク圧とインパルスをその文献値と比較した。その結果

を図 2.3(5)④a-5 に示す。本方法は、肺損傷の閾値を含めてある程度広い範囲のイン

パルスを有する爆風を生成できることが明らかとなった。特に、高圧室に水素／酸

素混合気を使用しなくても、高圧室の長さや内径の細い低圧室を選択することなど

で、インパルス値の高い爆風を生成できる見通しが得られた。これらの解析結果は、

爆風インパルスの効果を実験的に検討する際の設定条件として活用される。 
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図 2.3(5)④a-5 実験値(各種点)と肺損傷文献値(各種線)との比較 
 

b. トンネル内で水素が燃焼から爆ごうへの転移を起こす着火条件に関する研究 
（産業技術総合研究所） 
本研究は、トンネル内で水素タンクローリが事故に遭遇し、水素が漏洩してトン

ネル内部に拡散し、燃焼した場合の危険性を予測し、安全対策を提案することを目

的としている。そのために、トンネルを模した直径 25mm、50mm、100mm の金属製

の管(デトネーションチューブ)を用いて、水素と空気の可燃性混合気が管内を流通し

ている状態あるいは空気が流通している管の途中から水素が噴き出している状態の

実験を行い、可燃性混合気に点火して燃焼させ、燃焼が加速されて高い圧力の衝撃

波を伴う激しい燃焼(爆ごう)に転移する条件について検討した。この燃焼から爆ごう

への転移を DDT(Deflagration to Detonation Transition)と呼ぶ。 
実験装置図を図 2.3(5)④b-1 に示す。また、野外実験の写真を図 2.3(5)④b-2 に示す。 
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  図 2.3(5)④b-1 DDT 実験装置の配置（予混合式の場合） 
 

 

  
 

図 2.3(5)④b-2 100mm 径デトネーションチューブの野外実験の配置図 
 

平成 17-18 年度に実施した実験結果より、図 2.3(5)④b-3 に示すように、DDT を起

こす下限界の水素濃度は、管径 25mm では約 24vol.%であったのに対し、管径 50mm
では約 19vol.%となり、管径が大きくなるとより低い水素濃度で DDT を起こすこと

が明らかになった。また、同じく図 2.3(5)④b-3 より、デトネーションチューブの直

径(管径：D)が大きくなると、燃焼から爆ごうに転移するために必要な距離(DDT 距

離：L)は長くなったが、図 2.3(5)④b-4 に示すように管径が大きくなると DDT 距離と

管径との比(L/D)は小さくなり、例えば、管径 25mm では DDT が起こるためには管

径の約 100 倍の距離が必要であったのが、管径 100mm では管径の約 60 倍の距離で

DDT が起こるというように、管径が大きくなるとスケール効果によって DDT が起こ

り易くなることが明らかになった。流量の効果については、現在実験中であるが、

これまでの結果からは、直径 50mm のデトネーションチューブで流量を 10L/min か

ら 140L/min に増加させた場合に 20cm 程度 DDT 距離が短くなり、流量が多くなると

DDT 距離が短くなる傾向がみられた。 
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図 2.3(5)④b-3 DDT 距離と水素濃度との関係 

  
 

L/
D

  

流通系（本実験）

静止系（文献）

管径 / mm

150100500 

120 

100 

80
60
40
20
0 

 図 2.3(5)④b-4 L/D と管径との関係 
  

 

以上の結果は、いずれも実規模トンネルの事故を想定する際に、スケール効果に

よってより危険になる、といったことを示す結果であるが、実験を進めていく中で

水素濃度が下限界濃度に近い領域ではDDTが起こる確率が小さくなるという現象が

起きている。このことは、例えば、実規模トンネルで DDT が起こりうると想定され
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る距離よりも短い距離で、局所的にでも水素濃度の薄い部分を作り出せれば、DDT
の発生を防止できる可能性があることを示しており、DDT 距離をきちんと予測する

ことができれば、効果的な安全対策を立案する際のヒントになると考えている。 
 

⑤ 化学反応論に基づく水素の着火・燃焼制御に関する研究（産業技術総合研究所、    
東京大学大学院工学系研究科） 
水蒸気や水ミストが存在する場合の水素－空気化学量論組成混合気の燃焼挙動への

影響を調べるために、開放空間で燃焼実験を行った。50cm 立方のビニールシート容器

に混合気を入れ、水蒸気は温水中での混合気のバブリング、またミストは容器内に設置

したノズルから水を噴霧（水滴の直径は数十 μm）することにより供給した。着火方法

は、線爆発方式、ニクロム線溶断方式、ニクロム線加熱方式の３方式で行い、火炎の伝

搬を見るために容器内に極細熱電対を設置し、また容器外での圧力波の伝搬を見るため

にピエゾレジスタンス方式の圧力センサーを使用した。着火時にガスに与えるエネルギ

ーは、線爆発、ニクロム線溶断、ニクロム線加熱の各方式の順に小さくなり、火炎や圧

力波の伝搬挙動から求めた着火遅れ時間はこの順番に大きくなる。ニクロム線加熱方式

で着火した時、乾燥混合気の場合と比較して、高湿度あるいは水ミストが存在する場合

には、乾燥混合気の場合と比較して着火遅れ時間が数倍大きくなること、また着火に必

要なニクロム線で発生するジュールエネルギーも、数倍大きくなることが見いだされた。

一方、線爆発方式で着火した場合には、乾燥混合気と高湿度の混合気の着火遅れ時間に

は大きな差はみられなく、水蒸気あるいは水ミストが水素の燃焼に与える効果は、着火

時に与えるエネルギーに大きく依存することが示唆された。 
さらに、水素－空気混合気の水素濃度を 15%から 40%の範囲で変化させた混合気を、

乾燥状態および高湿度状態にすることにより水添加効果の水素濃度依存性を調べた。着

火方式は、ニクロム線加熱方式である。その結果（図 2.3(5)⑤-1～⑤-3）、火炎伝搬速度

と爆風圧／爆風インパルスは組成変化に対して同じような変化を示した。また、乾燥ガ

スに比べ、高湿度状態では、火炎伝搬速度、爆風圧、爆風インパルスとも有意に小さく

なる傾向が見られた。 
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図 2.3(5)⑤-3  爆風インパルスの水素濃度依存性 
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図 2.3(5)⑤-1  火炎伝搬速度（区間平均）    図 2.3(5)⑤-2  爆風圧の水素濃度依存性 
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水素に水などの分子を共存させる方法として、水素－水クラスレート化合物（水素ハ

イドレート）が本質的に有望と思われ、そのため高圧下での合成を試みた。圧力発生に

はダイヤモンドアンビルセル法、またはより試料体積が大きくすることができるモアッ

サナイト(SiC)アンビルセル法を用いた。これらの方法では試料空間の圧縮比を大きく

することは難しいので、圧縮前の水素の密度を高くするため、低温下で液体水素を水

（氷）とともに試料空間に封入する方法および装置を開発した。封入後、常温下で加圧

することにより、水素ハイドレートの合成を確認した。 
水素の着火挙動に関する数値計算精度を改善することを目的として、水素－空気混合

気の着火挙動を熱対流の影響がない微小重力下で精密測定を開始した。有効高さ 10m
の落下塔（微小重力持続時間 1.4 秒）を使用して水素－空気混合気の着火遅れ時間を測

定する装置を試作した（図 2.3(5)⑤-4）。着火は着火電極を一定温度まで加熱して行う方

式である。微小重力下で予備的な実験を行い、微小重力下では着火遅れ時間が明らかに

小さくなる挙動を示し、熱対流の効果が無視できないことが分かった（図 2.3(5)⑤-5）。
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現在予備的なデータを得たばかりであるが、今後より詳細な実験を継続して行うことに

より、熱対流の影響と化学反応過程を分離して考察することが可能になるため、数値計

算の精度を高めることや水添加効果の化学反応における効果を明確にすることが可能

になると期待される。 
 

0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

 

水素の爆発性の制御を目指し爆ごう限界に及ぼす添加物の効果を明らかにすること

を目的として、爆ごう限界の着火エネルギーの効果および圧力限界を測定した。爆ごう

波面の伝搬は、ガラス管中を伝播する爆ごう波の自発光を多点で検出することにより計

測した。着火エネルギーを 0.1 - 5mJ の間で可変して、その効果を調べた結果、定常爆

ごうに至るまでの距離は影響を受けるが、定常になったときの爆ごう速度は添加エネル

ギーには依存しないことが見出された。また、爆ごうの圧力限界を計測した結果、予想

されるように管径が細いほど爆ごう限界圧力は高くなること、限界付近の定常爆ごう速

度は管径が細いほど遅いことがわかった。爆ごう限界に対する添加効果を調べるため、

酸素―水素混合気にアルゴン及窒素を添加した。爆ごう限界がどのように変わるかを調

べた結果、初期圧力の低下とともに爆轟伝播速度は低下するが、C-J 速度の 85%程度が

伝播限界であることが明らかになった。 
爆ごう限界を一次元 ZND（Zel’dvich、von Neumann、Dőring）モデルで予測するため

のプログラムを開発し、詳細反応機構に基づき、熱損失および運動量損失を考慮して圧

力限界を予測し、実験値と比較した。運動量損失をあらわす抵抗係数の値はレイノルズ

  

当量比　1.2
圧力
温度　　742℃

 

 

着
火

遅
れ

時
間

 (
s)

当量比

 0G
 1G

 

図 2.3(5)⑤-4  微小重力実験落下カプセル  図 2.3(5)⑤-5  着火遅れ時間－当量比の関係に 

（二重構造）とその中に組込まれた燃焼         おける重力効果 

実験装置                   (着火電極温度：742℃、圧力：100kPa) 
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数のみに依存するとするブラウジウスの式が従来よく用いられていたが、新しいモデル

では抵抗係数のマッハ数に対する依存性を考慮した。その結果、従来のモデルでは爆ご

う伝播速度の限界付近での挙動は実験結果と大きく異なり、爆ごう限界を予測すること

は不可能であったが、このモデルにより爆ごう限界を精度よく予測することができるよ

うなった（図 2.3(5)⑤-6 参照）。抵抗係数のマッハ数依存性の理論的意味を明確にする

ことは未だできていないが、爆ごう波の三次元的構造と関係がある可能性がある。そこ

で、限界付近での爆轟波の三次元構造を観測するために煤模様の観測を行い、爆燃から

爆ごうへの転移や、多頭構造からシングルスピンへの遷移など、興味ある現象が観測で

きた。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2.3(5)⑤-6  定常爆ごう速度の初期圧力依存性（H2/O2、ガラス管径 6mm） 

 
※「新モデル」は運動量損失のマッハ数依存性を考慮 
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⑥ 研究発表・講演・論文投稿等 
a. 発表件数 

年度毎の研究発表等の件数は以下の通りである。 
 

平成 17 年度 
誌上発表 5 件  国際誌 1 件、 国際会議プロシーディングス 1 件 
口頭発表 15 件  国際会議 4 件 

・水素安全国際会議(International Conference on Hydrogen Safety)での 
発表 1 件を含む 

 

平成 18 年度 
誌上発表 4 件 国際誌 4 件 
口頭発表 23 件 国際会議 4 件 

・静電気の国際誌(Journal of Electrostatics)の論文 1 件を含む 
 ・国際燃焼シンポジウム(Symposium on Combustion)での発表 3 件を含む 
 

平成 19 年度 
誌上発表 4 件(投稿中) 国際誌 2 件 
口頭発表 7 件(予定)   国際会議 5 件 
 ・損失防止の国際誌(J. Loss Prevention in the Process Industries)の 

論文 2 件を含む 
 ・アジア太平洋安全シンポジウム(Asia Pacific Symposium on Safety)の 

発表 2 件を含む 
 

講演会の開催 
平成 19 年 3 月 29 日に「水素の安全基盤研究に関する講演会」を開催し、自動車

関係業界、ガス関係業界、地方自治体、警察関係、大学および研究機関などから 
約 180 名の参加があった。 
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b. 研究発表・講演・論文投稿 

年度毎のリストを表 2.3(5)⑥-1～⑥-6 に示す。 
 

表 2.3(5)⑥-1 研究発表・講演等リスト（平成 17 年度） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

（誌上発表）       

2005 年 9 月 Proceedings of 
International 
Conference on 
Hydrogen Safety 

A field explosion test 
of hydrogen-air 
mixtures 

若林邦彦、茂木俊夫、

金東俊、安部尊之、  

石川 弘毅、黒田英司、

松村 知治、中山良男、

堀口 貞茲、大屋正明、

藤原 修三 

2005 年 12 月 安全工学, vol.44(6), 
pp.412-420 

水素爆発を事例研

究とした大規模野

外爆発実験 高圧水

素ガスの大規模漏 

中山良男 

2005 年 12 月 安全工学, vol.44(6), 
p.440 

高圧水素ガスの大

規模漏洩拡散実験

に関する野外実験 

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 

2006 年 2 月 Sci. Tech. of 
Energetic Materials, 
vol.67, p.1 

Numerical Simulation 
on Hydrogen Fuel 
Jetting from High 
Pressure Tank 

刘云峰，佐藤博之,   

坪井伸幸，東野  ，林

光一 

2006 年 3 月 日本機械学会論文集

B 編、vol.72(715) 
水素／空気予混合

気の爆風圧の計測

(熱影響低減の検討）

西田啓之、堀口貞茲、

茂木俊夫、金東俊、  

中山良男 

（口頭発表）       

2005 年 5 月 
26 日 

2nd Int. Symp. on 
Energetic Materials and 
their Applications 

Numerical Simulation 
on Hydrogen Fuel 
Jetting from High 
Pressure Tank 

刘云峰，東野  ，佐藤

博之,林 光一 

2005 年 7 月 
8 日 

第 35 回安全工学シン

ポジウム 
高圧水素の噴出と

着火に関する実験 
茂木俊夫、金東俊、  

西田啓之、若林邦彦、

松村知治、中山良男、

堀口貞茲 
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2005 年 7 月 
8 日 

第 35 回安全工学シン

ポジウム 
水素・空気混合気爆

発からの爆発音(ス
ケール効果) 

黒田英司、石川弘毅、

金東俊、若林邦彦、  

松村 知治、中山良男、

堀口 貞茲、吉田正典、

藤原 修三 

2005 年 7 月 
8 日 

第 35 回安全工学シン

ポジウム 
水素の小規模爆燃

実験による威力評

価 

中山良男、茂木俊夫、

若林邦彦、松村知治、

水田有人、三宅淳巳、

小川輝繁 

2005 年 7 月 31
日 

20th Int. Colloq. on 
Dynamics of 
Explosions and 
Reactive Systems 

Direct Numerical 
Simulation on 
Hydrogen Fuel 
Jetting from High 
Pressure Tank 

刘云峰，坪井伸幸，佐

藤博之, 東野  ，林 

光一 

2005 年 9 月 8
日 

1st International 
Conference on 
Hydrogen Safety 

Flame Characteristics 
of High-Pressure 
Hydrogen Gas Jet 

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 

2005 年 9 月 9
日 

1st International 
Conference on 
Hydrogen Safety 

A field explosion test 
of hydrogen-air 
mixtures 

若林邦彦、茂木俊夫、

金東俊、安部尊之、  

石川 弘毅、黒田英司、

松村 知治、中山良男、

堀口 貞茲、大屋正明、

藤原 修三 

2005 年 11 月

17 日 
2005 年火薬学会秋季

大会 
水素空気混合ガス

の爆薬点火による

爆風 

中山良男、若林邦彦、

金東俊、茂木俊夫、  

松村 知治、堀口貞茲 

2005 年 11 月

17 日 
2005 年火薬学会秋季

大会 
光ファイバと赤外

線ディテクターを

用いた水素ガス爆

燃時の火炎伝播 
速度計測 

保前友高、黒田英司、

若林邦彦、松村知治、

中山良男 

2005 年 11 月

25 日 
第 38 回安全工学研究

発表会 
水素ガス漏洩時に

形成される帯電雲

の電荷分布特性に

関する実験的考察 

今村友彦、荷福正治、

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 
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2005 年 12 月 5
日 

第 43 回燃焼シンポジ

ウム 
高圧水素噴流の燃

焼特性に関する 
研究 

茂木俊夫、西田啓之、

椎名拡海、堀口貞茲 

2005 年 12 月 5
日 

第 43 回燃焼シンポジ

ウム 
高圧タンクからの

水素漏洩による着

火のシミュレーシ

ョン 

林光一，刘云峰，   

坪井伸幸，相澤圭介，

佐藤博之 

2006 年 1 月 27
日 

第２回国際水素・燃料

電池展、研究成果発表

フォーラム 

水素安全のための

大規模燃焼･爆発 
実験 

中山良男、堀口貞茲 

2006 年 3 月 6
日 

第 7 回静電気学会春

季講演会 
ダストを含む水素

ガス噴出時の静電

気発生現象 

今村友彦、荷福正治、

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 

2006 年 3 月 17
日 

平成 17 年度衝撃波シ

ンポジウム 
大規模な水素/空気

混合気体の爆発に

より発生する爆風

の可視化 

若林邦彦、黒田英司、

石川弘毅、保前友高、

松村知治、中山良男、

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 

 

 

 

 

表 2.3(5)⑥-2 研究発表・講演等リスト（平成 18 年度） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

（誌上発表）       

2007.1 AIAA Paper 2007-1426 Ignition of hydrogen 
suddenly leaked from 
a high pressure tank 

相澤圭介、D. Pinto、劉

云峰、佐藤博之、 
林光一 

2007. 2 Journal of 

Electrostatics、vol.65、
p.87 

Minimum ignition 
energy of 
hydrogen-air 
mixture: Effects of 
humidity and spark 
duration 
 
 

小野 亮、荷福正治、藤

原修三、堀口貞茲、小

田哲治 
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2007. 2 Journal of Science and 
Technology of Energetic 
Materials, Vol.68, p.25. 

Experimental study 
on blast wave 
generated by 
deflagration of 
hydrogen-air mixture 
up to 200 m3 

若林邦彦、中山良男、

茂木俊夫、金東俊、  

安部尊之、石川弘毅、

黒田英司、松村知治、

堀口貞茲、 大屋正明、

藤原修三 

2007. 3 Journal of Science and 
Technology of Energetic 
Materials 

Blast waves 
generated by 
detonation of 31 m3 
hydrogen-air 
mixtures 

若林邦彦、中山良男、

茂木俊夫、金東俊、 安

部尊之、石川弘毅、黒

田英司、松村知治、堀

口貞茲、 大屋正明、藤

原修三 

（口頭発表）       

2006.5.11. 火薬学会 2006 年度 
年会 

トンネルを模擬し

たデトネーション

チューブ内での水

素の DDT について

吉野悟、相澤圭介、 茂

木俊夫、椎名拡海、和

田有司、緒方雄二 

2006.5.12 火薬学会 2006 年度 
年会 

熱電対による水素

火炎伝搬特性の 
測定 

金東俊、椎名拡海、 茂

木俊夫、薄葉州、角舘

洋三 

2006.6.6. ESA/IEEE-IAS/IEJ/SFE 
Conference on 
Electrostatics 2006 

Minimum Ignition  
Energy of 
Hydrogen-Air 
Mixture: Influence of 
Humidity and Spark 
Duration 

小野 亮、荷福正治、藤

原修三、堀口貞茲、小

田哲治 

2006.7.7. 第 36 回安全工学シン

ポジウム 
水素-空気希薄混合

気流れの着火特性 
茂木俊夫、西田啓之,
椎名拡海,今村友彦,堀
口貞茲 

2006.7.7. 第 36 回安全工学シン

ポジウム 
水素ガス噴出時の

静電気発生特性に

及ぼすダスト種類

の影響 

今村友彦、荷福正治、

茂木俊夫、西田啓之、

堀口貞茲 

2006.8.7. 31st Symposium on 
Combustion 

Ignition of High 
Pressure Hydrogen 
by a Rapid Discharge

茂木俊夫、金東俊、 椎

名拡海、堀口貞茲 
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2006.8.7. 31st Symposium on 
Combustion 

The Effect of Water 
Vapor on the Blast 
Wave Pressures in 
the Explotions of 
Hydrogen-Air 
Mixtures 

椎名拡海、金東俊、 大

屋正明、藤原修三 

2006.8.7. 31st Symposium on 
Combustion 

A Numerical 
Analysisof the 
Auto-ignition of a 
High Pressure 
Hydrogen Jet into Air

劉云峰、佐藤博之、 坪

井伸幸、林光一 

2006.9.25. 第 30 回静電気学会全

国大会 
水素－空気混合気

の放電着火：レーザ

誘起蛍光法による

ＯＨ密度とガス温

度計測 

小野亮、小田哲治 

2006.10.28. 日本機械学会流体工

学部門講演会 
空気中漏洩した高

圧水素噴流の着火

に関する実験研究 

相澤圭介、劉云峰、 佐

藤博之、林光一 

2006.11.30. 第 39 回安全工学研究

発表会 
高圧水素ガス噴出

時の着火・燃焼 
危険性 

茂木俊夫、金東俊、 堀

口貞茲、中山良男 

2006.11.30. 第 39 回安全工学研究

発表会 
ダストを含む水素

ガス噴出時の帯電

要因の分離 

今村友彦、小野亮、 茂

木俊夫、堀口貞茲 

2006.12.1 第 39 回安全工学研究

発表会 
流通状態の管状構

造物内における水

素漏洩時の DDT の

可能性について 

相澤圭介，吉野 悟，

茂木俊夫，椎名拡海，

和田有司，緒方雄二 

2006.12.8. 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
水素-空気混合気の

放電着火：レーザ誘

起蛍光法によるＯ

Ｈ密度とガス温度

計測 
 

小野亮、小田哲治 
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2006.12.8. 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
高圧水素ガス放出

時の自己着火およ

び爆発現象 

茂木俊夫、金東俊、 椎

名拡海、今村友彦、堀

口貞茲 

2006.12.8. 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
流通状態のデトネ

ーションチューブ

内での水素の DDT
について 

相澤圭介、吉野 悟、

茂木俊夫、椎名拡海、

和田有司、緒方雄二、

林光一 

2006.12.6-8 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
水素空気予混合爆

発の爆風圧に対す

る水の添加効果の

研究 

椎名拡海、金東俊、 大

屋正明、藤原修三 

2006.12.6-8 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
H2/O2燃料のデトネ

ーションの伝播限

界の測定 

深尾将士、高西研多、

須佐秋生、越光男 

2006.12.6-8 第 44 回燃焼シンポジ

ウム 
数値シミュレーシ

ョンによる水素／

酸素の爆轟限界の

予測 

富塚孝之、毛利昌康、

吉田正典、越光男 

2006.12.14. 平成 18 年度宇宙航行

の力学シンポジウム 
高圧水素漏洩の着

火条件について 
林光一、D.Pinto、  相

澤圭介、劉云峰、 坪

井伸幸、佐藤博之 

2006.12.15-16 第 20 回数値流体力学

シンポジウム 
数値シミュレーシ

ョンによる水素／

酸素の爆轟限界の

予測 

富塚孝之・毛利昌康・

吉田正典・越光男 

2006.12.18. 第 20 回数値流体力学

シンポジウム 
空気中に噴出する

高圧水素の自着火

の数値シミュレー

ション 

林光一、劉云峰、  坪

井伸幸、相澤圭介、佐

藤博之 

 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ2.3(5) - 29 



 

表 2.3(5)⑥-3 研究発表・講演等リスト（平成 19 年度） 

（誌上発表）    

2007.6 安全工学，46, 
pp.188-189 

水素の安全基盤研

究に関する講演会 
茂木俊夫，今村友彦 

2007.7 Proceedings of the 21st 
International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems, 
pp.1-4 

Study on Detonation 
Initiation in 
Hydrogen/Air Flow 

相澤圭介，吉野 悟，

茂木俊夫，椎名拡海，

和田有司，緒方雄二，

林 光一 

2007.7 Proceedings of the 21st 
International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems 

The Effect of Water 
Vapor on the Blast 
Wave Pressures in 
the Explosions of 
Hydrogen-Air 
Mixtures 

椎名拡海，金 東俊，

大屋正明，藤原修三 

2007.7 Proceedings of the 21st 
International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems 

Auto-ignition of high 
pressure hydrogen 
release 

D.Pinto，相澤圭介， 
劉 云峰，佐藤博之，

林光一，坪井伸幸 

2007.10 Proceedings of Asia 
Pacific Symposium on 
Safety, pp.273-276 

Experimental 
Investigation on 
Thermal Characteristics  
of  Hydrogen Jet 
Flame at Downstream 
Region - Part I 
Dependence of 
Flame Shape and 
Thermal 
Characteristics on the  
Spouting Conditions 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2007.10 Proceedings of Asia 
Pacific Symposium on 
Safety, pp.385-388 

Experimental 
Investigation on 
Thermal 
Characteristics of 

濱田祥大，今村友彦，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 
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Hydrogen Jet Flame 
at Downstream 
Region - Part 2 
Influence of Water 
Spray on the 
Reduction of 
Thermal Radiation - 

2008.3 Journal of Loss 
Prevention in the 
Process Industries, 21, 
pp.199-204 

Self-ignition and 
explosion during 
discharge of 
high-pressure 
hydrogen 

茂木俊夫、金東俊、 椎

名拡海、堀口貞茲 

（口頭発表）    

2007. 7. 6 安全工学シンポジウ

ム 2007 
水素ガス噴出時の

帯電を支配する主

要因の一考察 

今村友彦，茂木俊夫，

堀口貞茲，小野 亮 

2007. 7. 6 安全工学シンポジウ

ム 2007 
水噴霧による水素

火炎抑制効果の検

討 

濱田祥大，今村友彦，

堀口貞茲，三宅淳巳,
小川輝繁 

2007.7.24 The 21st International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems 

Study on Detonation 
Initiation in 
Hydrogen/Air Flow 

相澤圭介，吉野 悟，

茂木俊夫，椎名拡海，

和田有司，緒方雄二，

林 光一 

2007.7.24 The 21st International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems 

The Effect of Water 
Vapor on the Blast 
Wave Pressures in 
the Explosions of 
Hydrogen-Air 
Mixtures 

椎名拡海，金 東俊，

大屋正明，藤原修三 

2007.7.24 The 21st International 
Colloquium on the 
Dynamics of Explosions 
and Reactive Systems 

Auto-ignition of high 
pressure hydrogen 
release 

D.Pinto，相澤圭介， 
劉 云峰，佐藤博之，

林光一，坪井伸幸 
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2007.11.1 Asia Pacific Symposium 
on Safety 2007 

Experimental 
Investigation on 
Thermal Characteristics  
of  Hydrogen Jet 
Flame at Downstream 
Region - Part I 
Dependence of 
Flame Shape and 
Thermal 
Characteristics on the  
Spouting Conditions 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2007.11.1 Asia Pacific Symposium 
on Safety 2007 

Experimental 
Investigation on 
Thermal Characteristics  
of Hydrogen Jet Flame 
at Downstream Region 
- Part II Influence of 
Water Spray on the 
Reduction of 
Thermal Radiation 

濱田祥大，今村友彦，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2007.12.5 第 45 回燃焼シンポジ

ウム 
水素・空気混合気にお

いて管内流れがデト

ネーションへ与える

影響 

相澤圭介，茂木俊夫，

椎名拡海，和田有司，

林 光一 

2007.12.6 第 27 回水素エネルギ

ー協会大会 
水噴霧による水素火

炎下流側の熱負荷低

減効果 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2007.12.7 第 40 回安全工学研究

発表会 
水素火炎下流側の熱

気流性状に対する水

噴霧の影響 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 
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2008.3.18 平成 19 年度衝撃波シ

ンポジウム 
流通状態の管内流れ

場が水素のDDTに与

える影響 

茂木俊夫，相澤圭介，

椎名拡海，和田有司，

林 光一 

 
 
 

表 2.3(5)⑥-4 研究発表・講演等リスト（平成 20 年度） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

（誌上発表）    

2008.4 安全工学，47, pp.77-83 ダストを含む水素

ガス噴出時の噴出

系統での帯電特性

の考察 

今村友彦，茂木俊夫，

堀口貞茲，小野 亮 

2008.5 水素エネルギーシステ

ム, 33, pp.54-59 
水素イオンセンサ 能美 隆，前川麻弥，

茂木俊夫 

 2008 年 06 月 Proc. of 7th 
ISHPMIE、 322 頁
～  329 頁 

Study on 
Consequence 
Analyses of Blast 
Wave Generated 
by Gaseous 
Deflagrations  

土橋 律、河村 智史、

中山 良男 

2008.6 セイフティダイジェス

ト，54, pp.2-8 
水素の静電気着火

危険性とその対策 
今村友彦，堀口貞茲 

2008.6 高圧ガス，45, 
pp.439-446 

高圧水素ガス漏え

い時の拡散特性と

着火および火炎特

性 

茂木俊夫，堀口貞茲 

2008.9 Shock Waves, 18-4, 
pp.299-305 

Study on Detonation 
Initiation in 
Hydrogen / Air Flow

相澤圭介，吉野 悟，

茂木俊夫，椎名拡海，

緒方雄二，和田有司，

林 光一 

2008.7 International Journal of 
Hydrogen Energy, 33-13, 
pp.3426-3435 

Experimental 
Investigation on the 
Thermal Properties 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，
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of Hydrogen Jet 
Flame and Hot 
Currents in the 
Downstream Region

小川輝繁 

2009.2 International Journal of 
Hydrogen Energy, 34-6, 
pp.2815-2823 

Control of the 
Ignition Possibility 
of Hydrogen by 
Electrostatic 
Discharge at a 
Ventilation Duct 
Outlet 

今村友彦，茂木俊夫，

和田有司 

2008.7 Proceedings of 7th 
ISHPMIE, 3, pp.256-266 

Reduction Effects of 
Water Spray to the 
Thermal Hazard of 
Hydrogen Jet Flame 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2009.1 Journal of Loss 
Prevention in The Process 
Industries, 22, pp.45-51 

Experimental study 
on the hazards of 
high-pressure 
hydrogen jet 
diffusion flames 

茂木俊夫，堀口貞茲 

2009.2 火災, 59, pp.42-47 水素の着火危険性

と火炎性状 
今村友彦 

（口頭発表）    

2008.4.28 Internationak workshop 
on Detonation / 
Detonation Engine 

Ignition and Flame 
Propagation during 
Discharge of 
High-pressure 
Hydrogen Gas 

茂木俊夫 

2008.5.22 平成 20 年度日本火災学

会研究発表会 
水素噴流火炎前方

に形成される熱気

流の温度性状 

今村友彦，濱田祥大，

堀口貞茲，和田有司，

三宅淳巳，小川輝繁 
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2008 年 07 月

07 日 
 Seventh International 
Symposium on 
Hazards, 
Prevention,and 
Mitigation of 
Industrial 
Explosions(ISHPMIE) 

Study on 
Consequence 
Analyses of Blast 
Wave Generated 
by Gaseous 
Deflagrations 

土橋 律、河村 智史、

中山 良男 

2008.7.8 7th International 
Symposium on Hazards, 
Prevention,and Mitigation 
of Industrial Explosions 

Reduction Effects of 
Water Spray to the 
Thermal Hazard of 
Hydrogen Jet Flame 

今村友彦，濱田祥大，

茂木俊夫，和田有司，

堀口貞茲，三宅淳巳，

小川輝繁 

2008.7.10 7th International 
Symposium on Hazards, 
Prevention,and Mitigation 
of Industrial Explosions 

Ignition and Flame 
Propagation during 
Discharge of 
High-pressure 
Hydrogen Gas 

茂木俊夫，椎名拡海，

今村友彦，和田有司 

2008.9.18 静電気学会大会 水素放出口形状が

静電気着火危険性

の低減に及ぼす効

果 

今村友彦，茂木俊夫，

和田有司，緒方雄二 

2008.11.27 第 41 回安全工学研究発

表会 
水幕による水素火

炎熱影響の低減に

関する水噴霧条件

の検討 

濱田祥大，今村友彦，

和田有司，三宅淳巳，

小川輝繁 
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表 2.3(5)⑥-5 研究発表・講演等リスト（平成 21 年度） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

（誌上発表）    

2009.7 International Journal of 

Hydrogen Energy，
34-14，pp.5810-5816 

Self-Ignition and 
Flame Propagation of 
High-Pressure 
Hydrogen Jet During 
Sudden Discharge 
from a Pipe 

茂木俊夫，和田有司，

緒方雄二，林 光一 

 
 
 

表 2.3(5)⑥-6 研究発表・講演等リスト（平成 22 年度） 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

（口頭発表）    

2010 年 8 月 
3 日 

第 33 回国際燃焼シン

ポジウム 
Consequence 
analysis of blast 
wave from 
accidental gas 
explosions 

土橋 律、河村 智史、

中山 良男 

 
 

 



Ⅳ．実用化の見通しについて 

 

１．「燃料電池自動車に係る規制再点検及び標準化のための研究開発」の実用化見通し 

本事業では，自動車用圧縮水素容器および附属品の基準合理化項目として、容器については高

圧化、最小破裂圧力および圧力サイクル数の見直しおよび使用温度範囲の拡大などに資するデー

タ取得を、また、附属品に関しては、高圧化対応、使用温度範囲拡大に資するデータ取得を、業

界団体がニーズを明確にする 2007 年 3 月以前から自主的に計画立案し実施してきた。 
容器および附属品の合理化に関しては，本事業の高圧容器技術 WG にて、技術基準適正化シナ

リオ策定の必要性が指摘され、業界団体である燃料電池実用化推進協議会(FCCJ)ならびに社団法

人日本自動車工業会に対し、技術基準適正化のシナリオ作成を推進させてきた。その結果として，

2007 年 3 月に自動車業界内で 2009 年度の技術基準発行を目標とする技術基準適正化シナリオが

合意され、これまで本事業で自主的に計画立案しながら進めてきた技術基準改訂に向けたデータ

取得項目がより明確になったことから、基準適正化シナリオに沿った自動車用圧縮水素容器の安

全性評価試験データを取得し、Step 1 策定に貢献した。 
道路運送車両法に関連して、UN-ECE/WP29/AC3 gtr（世界統一基準）化活動の第 1 フェーズ

が、日本の道路運送車両法の技術基準ベースで進められることが合意された。また、2010 年以降

の第二フェーズでは、さらに国際基準調和と燃料電池自動車に特化した基準の見直しが計画され

ている。本事業では、gtr 策定・見直しに向けた車両および水素安全に関するデータ取得を推進し

ており、継続して gtr 策定および見直しに資するデータ取得を進める。 
燃料電池自動車用水素品質規格に関しては、FCV 用を新たに Part2（ISO/TS14687-2）TS と

して策定、2008 年に発行され、導入期の FCV のための仕様書して実用化された。また、2012 年

までの IS 化に向けた各国研究協力を進め、DIS 原案が策定された。今後の燃料中の不純物影響評

価に資する。 
燃料電池自動車の燃費試験法に関しては、本研究開発の成果である圧力法、質量法、流量法、

電流法が ISO/DIS 23828-1 に採用された。2008 年度に IS が発行され、一般の利用に広く供され

る見込みである。 
今後も、水素・燃料電池自動車の普及促進のために、各種基準・標準化活動を継続して推進す

る必要がある。 
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２．「定置用燃料電池システム等に係る規制再点検及び標準化のための研究開発」の実用化見通し 
定置用燃料電池システムに係る規制再点検及び標準化のための研究開発については、電気出力

10kW 未満の小形燃料電池システム（PEFC と SOFC システム）の一般家庭への普及に必要とさ

れている 13 項目の規制再点検に向けた安全性データ取得は終了し、データを公的委員会に提供し

た。その結果、3 項目が改正され、残り 10 項目については、公的委員会での審議が終了し規制緩

和の見通しを得た。標準化に資する安全性試験法案と性能試験法案の策定は順調に推移しており、

前者の安全性試験法案は完成し、性能試験法案の策定は平成 19 年度より実施する計画である。こ

れらは、日本の現状製品を評価する上で開発されたもので、今後日本の不利とならないよう国際

標準策定の場で活用される。更に、系統連携時の単独運転防止方法のひとつである「スリップモ

ード周波数シフト方式」の「系統連携関連規程」等への反映の道筋ができつつある。 
 本事業の成果である安全性評価データ、試験方法、性能試験方法及び単独運転防止にかかる各

種試験は平成 19 年末に 2000 台を超える 10kW 未満の小形燃料電池システム（PEFC と SOFC
システム）の国内でのさらなる普及促進効果および国際競争力確保に向けた活動に使用されつつ

ある。 

マイクロ燃料電池システム等に係る規制再点検及び標準化のための研究開については、発 IEC 

TC105 WG8（マイクロ燃料電池 安全）では、平成 22 年 3 月に国際規格（IS）第 1 版が発行さ

れた。これを基に欧州規格が発行された。しかし現状では、消費者の口・鼻の近傍で使用される

ローカルイフェクト(LE)機器に応用される燃料電池からの排出物濃度に対する試験方法に関して

は、試験条件の細部において必ずしも明確な記述がなされていない点が残されている。例えば、

現状の LE 試験方法に関し、ギ酸のような高吸着性ガスでは今回の研究により活性炭捕集管法に

比べてインピンジャー捕集法の方がより好適であることが示された。このような基盤データの収

集により、LEのある場合の望ましいガス分析技法が明確にされ、今後見込まれる IEC62282-6-100

改定作業に向けた指針が得られた。また、試験チャンバー内の気流(風速)の値が試験結果にどのよ

うに影響するか等、実際に型式試験を行う上で残されていると思われる課題についての検討も必

要と考えられる。 

IEC TC105 WG10（マイクロ燃料電池 互換性）では、平成 21 年 6 月に IS 第 1 版が発行され

た。一部、未検証部分を残すものの、日本の意見が取り入れられた燃料カートリッジ互換性の国

際規格第 1 版が完成した。 これを基に欧州規格が発行された。また、日本電機工業会にて、JIS

化作業が開始された。燃料基準に関する未検証部分、メタノール燃料基準案における長期間にわ

たる試験方法等については、妥当性や再現性等がある方法であるかなどを検証する必要があると

考えられる。さらに実用性の有る試験方法の確立を目指して試験期間等についても性能低下機構

を含めて検討を加えられれば望ましいと考えられる。 

本事業の成果の実用化見通しとしては、現在行われているマイクロ燃料電池の国際規格の改定

作業(第 2 版の作成)への反映が期待される。それらを通じてマイクロ燃料電池の市場導入を促進

し、早期の燃料電池市場の創生に寄与し、さらに、認証にも影響を及ぼすと考えられる国際規格

が我が国主導で作成でき、国際競争力強化につながると期待される。 
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３．「水素インフラに係る規制再点検及び標準化のための研究開発」の実用化見通し 
（1）水素インフラに関する安全技術研究 

①成果の実用化見通し 
a. 70MPa 充填対応水素スタンドについては、収集したデータを基に安全性検証検討を

実施し、水素スタンドの安全性を確保するために必要な安全対策を取りまとめた。高

圧ガス保安法関連の省令及び例示基準見直し案を作成し、規制監督官庁に提出し受理

された。今後、規制監督官庁による審査を経て、早期の規制見直しが期待される。 
b. 液体水素スタンドの安全性検証が終了し法令案が完成していることから、業界団体

（FCCJ 等）と連携し業界ニーズを見極めた上で、官庁折衝を行う。 
②波及効果 

a. 安全性を確保しつつ、水素スタンド設置者、機器開発者の意見を反映しており、当然

のことながら水素スタンド導入・普及への効果は大きい。 
b.  本成果に基づき、省令・例示基準作りが進展することから、規制当局側の動きとして、

消防法、建築基準法にも反映されると考えられる。 
c. 本事業を実施することにより、水素インフラに関連する研究開発が進展しており、    

実験検証実績を重ねることにより、関係者の人材育成も促進している。また培った実

験技術や安全手法は、たとえば、本事業内の「水素基礎物性の研究」にて推進中の「水

素の有効利用ガイドブック」反映された。 
d. 燃料電池自動車と水素スタンドの普及を一層促進させるために、更なる規制見直し検

討が関連業界で行なわれているが、本研究結果は今後の規制見直し検討の基礎データ

として大いにその活用が見込まれる。 
 

(2) 水素用材料基礎物性の研究 

① 鉄鋼材料を中心とした金属材料に関して 
  a. 本研究開発の成果は、(社)日本自動車工業会、(財)日本自動車研究所、(財)石油産業

活性化センター、高圧ガス保安協会等にて検討されている 70MPa 級機器の基準・

標準化に向けた一連の活動に対し、技術的な裏付けデータと して活用、反映される。 
(車載容器に関しては KHK 基準制定済み H22.7)  

  b. さらに、基礎解析も含めた一連の研究開発を継続することにより、関係産業界によ

る水素社会構築に向けた基準・標準化の進展が図られるものと考えられる。 
  c. 加えて本研究開発で得られた基礎知見を活用し、近い将来、耐水素脆性に優れ、特

性面およびコスト・製造性などの工業的観点から利点の多い新しい水素用材料が実用

化される見通しである。 
② 非金属複合材料に関して] 

 本研究開発の成果は、容器設計の安全率・寿命決定に必要な根拠データとして、 車
両搭載用容器や FRP 製水素貯槽の設計に反映される見込みである。 
以上、本研究開発成果は、2015 年に普及開始期を迎えるとされる水素燃料電池自動

車の実用化、およびその後の本格普及に直接的に寄与することができる。 
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(3) 水素用アルミ材料の基礎研究 

 a. ライナー用アルミ材として有望な 6061 系合金の水素脆性感受性データを取得し、

高圧ガス保安協会による 70MPa 用車載用高圧水素用容器の基準・標準の策定に活

用された。  
 b. 加えて（社）自動車工業会及び容器メーカーから要請のあった 7175，7N01、7003、

7050 及び高強度 6000 系合金（6061HS、6066、6069）について水素脆性感受性デ

ータを取得しており、燃料電池車普及に向けて、軽量・低コストの高圧水素容器お

よび附属品への採用に向けた基準・標準化に資するデータとして今後活用される見

込みである。 
 c. また高圧水素環境の代替評価法（たとえば高圧水素環境下と同等の過酷さとなる代

替評価条件（静的負荷条件）など）の可能性を見出した。これは水素用材料評価技

術を普及させる重要技術と期待される。 
 

(4) 水素基礎物性の研究 
 a. 本事業において取得した「水素ガスの拡散・爆発挙動、液体水素の蒸発・拡散挙動

のデータ」や開発したシミュレーション技術等の基盤技術は、規制見直しのための

データとして、広く用いられている。 
 b. また、これらのデータと安全基礎データの調査において収集した「水素安全に関す

るデータおよび水素インフラ関連技術の現状」を平成 19 年度作成の「水素の有効利

用ガイドブック」として取りまとめ、関係者に公開・配布している。 これは水素

取扱者の安全確保および水素の有効利用に関する知見の集大成として水素関連技術

開発の現場において活用されている。 
 

(5)  水素安全利用技術の基礎研究 
①成果の実用化可能性 

水素噴出時の流動混合気の着火性についての検討の結果は、水素と空気の混合気の流速

が大きくなると燃焼下限界濃度が高濃度になり、一般に燃焼下限界濃度として用いられる

4%では着火せず、着火可能性範囲はより高い濃度で拡散する範囲、すなわち、より狭いエ

リアに限定される。このことは、燃焼下限界濃度の 4 分の 1 の濃度を基準に定められてい

る火気離隔距離の短縮化、すなわち、水素ステーションのコンパクト化に役立つと期待さ

れている。 
また、水素放出配管などから水素を放出する際の静電気着火や自然着火の条件とメカニ

ズムを明らかにすることにより、着火可能性の小さい、より安全な水素放出配管の放出口

の形状の設計が可能となり、このような技術は水素ステーションの社会的受容性の向上の

ために、すぐにでも実用化される見通しである。 
水素噴出時の吹き消え条件を明確にし、水噴霧による水素火炎の熱影響の低減化のための

防火設備を提案することは、水素ステーションのリスク評価の見直しや住民とのリスクコ
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ミュニケーションの際の影響度緩和措置として有効であり、水素ステーションの社会的受

容性の向上のために、役立つものである。 
水素が燃焼から爆ごうに転移する条件を明らかにし、実規模トンネルで水素タンクローリ

が事故に巻き込まれた際の危険性を予測することは、被害を軽減するための安全対策の立

案に役立ち、水素の輸送インフラの構築の際にやはり社会的受容性を向上するために役立

つものである。 
また、爆風インパルスを指標として用いた被害予測に関しては、国際エネルギー機関

(IEA)の水素安全専門家会議において、国際標準化に向けての議論が行われているところで

ある。 
一般向けの広報に関しては、平成 18 年度末に「水素の安全基盤研究に関する講演会」を

開催した。自動車関連業界、ガス関連業界、地方自治体などから 180 名の参加者があった。

安全工学会、火薬学会、日本燃焼学会、日本エネルギー学会、を通じて案内を出したため、

参加者以外に資料集の入手に関する問い合わせも多く、本研究について広く社会に知られ

るきっかけとなった。 
 
 
 
 



事前評価書


作成日 平成１６年１０月２０日

１． 事業名称 水素社会構築共通基盤整備事業


（コード番号）


２．推進部署名 燃料電池・水素技術開発部

（１） 概要： 固体高分子形燃料電池システム等の普及・促進のた
めには、実用化に必要な要素技術開発を行うとともに製品の普及
を側面から支援する共通的なソフト基盤整備（評価試験・評価手
法の確立、国内外における標準化、技術基準設定等）が必要であ
る。
本事業においては、今後、実用化を目指す燃料電池自動車、定

置用燃料電池、水素インフラ等に必要な下記のソフト基盤整備事
業を実施する。
１．燃料電池自動車基盤整備
燃料電池自動車の実用化のためには、様々な角度からの安全

性・信頼性の確保が重要である。このため、安全・信頼性に係わ
るデータ取得や、評価手法の提案を行うとともに、当該データを
法規制の技術基準案や国際標準案に反映し、安全性に係わる国際
的ルールを確立すること等により、燃料電池自動車の安全性や信
頼性を確保する。
具体的には、７０ＭPa レベルの高圧水素利用に係わるデータ

取得を行い、燃料電池自動車の燃料となる水素の貯蔵技術の安全
３．事業概要

性を確認して、必要な技術基準に反映したり、国際標準化する等、
燃料電池自動車の安全に係る法規制の技術基準案及び国際標準
案への反映を行う。
２．定置用燃料電池システム基盤整備
定置用燃料電池の本格的普及のためには、一般利用者を念頭に
置いた安全性、信頼性、環境性、経済性のデータを取得し、及び、
試験評価手法を確立することにより、適切な法規制の技術基準や
規格の制定を促し、円滑な定置用燃料電池の市場導入環境を整備
することが必要である。具体的には、燃料利用率、耐久性等の定
義・指標の標準化やシステムの簡素化、過剰な安全装置の省略等
低コスト化のための基準・標準の整備のために必要な試験データ
取得、基準案の作成等を行う。
３．水素インフラ等に係わる基盤整備
燃料電池自動車の導入・普及を推進するためには、水素ステー

ション等の水素供給・輸送インフラ普及のための各種基準を整備
する必要がある。そのために、７０ＭPa レベルの高圧水素を利
用する燃料電池自動車に対応できる水素インフラの安全性の評
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価、拡散・漏洩・燃焼などに関する基礎物性データの取得及び水
素雰囲気下で使用可能な材料の評価等を行う。 

（２）事業規模：平成１７年度事業費 ３５．８億円

（３）事業期間：平成１７年度～２１年度（５年間）

４．評価の検討状況
（１）事業の位置付け・必要性
新エネルギー技術の実用化によって、我が国のエネルギー供給の安定化・効率化、地

球温暖化問題（ＣＯ2） ・地域環境問題（ＮＯ x、ＰＭ等）の解決、新規産業・雇用の創
出等を図ることが必要。 
燃料電池は、エネルギー自給率の向上や地球温暖化対策に資するほか、分散型エネル

ギーシステムとしても期待できる次世代エネルギーであり、経済産業省の「新産業創造
戦略」においても重点７分野の１つに挙げられているが、現時点では、耐久性、信頼性、
高コスト等に課題を抱えており、その技術開発には産学官等関係者が協力して戦略的に
取り組むことが必要である。一方、確実な実用化のためには、技術開発とともに、法規
制や規格化等の導入環境整備が重要であり、燃料電池市場形成に向けて早期の基準・標
準等の基盤的な整備を行う必要があることから、本事業は極めて重要な事業として位置
付けられる。
なお、本技術開発は、新エネルギー技術開発プログラムに則って推進する。

（２）研究開発目標の妥当性
本事業の研究開発目標は、現状において推進すべき基準・国際標準、規制の再点検の

項目に対応したデータ取得を２００７年度までを目途に行い、そのデータを基に２００ 
９年までに国際標準の提案、規制の例示基準案の作成等を行うことであり、２００７年
度末時点での目標は以下のとおり。
・基準、（国際）標準：国際標準提案のためのデータ取得。
（例：燃料電池車の燃費や走行性能、燃料電池の特性試験方法、水素の純度）

・規制の再点検：電気事業法、高圧ガス保安法関連のデータ取得。

本事業は、これまでに行ってきた規制再点検や標準化について、さらに推進するだけ
でなく、現状における国内の規制再点検の作業見通しや国際的な標準化活動の動向を踏
まえて、現状の３５ＭPa レベルから７０ＭPa レベルの高圧水素の利用を検討するなど
しており、目標として妥当である。
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（３）研究開発マネジメント
本整備事業で行う基準・標準の整備、法規制の見直しは、１社、１ 業界によってなし

得るものではなく、関係業界の参加を得て、官民共同で推進していく必要があることか
ら、燃料電池自動車、定置用燃料電池、水素供給インフラ等の各分野の関係業界にて推
進する。
また、担当部である燃料電池水素技術開発部が、燃料電池の普及動向及び技術開発の

進捗を見つつ、国内外の産官学の知見を活用し、積極的に関与して推進する。プロジェ
クト開始後に外部有識者を含めて評価を実施し、その結果を反映して全体の進め方を見
直す予定。

（４）研究開発成果
固体高分子形燃料電池の早期導入・普及のためには、燃料電池自動車、定置用燃料電

池システム、水素供給等のインフラを統一的・体系的に基準化・標準化し、ソフト基盤
を整備することが必要である。これらの実用化環境整備が確実に実施されるとともに、
飛躍的な技術の進展によって燃料電池の実用化技術及び水素供給インフラが確立し、水
素エネルギー社会が実現した場合には、社会におけるエネルギー利用の大転換をもたら
し、その波及効果は図りしれないほど大きい。
また、７０ＭPa レベルの高圧水素利用により燃料電池車の航続距離が２倍になる等、

技術の進展がもたらす効果に着目して、常に先端分野で、積極的な国際標準化活動を展
開することにより、国際的なリーダーシップを発揮し、国際マーケットで有利な立場を
確保することができると考えられる。
ちなみに、燃料電池自動車については、2010 年には５万台、2020 年には 500 万台、

2030 年には 1,500 万台を、定置用燃料電池については、2010 年には 220 万 kW、2020 
年には 1,000 万 k W、2030 年には 1,250 万 kW の導入が政府の目標であり、経済省の「新
産業創造戦略」によれば、燃料電池の市場規模は 2020 年で８兆円と試算されている。

（５）実用化・事業化の見通し
本整備事業は、固体高分子形燃料電池の早期導入のための基盤整備を行うものであ

り、燃料電池の実用化に直結するものではないが、着実に実施することによって、固体
高分子形燃料電池の円滑な実用化に大きく資するものである。

（６）その他特記事項
  特になし。
５．総合評価
燃料電池の導入・普及には、燃料電池の技術の確立、評価手法等の基準・標準の整備、

実用化に向けた課題調査・広報活動、水素・燃料電池に関する法整備、導入支援策とし
ての補助金・税制、財政投融資等様々な政策手段があるが、本事業の実施による法規制
や規格化等の燃料電池導入環境整備は、燃料電池市場形成に向けて極めて重要な事業と
して位置付けられ、ＮＥＤＯとして実施することが妥当であると考えられる。
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燃料電池・水素技術開発ロードマップ 2010 について 

 
 

我が国におけるエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題、地域環境問題等の解決のためには、国全体として省エネ

ルギーを推進するとともに、新エネルギー技術の開発、コスト削減及び利便性や性能の向上に積極的に取り組むことが必要です。 

  

 燃料電池技術及び水素技術（水素を製造・輸送・貯蔵・供給する技術）は省エネルギー、環境負荷低減、エネルギー多様化、新規

産業創出等に資する水素エネルギー利用社会を構築するための中核となる技術であり、地球温暖化問題の深刻化等によりその重

要性が増しております。2008 年 3 月 5 日に策定された「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」において当該技術が重要技術に選定

される等、政策的な位置付けも高いです。 

 

ＮＥＤＯは研究開発等の事業を産学官連携の体制の下で推進しておりますが、常にステークホルダー（利害関係者）間で「技術開

発シナリオ」を共有することが、事業を効率的、効果的に推進する上で不可欠だと考えております。 

 

上記を踏まえ、我が国燃料電池・水素技術開発において取り組むべき技術課題を明確にし、技術開発の方向性を示すとともに、

本分野における産業界・学術界の効率的かつ的確な研究開発への取り組みを先導するために、燃料電池・水素技術開発ロードマッ

プ 2010 を策定いたしました。 

 

 なお、ＮＥＤＯ燃料電池・水素技術開発ロードマップは 2005 年に第一版を作成し、今回は 3 回目の改訂となります。 
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燃料電池・水素技術開発ロードマップ 改訂ポイント 

 
 
【ロードマップ全体】 

○前回のロードマップ策定時（2008 年 6 月）以降に達成された技術開発成果、及び産業界から公表された事業化シナリオ等をロード

マップに反映 

○燃料電池分野／水素分野ともに、技術のコスト構造分析及びコスト予測を実施し、（発電効率や耐久性等の向上に加え、）コスト

ダウンを図るために解決すべき技術課題を洗い出し、ロードマップに反映 

○時間軸の変更（2010 年（現在）、2015 年、2020 年、2030 年に設定）、及び概要版と詳細版の時間軸を整合 

○標準化、規制見直しに係る内容を追記 

○ロードマップにおける目標設定の考え方、目標達成に向けた各技術開発の関連等を説明した「解説書」を作成 

 

【燃料電池分野】 

○前回のロードマップ詳細版において「マイクロ・ポータブル・小型移動体用ＦＣ」に係る技術課題等を個別に記載していたが、全体

に統合 

 

【水素分野】 

○「オンサイトステーション」と「オフサイトステーション」の区分けをなくし、「水素の製造・輸送・供給」に係るロードマップを１枚絵にま

とめ、両方式の共通項目と個別項目を明確化 

○燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及期における水素供給コスト（以前は「水素価格」と表記）は、ＦＣＶのハイブリッド自動車に対する燃

費優位性、原油の将来の価格上昇を考慮した上で、ＦＣＶとハイブリッド自動車の走行燃費が等価になるよう設定 

○水素供給コストとステーション建設・運用に係るコストの相関を明確化し、それに基づきあるべきステーションコスト等を算出 



5 
 

＜はじめに＞

燃料電池の優れた特徴 

燃料電池は水素と酸素の化学的反応から直接電気を発生させる画

期的な発電装置であり、「高効率」、「クリーン」、「静粛」、「コ

ンパクト」、「水素を介した多様なエネルギー源の活用」という優

れた特徴を持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 燃料電池の優れた特徴と波及効果 

 

この特徴を生かして、発電効率 30％以上、総合効率 80％以上の高

効率な「家庭用燃料電池（エネファーム）」や、走行時に環境負荷

が一切ない究極のエコカー「燃料電池自動車（ＦＣＶ）」等の画期

的な製品の開発が進められており、CO2 削減効果、省エネ効果、エネ

ルギー多様化等の観点から、地球環境保全と安全安心で豊かな市民

生活を両立させる技術として期待されている。  

水素エネルギーの優れた特徴 

水素は多様なエネルギーから製造することが可能な二次エネルギ

ーである。燃料電池に利用することで、高効率で電力を生産できる

上、排出されるのが水のみであることから、究極のクリーンエネル

ギーとされる。 

 

 
図 2 多様な水素源の可能性 

 

政策上の位置付け 

経済産業省が 2008 年 3 月に発表した「Cool Earth−エネルギー革

新技術計画」において、2050 年までに世界の温室効果ガス排出量の

現状比半減を図るため、重点的に取り組むべき 21 の重要技術が選定

されたが、その中に燃料電池・水素が取り上げられるなど、政策的

な位置付けは極めて高い。 
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図 3 Cool Earth−エネルギー革新技術計画 

 

次世代自動車に係るＦＣＶの位置付け 

経済産業省が 2010 年 4 月に発表した「次世代自動車戦略 2010」

では、新車販売に占める次世代自動車の割合を 2020 年で最大 50％、

2030 年で最大 70％と目標を定め、中長期的には自動車の棲み分けが

進展することも考えられるとしている。ＦＣＶに関しては、水素由

来のメリット（燃料多様化に寄与、ＥＶと比較しての航続距離・充

填時間の優位性、総合効率の高さ）とともに、インフラ整備のコス

トや各種規制等に係る課題も指摘している。 

 
図 4 車両毎の棲み分け観念図（次世代自動車戦略 2010 より） 
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固体高分子形燃料電池（PEFC）と固体酸化物形燃料電池

（SOFC）の特徴 

燃料電池は電解質の種類によっていくつかの種類が存在するが、

ＮＥＤＯでは現在、その中で特に固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）

と固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）に注目して研究開発を進めて

いる。それぞれの特徴を表１に示す。 

ＰＥＦＣは固体高分子を電解質に用いるもので、70～80℃前後の

低温で作動し、起動性等の操作性と小型軽量であることが主な特徴

である。このことからＦＣＶと定置用（家庭用）コージェネシステ

ムに用いられ、前者はガソリン車と遜色ない商品性を実証し、後者

は総合効率 80％を実証してエネファームとして商品化されている。

エネファームの本格普及、ＦＣＶの実用化に向けてはコストダウン

が最大の課題である。 

一方、ＳＯＦＣは固体酸化物（セラミックス）を電解質に用い、

およそ700～1000℃で作動させるもので40%以上の高い発電効率が得

られることが最大の特徴である。このことから家庭用から大型事業

用まで高効率の発電システムとして期待されている。ＳＯＦＣは現

在、信頼性・耐久性を含めた性能の開発・実証段階であるが、一部、

家庭用（小容量）システムは発電効率 45%(LHV)でＰＥＦＣに迫る４

万時間の耐久性の見通しを得るなど発展はめざましく、これによっ

て中大容量が進展することも期待されている。 

 

 

 

 

表 1 PEFC と SOFC の主な特徴 

 

 PEFC SOFC 

電解質 

動作温度 

固体高分子 

約 70～80℃ 

固体酸化物（セラミックス） 

約 700～1000℃ 

特徴 起動性、操作性、小型軽量 高発電効率 

主な用途 燃料電池自動車（FCV） 

家庭用コージェネシステム 

（定置用システム） 

家庭用（小容量）発電システム

(1kW) 

中容量発電システム(数 10kW

～数 MW) 

大容量コンバインド発電システ

ム(数 10MW 以上) 

開発進展 

レベル 

FCV：商品性能を実証完了 

定置用：エネファームとして

商品化 

開発・実証段階（耐久性、信頼

性実証中） 

主な性能の 

ポテンシャル 

都市ガス改質型：発電効率

33%前後（コージェネ時の総

合効率 80%前後） 

直接水素型：発電効率 50%以

上 

燃料電池自動車：車両効率

60% 

発電効率 40～50% 

コンバインドシステム:60% 

低い材料コスト（貴金属使用な

し） 

燃料多様性（CO、CH4 の直接

利用） 

当面の課題 普及に向けたコストダウン 耐久性、信頼性の実証、効率

向上、製造プロセスの確立 
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PEFC のこれまでの研究開発成果と普及のシナリオ 

- 定置用 PEFC システム 

定置用ＰＥＦＣシステムについては、2005年度～2008年度の大規

模実証事業において累計3307台（都市ガス1379台、LPG1614台、灯油

314台）の家庭用燃料電池を設置して実証試験を行い、省エネ性、信

頼性、耐久性などを実証した。これより、トップランナー機種で年

間平均での発電効率33.4%HHV、熱回収効率46.1%HHV、一次エネルギ

ー削減量11,580MJ/年、CO2削減量1160kg-CO2/年という良好なデータ

が得られている。また、耐久性についても、各種材料の改善、作動

条件の最適化などにより、2008年度に導入された機種では商品化に

向けた一つのマイルストーンである4万時間の寿命を達成した。さら

に、一部機種に関しては、4000回の窒素レス起動停止への対応が可

能となっている。 信頼性（故障発生率）についても、大規模実証事

業を活用しつつ向上が図られ、着実に改善された。 

こうした成果を受け、家庭用燃料電池の業界統一ネーミングが「エ

ネファーム」と定められ、2009年度より経済産業省の導入補助金の

下、世界初の一般販売がスタートし、2009年度は5258台の補助金申

請を受付けた。今後の導入・普及シナリオとしては、2020年度に累

積導入250万台、CO2削減年間300万トンを目指している。 

エネファームのシステム価格は2009年の初期導入時点で200万円

（システムメーカー出荷価格）を超えるが、本格的な製造設備を導

入した量産効果と技術革新によって普及期の2015年頃には50～70万

円（10万台/年/社 生産ケース）を目指している。なお、普及拡大期

である2020年頃には40万円台（20万台/年/社 生産ケース）、本格普

及期である2030年頃には40万円以下（100万台/年/社 生産ケース）

を目標とした研究開発が進められている。 
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図 5 定置用 PEFC システムのコスト見通し 

 

- 燃料電池自動車（FCV） 

燃料電池自動車開発の動きは90年第後半に活発化し、国内自動車

メーカーでは2007年後半から2008年にかけて、新型モデルの発表や、

新型セルスタックの発表が行われた。トヨタは2008年6月にFCHV-adv

を発表した。FCHV-advはエネルギー効率を向上した新型のＰＥＦＣ

システムと70 MPa水素貯蔵システムを搭載し、1充填の航続距離で830 

km（10・15モード）を達成している。また、本車両は-30℃の低温環

境でも始動・走行が可能であり、電極触媒の劣化抑制などを織り込

み、耐久性も向上している（50万km相当の走行でも出力低下は30%に

とどまる）。ホンダは2007年11月のロサンゼルスモーターショーで
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FCXクラリティを発表した。FCXクラリティはFCV専用ボディの車両で

あり、搭載するＰＥＦＣは小型化がはかられている。水素貯蔵シス

テムは35 MPaの大型の水素貯蔵タンク1個を搭載し、その航続距離は

620 km（10・15モード）を得ている。FCXクラリティは2008年8月か

ら米国で、11月から日本でリース販売が開始され、日米を合わせた

販売計画台数は、3年間で約200台である。 

以上の成果も踏まえ、2010年3月、ＦＣＶの普及のシナリオが主要

な自動車メーカー、水素インフラメーカー等が参加するＦＣＣＪか

ら公表されている（図6）。2015年に一般ユーザーへのＦＣＶの普及

と商用水素ステーションの設置を開始し、2025年よりＦＣＶと自立

的拡大を目指している。目標規模として、2025年頃のＦＣＶの累積

普及台数は200万台程度、水素ステーションは1000箇所程度となって

いる。 

 
図 6 FCCJ の改訂シナリオ 

 なお、ＦＣＶについても普及に向けての最大の課題はコストダウ

ンである。システムメーカーからのヒアリングによると、メーカー

毎にシステム構成が違う等により幅を持った回答であるが、概ね現

状の燃料電池システムの製造コストは数千万円である。2015年頃の

初期導入のコストとして現状技術ベースで量産化技術の導入（量産

50万台）を仮定すると100万円程度、本格商用化に向けた2025年頃に

は同一の量産規模で50万円以下を目標としている（図7）。 
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図 7 燃料電池自動車（FCV）のコスト見通し 
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ＳＯFC のこれまでの研究開発成果と普及のシナリオ 

ＳＯＦＣの研究開発の歴史は古く、1960年代にWestinghouse 

Electric Corporation（現Siemens Westinghouse Power 

Corporation：SWPC）が1000℃の作動温度で1mA/cm2の発電を行うこ

とに成功し、1970年代の石油危機の後には、すべての燃料電池の中

で潜在的に最も安いコストで発電できる燃料電池として、米国DOEの

2000年までの長期開発計画が立案された。また、2001年から米国の

Siemens、GE、Delphiなどのメーカーと国立研究機関によって、

SECA(Solid State Energy Conversion Alliance)プロジェクトが立

ち上った。 

欧州においてもRolls Royce、Hexis、BMWなど民間による開発も進

展し、1kW～数kW級の小容量（家庭用コージェネ）システムから数～

数百kW中容量システム、さらにガスタービン、蒸気タービンなどと

組み合わせて発電効率60%～70%の超高効率発電を目指す数百kW～数

MW級中容量ハイブリッドシステム、数10MW級事業用大容量コンバイ

ンドシステムまで幅広い範囲で研究開発が行われている。 

日本でも1981から当時の工業技術院によるムーンライト計画が始

まり、これまでに継続的かつ精力的な研究開発が行われてきている。

2008年度からは早期の市場導入に向けて、小容量システムを対象と

した実証研究とともに、中・大容量システムを含めて、耐久性・信

頼性向上のための基礎研究、原料・部材・セルスタック・モジュー

ルの低コスト化技術の開発、運用性向上のための起動停止技術、超

高効率運転のための高圧運転技術などが、ＮＥＤＯプロジェクトで

進められている。 

小容量システムの実証研究として2009年までに132台が一般家庭

を想定して設置され、都市ガスを用いた700Wシステムのトップラン

ナーでは、高効率化対応により45%(LHV送電端)の発電効率を達成す

るとともに、負荷変動の大きい実住宅において、発電効率42%、熱回

収効率40%、電力カバー率75%の高い運用結果が報告されている。耐

久性・信頼性については実証段階ではあるが、現在、最長運転時間

は2万時間(連続運転)となり、4万時間が見通せる状況になってきて

いる。また、燃料多様化への対応として、LPGと灯油による運転も開

始し、LPGでは6000時間、灯油では5000時間の運転実績を蓄積してき

ている。 

これらの進展によって小容量定置用システムについては、速やか

な商用化に向けての取り組みが始まっている。普及のための課題は

耐久性・信頼性の実証、および量産化に向けた製造プロセスの確立

である。2015年前後の初期導入期において50～100万円/kWへのコス

トダウン（生産ケースを年間数十MW規模と仮定）を目指し、将来的

には9万時間（連続運転）の耐久性の見通しと40万円/kWのコストダ

ウンによる本格普及を目指した研究開発が進められている。 

一方、分散型電源、発電事業用の中・大容量システムについても、

200kW級の中容量コンバインドシステムにおいて高圧運転技術の開

発等により発電効率52%(LHV送電端)、3000時間の運転時間を達成す

るなど、着実に開発が進展している。小容量システムと同様に、耐

久性・信頼性の実証、セルスタック・モジュールの発電性能向上、

部材の低コスト化等が今後の課題であるが、耐久性・信頼性の実証

は小容量システム以上の高いレベルが要求される。加えて複合発電

システム制御技術等、取り組むべき課題は多いが、2015年以降の初

期導入を目指して研究開発が進められている。さらに、大容量発電



11 
 

システムに向けては、高効率天然ガス火力発電所にＳＯＦＣを設置

する「部分トッピングシステム」の検証、将来的には天然ガス焚き

ＳＯＦＣ-コンバインドサイクル発電の検証が検討されており、さら

に、燃料多様化への対応として、将来のIGFC（石炭ガス化燃料電池

複合発電）への適用を睨んだ研究開発についても検討が進められて

いる。 
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＜PEFC の実用化・普及に向けての課題＞ 

材料コスト低減とシステム簡素化によるコストダウンの重要性 

ＰＥＦＣの実用化・普及に向けた課題を図8に示す。定置用ＰＥＦ

Ｃ及び燃料電池自動車は反応・劣化現象の理解の進展によって、低

加湿、高温、高電流密度、高電位、高負荷変動、不純物影響など、

劣化しやすい環境条件の抽出が進み、劣化対策を含めてシステムを

最適化することよって、先に述べた実用性能を実証するに至ってい

る。 

 

問題点

課題（今後の研究開発の方向性）

これまでの成果 定置用、自動車用PEFCの普及に向けた課題

反応・劣化現象の理解の進展

劣化しやすい環境条件の抽出
（低加湿、高温、高電流密度、

高燃料利用率、
高電位、高負荷変動、低不純物等）

実用性能の実証

システム最適化・劣化対策
（高加湿、低温、低電流密度、

低燃料利用率、
高度な負荷変動・不純物対応、等）

劣化対策のための

システムの複雑化、部材の高級化

実用性能の向上と
コストダウンの
高次の両立

量産効果のみでは限界があるコスト構造
（高精度かつ複雑な加湿系、燃料供給系、

熱処理系（定置用）、冷却系（自動車用）

システム、多量の貴金属の使用）

実用性能を維持・向上させ
幅広い環境下で動作可能

（ロバスト）な低コスト材料の開発

反応・劣化・物質輸送
メカニズムの更なる解明

システムの簡素化（最適化）

 

図 8 定置用、自動車用ＰＥＦＣの普及に向けた課題 

 

しかし、劣化対策含めた性能向上のためにセルスタック、加湿系、

燃料供給系、熱処理系（定置用）、冷却系（自動車用）は高精度な

制御を行う複雑なシステムになり、また多量の貴金属を用いるなど

材料コストが大きくなっている。このことから、現状価格は普及価

格を大幅に超えており、量産効果だけでは市場競争力を持つ価格実

現へのコストダウンに限界がある。 

コストダウンのためには、実用性能を維持向上させながら幅広い

環境下で動作可能なロバストかつ低コストな部材が必要であり、反

応・劣化・物質輸送などの動作メカニズムの更なる解明に裏打ちさ

れた革新的な材料の開発が不可欠である。それらによるシステムの

簡素化と最適化により、信頼性・耐久性・発電効率の更なる向上と、

燃料多様化・寒冷地対応・自立形対応等の市場拡大に向けた付加価

値向上が可能となる。 

 

コスト構造の分析と必要な技術開発課題 

- 定置用PEFCシステム 

図9に示す定置用ＰＥＦＣシステムを対象として主要システムメ

ーカーのヒアリング等により収集した情報をもとに、定置用ＰＥＦ

Ｃシステム（量産10万台を想定）のコスト分析を実施した（図10）。 

この結果から分かるように、スタック、燃料改質装置、熱交換・

水処理系、インバータ、給湯ユニットの各モジュール、組立て等そ

の他のコスト割合が均衡しており（スタックのコスト割合は20%程

度）、スタックのコスト低減と同時に、周辺機器も含めて総合的にコ

ストを低減することが必要である。そのためには、スタックのロバ
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スト性を向上させ、周辺機器への依存を軽減し、システムを簡素化

するための技術開発が必要である。 

具体的には、低加湿作動化（加湿関連機器や制御の簡素化）、高

温作動化（排熱温水高温化による貯湯槽サイズ低減）、一酸化炭素

（CO）耐性向上（CO処理関連触媒使用量軽減、選択酸化器の削減）、

不純物耐性向上（各種フィルター簡素化、メンテナンスサイクル伸

長）等を可能にするMEAの高性能・高耐久化技術が求められる。さら

に、白金等の使用量削減等によるセルスタック材料低コスト化、作

動電圧向上（セル積層枚数低減）等が具体的な技術開発課題となる。

表2～表7に、ＮＥＤＯプロジェクト等による基盤技術の強化、メー

カー主体の実用化技術開発の技術開発課題に分類して示す。また、

コスト低減と技術開発課題の相関を図11に示す。 
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図9 定置用PEFCシステム構成 

21%

12%

26%

10%

23%

8%

スタック

燃料改質装置

熱交換・水処理系

インバータ、他電気系

給湯ユニット

その他費用（組立て等）

20%

15%

27%

10%

19%

9%

 

 

図 10 定置用 PEFC システムのコスト構造 

 

これらの技術革新によって、10万台量産時には50～70万円までコ

スト低減が達成される見込みである。更なるコスト低減のためには、

MEAのロバスト性と耐久性、発電効率の向上に加え、FCVの普及に応

じた部材の高性能化・大量生産によるコスト低減効果、純水素型シ

ステム等が必要である。 

 

表 2 セルスタック低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

電極触媒 ・低白金化 
・非白金化（酸化物系・ｶｰﾎﾞﾝ
ｱﾛｲ） 
・構造・反応・物質移動機構
解明・解析 
・高電流密度化（セル数低
減） 

・低コスト触媒層プロセス
技術 
・触媒量低減技術 

・白金使用量 0.2mg/cm2 に
低減 
・白金リサイクル技術確立 
・電流密度現行比 25～50%
アップ 

電解質膜 ・高耐久・低コスト膜開発 
・高電流密度化（セル数低
減） 

・低コスト量産技術 ・膜形成技術革新による低
コスト化必要（コスト低減効
果に含めず） 

現状見込（現行 NEDO ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成果等を含む）

：システム全体約 100 万円 

技術革新見込 

：システム全体約 50～70 万円 
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・構造・物質移動機構解明・
解析 

・FCV 実用化による量産効
果 
（コスト低減効果に含めず） 

GDL ・高電流密度化（セル数低
減） 

低コスト製造技術 ・FCV 実用化による量産効
果 
（コスト低減効果に含めず） 

セパレータ・
ガスケット等

・高電流密度化（セル数低
減） 

・低コストセパレータ製造
技術 
・大面積セパレータ構造
・低コストガスケット材料
探索、形成方法 
・低廉材料適用、部品点
数低減 

 

 

表 3 燃料改質装置低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

断熱材 ・高機能・超低熱伝導断熱材
開発 

・反応器小型化 
・外層温度低減 

・安価な断熱材 

触媒 ・改質系触媒開発 
（低コスト／高耐久、CO メタン
化） 

  

構造部材 ・改質系触媒開発 
（低コスト／高耐久、CO メタン
化） 

・シフト／CO メタン化一体
反応器 

・一体反応器による機器構
造の簡素化、中間冷却熱
交換器の削減 
・CO 除去器、選択酸化空
気ブロワの削減 

・改質器クリープ挙動解明 ・小型化・低廉材料適用  

 

表 4 熱交換器・水処理装置低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

低コスト機器
開発 

・熱交換器開発  ・凝縮器単体コスト低減と
他熱交換への展開考慮 
・仕様共通化 

・水処理装置開発  ・10 年のライフサイクルコ
ストでコスト低減 
・仕様共通化 

配管・部材  ・配管・材料見直し ・SUS 材料の見直し、等 
システム・ 
パッケージ 

 ・モジュール化推進 ・複合配管化等の採用を大
幅加速 

 ・センサー追加削減 ・システム簡素化 

 

 

表 5 インバータ・電気装置低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

共通機器開
発 

・電極変換器開発  ・低電圧・大電流インバー
タ開発に伴うスタックコスト

低減 
検査  ・組立、検査の合理化加

速 
 

その他部品  ・部品共通化 ・SUS 材料の見直し、等 

表 6 給湯ユニット低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

エコウィル共
用化 

・高耐久膜（高温、低加湿作
動）の開発 

・エコウィルとの共通化 ・現状エコウィルレベルへ
のコスト低減 
・スペック、機能の最適化 

FC 本 格 普
及 に よ る 量
産効果 

 ・給湯器メーカーの製造・
材料コスト低減 
・システムメーカーのコス
ト低減 

・給湯ユニットの量産規模
がエコウィルの 10 倍と想
定 

競争原理加
速 

 ・FC－給湯ユニットの標
準化 

・競争原理によるコスト低
減 

 

表 7 その他（組立て等）低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

全体組立  ・モジュール化推進 ・組立工数大幅低減、部品
数削減 
・制御、センサーの簡素化 

 
 

コストダウン スタックロバスト性向上 低加湿運転対応

高温運転対応

CO耐久性向上

不純物耐久性向上

加湿関連機器簡素化、制御簡略化

貯湯槽サイズ低減

選択酸化器、空気ポンプ削減

周辺機器、材料要求仕様の緩和

システムの簡素化

スタック材料低コスト化 Pt使用量低減、Pt代替触媒の開発

低コスト電解質膜(ｱｲｵﾉﾏｰ)の開発

低コストGDL、セパレータの開発

量産化技術開発スタック高出力密度化 作動電圧向上（セル積層数低減） 低電圧高効率インバータの開発

反応機構解明、測定評価手法開発

劣化機構解明と対策

解析技術開発（計測・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ融合）

基盤技術の強化

量産化技術開発

トレードオフ制御
（制御因子の抽出）

コストダウン スタックロバスト性向上 低加湿運転対応

高温運転対応

CO耐久性向上

不純物耐久性向上

加湿関連機器簡素化、制御簡略化

貯湯槽サイズ低減

選択酸化器、空気ポンプ削減

周辺機器、材料要求仕様の緩和

システムの簡素化

スタック材料低コスト化 Pt使用量低減、Pt代替触媒の開発

低コスト電解質膜(ｱｲｵﾉﾏｰ)の開発

低コストGDL、セパレータの開発

量産化技術開発スタック高出力密度化 作動電圧向上（セル積層数低減） 低電圧高効率インバータの開発

反応機構解明、測定評価手法開発

劣化機構解明と対策

解析技術開発（計測・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ融合）

基盤技術の強化

量産化技術開発

トレードオフ制御
（制御因子の抽出）

 
図11 定置用PEFCシステムのコスト低減と技術開発課題の相関マップ 
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- 燃料電池自動車（ＦＣＶ） 

図12に示すスタックと周辺機器（高圧水素タンク、駆動モーター、

バッテリー等を除く）（システム出力100kW）について、2008年度DOE

調査報告結果を参考として、主要な自動車メーカーのヒアリング等

により収集した情報をもとに、自動車用燃料電池システムのコスト

分析を実施した。ここでは、現状技術ベースで量産効果（量産50万

台／年）を見込んだ場合のコストと本格商用化に向けた技術革新に

よるコストを試算した。コスト分析は各社のシステム構成が違うな

ど幅を持った回答ではあるが、平均的なコスト構造を図13に示す。 

システム全体のコストのうち、現状技術ベースではスタックが約

60%、その中で電極触媒のコストが半分以上を占める。現状の触媒に

おける白金使用量は0.5～1.0g/kWとなっており、大きなコスト高と

なっている。一方で、燃料電池作動を制御する周辺機器のコストも

全体で約40%を占め、この部分のコストを下げなければ大幅なコスト

低減は実現しない。したがって、定置用ＰＥＦＣシステムと同様、

スタックの低コスト化と同時に、スタックのロバスト性を向上させ、

システムを簡素化するための技術開発が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状技術では膜加湿器による
加湿が主流、将来的には不要

現状技術で不要将来的には現状の量産品に移行

将来的には簡素化

現状技術では膜加湿器による
加湿が主流、将来的には不要

現状技術で不要将来的には現状の量産品に移行

将来的には簡素化

 
図12 FCVシステム構成 
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0%
9% スタック

空気供給系
加湿装置・水分回収装置
スタック冷却系

水素供給系
システム制御装置
水素センサー
その他

10%

11%

53%

13%

12%
1%

61%15%

3%

7%

3%
4%

2% 5%

（a）システムコスト

20%

10%

28%

18%

21%

3%
セパレータ
電解質膜
電極触媒
GDL
ガスケット・エンドプレート等
スタックアセンブリ・試験

（b）スタックコスト

約100万円 約50万円

約60万円 約25万円

現状見込 技術革新による将来見込  
図13 FCVのシステム・スタックコスト構造 

 

具体的には、耐久性を確保しつつ白金の触媒活性、利用率を高め

て白金使用量を現状の1/10レベル（～0.1g/kW）まで大幅低減する低

白金化技術、白金を全く使用しない新規触媒（白金代替触媒）の開

発をはじめ、高耐久性かつ低コストな新規電解質材料の開発、高温

作動化（ラジエータ等の小型化、現状品への移行）、加湿器レス作

動化（加湿装置の削減）を可能にするMEA内水分管理技術等が求めら

れる。また、スタックの高出力密度化による電解質・GDL・セパレー

タ等の部材使用量の低減も重要である。 

 表 8 と表 9 に、ＮＥＤＯプロジェクト等による基盤技術の強化、

メーカー主体の実用化技術開発の技術開発課題に分類して示す。ま

た、コスト低減と技術開発課題の相関を図 14 に示す。 

 
表 8 セルスタック低コスト化への技術課題 

項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 
電極触媒 ・低 Pt 化 

・非白金化（酸化物系・ｶｰ
ﾎﾞﾝｱﾛｲ） 
・構造・反応・物質移動機
構解明・解析 
・高電流密度化（セル数
低減） 

・低コスト触媒層プロセス
技術 
・触媒量低減技術 

・アノード、カソード合わせて白
金使用量を 0.1mg/cm2 に低減
（現状レベルは FCV1 台あたり
50～100g、本格商用化までの
中間目標では約半減） 
・電流密度現行比約 40%アップ 
・原材料コストのみでなく、要求
性能に応じた電極構造とその
製造技術にコストが依存 

電解質膜 ・高温・低（無）加湿対応
膜開発 
・高電流密度化（セル数
低減） 
・構造・物質移動機構解
明・解析 

・低コスト量産技術 ・量産時 2000 円/m2 目標（エン
プラ系樹脂の市場価格等を想
定） 
・機械強度、MEA 製造方法との
トレードオフの解決が必要 

GDL ・高電流密度化（セル数
低減） 

低コスト製造技術 ・量産時 2-3000 円/m2 目標 
・GDL 製造工程の自動化、製造
方法の改善が必要 

セパレータ ・高電流密度化（セル数
低減） 

・低コストセパレータ製造
技術 
 

・表面処理を含めて 100 円/枚
前後目標 

ガスケット等 ・高電流密度化（セル数
低減） 

・低コストガスケット材料
探索、形成方法 
・低廉材料適用 

・高温化とのトレードオフの解決
が必要 

スタックアセ
ンブリ・試験 

 ・組立て、検査の自動化
・性能試験の高速化、自
動化 

 

表 9 周辺機器低コスト化への技術課題 
項 目 基盤技術強化 実用化開発（ﾒｰｶｰ主体） 補足 

水素循環系  ・低ストイキ作動化による
簡素化 

・左記課題の解決等により量産
時 2-3 万円程度が目標 

水素センサ
ー 

 ・安全性評価 ・量産時 2-3000 円/個が目標 
・安全性に関する部品のため、
個数削減には法整備が必要（コ
スト低減効果として含む） 

システム制
御装置 

 ・セルスタックロバスト性
向上による簡素化 

・FC の電圧計測装置等を含む 

空気供給系  ・低圧、低ストイキ作動化
による簡素化 

・構成上、コンプレッサ等の駆
動モーターとインバータを含む 

ス タ ッ ク 冷
却系 

・高温対応 MEA 開発 ラジエータ、ファン等の小
型化、現状品への移行 
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加湿装置 ・加湿器レスを可能とする
新規電解質材料の開発 

・加湿器レスを可能とす
る MEA 水分管理技術 

 

その他部品  ・部品点数低減 ・搭載車両、システム形状によ
って部品構成が決定 

 
 

コストダウン スタックロバスト性向上 低加湿・加湿器レス運転対応

高温運転対応

大気圧・低ストイキ運転対応

不純物耐久性向上

加湿関連機器簡素化、制御簡略化

ラジエータ・ファンの小型化

水素循環系、空気供給系の簡素化

周辺機器、材料要求仕様の緩和

システムの簡素化

スタック材料低コスト化 Pt使用量低減、Pt代替触媒の開発

低コスト電解質膜(ｱｲｵﾉﾏｰ)の開発

低コストGDL、セパレータの開発

量産化技術開発スタック高出力密度化 作動電圧向上（セル積層数低減） 低電圧高効率インバータの開発

反応機構解明、測定評価手法開発

劣化機構解明と対策

解析技術開発（計測・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ融合）

基盤技術の強化

量産化技術開発

トレードオフ制御
（制御因子の抽出）

コストダウン スタックロバスト性向上 低加湿・加湿器レス運転対応

高温運転対応

大気圧・低ストイキ運転対応

不純物耐久性向上

加湿関連機器簡素化、制御簡略化

ラジエータ・ファンの小型化

水素循環系、空気供給系の簡素化

周辺機器、材料要求仕様の緩和

システムの簡素化

スタック材料低コスト化 Pt使用量低減、Pt代替触媒の開発

低コスト電解質膜(ｱｲｵﾉﾏｰ)の開発

低コストGDL、セパレータの開発

量産化技術開発スタック高出力密度化 作動電圧向上（セル積層数低減） 低電圧高効率インバータの開発

反応機構解明、測定評価手法開発

劣化機構解明と対策

解析技術開発（計測・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ融合）

基盤技術の強化

量産化技術開発

トレードオフ制御
（制御因子の抽出）

 
 

図 14 ＦＣＶのコスト低減と解決すべき研究開発課題の相関マップ 

 

 

- 部材開発の課題 

自動車燃料電池、定置用ＰＥＦＣシステムともに、広温度範囲・

低湿度で高性能な電解質膜材料及び低白金若しくは非貴金属で高活

性な電極触媒の開発が鍵を握っており、最も開発が期待される項目

である。  

（１）電解質膜・アイオノマー 

 現状最も実用的で主に用いられているフッ素系電解質膜は、性能

や耐久性の向上が進みＰＥＦＣの実用性を高めてきた。低湿度下で

のプロトン伝導性や耐久性についても進歩してきている。しかしな

がら、さらなる高温・低加湿条件下での高性能化や耐久性向上、低

温でのプロトン導電率の向上が強く求められている。特に自動車用

には120℃での作動や氷点下起動が求められ、一層の技術的な飛躍が

望まれる。さらに、空気や水の浄化装置を簡素化し廉価な部材を使

用できるようにするため、不純物耐性の向上も望まれる。 

一方、種々の炭化水素系膜も性能が高まってきており、コストが

比較的安い、ガス透過性が小さい等の利点があり期待が持たれてい

る。 

電解質膜・アイオノマーは、高温低加湿や無加湿、低温等といっ

た広範囲の運転条件において現状のフル加湿運転時と同等以上の性

能と耐久性を有する材料の開発が強く求められている。また、長期

的な視野で革新的な新材料探索を行うことも重要である。 

 

（２）電極触媒・担体 

将来の燃料電池自動車や定置用ＰＥＦＣシステムの広範な普及に

は、資源量とコストの両面から白金使用量の大幅な削減が不可欠で

ある。これにはまず合金化をはじめ、種々のアプローチによる触媒

活性の飛躍的向上に向けた試みが必要であるとともに、触媒利用率

を極限まで向上させる取り組みが求められる。尚、これには耐久性

との両立が必須である。耐久性については特に白金溶解・凝集の抑

制技術、耐食性担体開発、不純物耐性の向上等が求められる。 

また、資源的に豊富で安価な材料を用いて白金代替触媒を開発す

ることは、技術難度は高いが実用化できれば効果は極めて大きい。

この分野では最近、カーボンアロイや酸化物系材料で期待の持てる
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シーズが出てきており、性能向上と反応機構解明を行うとともに実

用化を視野に入れた研究開発の促進が望まれる。 

なお、改質ガスを燃料とする定置用システムでは、白金触媒のCO

被毒耐性を大幅に向上すれば燃料処理システムの簡素化につながり、

そのコスト削減効果は大きい。 

 

-基盤技術の強化 

 上記の部材を実用化するには、燃料電池の反応・劣化・物質移動

現象の解明を図ることが必要不可欠である。具体的には、大型放射

光施設や高強度中性子全散乱装置等を活用した高度な実験解析、及

び数値解析手法を駆使し、電解質の分子構造、電極触媒の原子構造・

電子状態、触媒層内の物質輸送（プロトン・水・ガス）といった現

象の解明に取り組むことが必要である。また、新規材料開発を効率

的に推進するため、各方面で開発される新規 MEA 材料の共通的な評

価基準・手法を構築し、燃料電池セルとして適切に評価することも

重要である。 
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＜SOFC の実用化・普及に向けての課題＞ 

SOFC の研究開発の特徴と普及に向けた課題 

ＳＯＦＣの実用化・普及に向けての課題は①耐久性・信頼性の向

上、②低コスト化、③高性能化（高効率化）、④利便性の向上、であ

る。なお、ＳＯＦＣについては高効率の発電システムとして競合技

術（ガスエンジン、ガスタービン、等）が多く、これらの課題を同

時に高いレベルで解決することが求められている。 

これらを解決するためには、(I)材料・製造プロセス、(II)セルス

タック、(III)システム、(IV)アプリケーションに対する総合的な取

り組みが必要となるが、ＳＯＦＣは、「セルがすべて固体で構成され

るため形状の自由度が高い」、「低温で作動する電解質などの新規材

料の開発が進み材料の選択岐が多い」など、最適化の自由度が大き

く、問題解決の潜在性が高い。 

例えば、小容量定置用のシステム開発では、運転条件・起動停止

特性・負荷追従性・システムサイズなどアプリケーションに求めら

れる仕様を決めた上で、低温で高電流密度が得られる材料の選択、

アノード支持・平板型採用による電解質薄膜化、熱管理の最適化な

ど、材料からセルスタック・システム設計までの総合的な取り組み

が行われている。 

 このようにＳＯＦＣの研究開発は、①～④の高い要求課題に対応

するために、その最適化の自由度を生かし、(I)～(IV)のテーマに総

合的に取組みながら螺旋的に研究開発が進展することが特徴である。

これによって小容量から中容量まで多様なシステムに対応した技術

の蓄積が進んでいる。一方、これまで、ＳＯＦＣは高温の特徴を活

かす観点から、中容量以上の定常運転システムを中心に研究開発が

行われてきた。しかしながら、中容量以上のシステムの試作には多

大な費用が必要であり、また、(I)～(IV)のサイクルを１回まわすの

に数年を要すること等、種々の課題があった。 

 

今後の研究開発の方向性

これまでの成果

設計の自由度・多様性（材料、セル構造、燃料等）

→ 総合的な対応と螺旋的な進展

材料・製造プロセス

セルスタック

システム

アプリケーション

ガスエンジン、ガスタービン等、発電機としての
多数の競合技術 → 耐久性・信頼性、コスト、
効率、利便性に対する高い要求性能

多様なシステムに
対する取組みと

技術の蓄積

小容量システムによる
開発サイクルの加速

反応・劣化・物質輸送機構の解明
（劣化因子の系統的な計測と対策、等）

問題点
・中容量以上のシステム開発のコストと時間
・初期導入に必要な耐久性・信頼性の確保

（長期間の研究開発の必要性）

耐久性・信頼性の実証
初期導入に必要なコストパフォーマンスと耐久性の確保

小容量システムの
急速な進展

（低コスト材料・製造プロセス、
高効率）

実証データの蓄積
劣化対策、加速試験等

評価手法の確立

SOFCの研究開発の特徴と普及に向けた課題

今後の研究開発の方向性

これまでの成果

設計の自由度・多様性（材料、セル構造、燃料等）

→ 総合的な対応と螺旋的な進展

材料・製造プロセス

セルスタック

システム

アプリケーション

材料・製造プロセス

セルスタック

システム

アプリケーション

ガスエンジン、ガスタービン等、発電機としての
多数の競合技術 → 耐久性・信頼性、コスト、
効率、利便性に対する高い要求性能

多様なシステムに
対する取組みと

技術の蓄積

小容量システムによる
開発サイクルの加速

反応・劣化・物質輸送機構の解明
（劣化因子の系統的な計測と対策、等）

問題点
・中容量以上のシステム開発のコストと時間
・初期導入に必要な耐久性・信頼性の確保

（長期間の研究開発の必要性）

耐久性・信頼性の実証
初期導入に必要なコストパフォーマンスと耐久性の確保

小容量システムの
急速な進展

（低コスト材料・製造プロセス、
高効率）

実証データの蓄積
劣化対策、加速試験等

評価手法の確立

SOFCの研究開発の特徴と普及に向けた課題

 

図 15 SOFC の研究開発の特徴と普及に向けた課題 

 

これに対して、近年の家庭用コージェネシステムに焦点を当てた

小容量システムの急速な進展は、他のシステムに先駆けて①～④の

課題が高いレベルで満足される可能性を示している。小容量システ
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ムは試作コストが小さいために(I)～(IV)のサイクルが速く、ここで

検討される材料技術、システム化技術などの成果を中容量以上のシ

ステム開発へフィードバックして開発を加速できる可能性も出てき

ている。 

 

実用化に向けて必要な技術開発課題 

表 10 に示す実用化・普及に向けての目標性能に対して、現在、発

電効率などの基本的な性能は達成されている。また、ＳＯＦＣは他

の燃料電池に比べて貴金属を用いず、製造プロセスも大量生産が可

能な湿式法の採用に成功するなど、コストダウンへの可能性が期待

される。 

このような現状で、初期導入段階に向けて最も優先順位が高い課

題は耐久性・信頼性の確保と実証であり、本格普及に向けてはコス

トダウン、効率向上、利便性が課題となる。これらに向けた主な研

究開発課題の概要を表 11 に示す。耐久性とコスト、効率、利便性は

トレードオフの関係にあり、これらの課題解決のためには、反応・

劣化・輸送機構の解明などの基盤技術開発、熱管理や燃料供給・排

出の最適化などシステム関連技術の開発、さらに、利便性・運用性

向上のための取組みが必要である。以下、耐久性向上、コストダウ

ンを軸に技術開発課題についての概要を示す。 

 

 

 

 

表 10 実用化・普及に向けての SOFC システムの目標性能 
<小容量定置用システム> <中容量定置用システム>

初期導入 普及～本格普及 初期導入 普及

システム価格 50～100万円/kW 40万円/kW以下 システム価格 約100万円/kW 20万円/kW以下

出力密度 0.2kW/L 0.4～1kW/L 出力密度 0.2～0.5kW/L 0.5～2kW/L

発電効率 40%HHV/45%LHV以上 50%HHV/55%LHV以上 発電効率 40%HHV/45%LHV以上 50%HHV/55%LHV以上

総合効率 75%HHV/82%LHV以上 80%HHV/89%LHV以上 総合効率 75%HHV/82%LHV以上 80%HHV/89%LHV以上

耐久性
4万時間（連続運転、5年）

以上の見通し
9万時間（連続運転、10

年）以上の見通し
耐久性

4万時間（連続運転、5年）
以上の見通し

9万時間（連続運転、10
年）以上の見通し

その他
負荷追従性、低負荷運転

特性が良好であること
同左 その他

設置面積当りの容量
5～13kW/m2

設置面積当りの容量
13kW/m2以上

<中容量ハイブリッドシステム> <大容量コンバインドシステム>

初期導入 普及 初期導入 普及

システム価格 約100万円/kW 15万円/kW以下 システム価格 数10～100万円/kW 15万円/kW以下

出力密度 0.2～0.5kW/L 0.5～2kW/L 出力密度 0.2～0.5kW/L 0.5～2kW/L

発電効率 50%HHV/55%LHV以上 55%HHV/60%LHV以上 発電効率 60%HHV/55%LHV以上 65%HHV/70%LHV以上

耐久性
4万時間（連続運転、5年）

以上の見通し
9万時間（連続運転、10

年）以上の見通し
耐久性

9万時間（連続運転、10
年）以上の見通し

9万時間（連続運転、10
年）以上の見通し

その他
設置面積当りの容量

5～13kW/m2
設置面積当りの容量

13kW/m2以上
その他

設置面積当りの容量
5～13kW/m2

設置面積当りの容量
13kW/m2以上  
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表 11 SOFC の研究開発課題の概要 

研究開発課題
（耐久性向上、他、基盤技術開発）

耐久性
向上

低コスト
化

高効率
化

利便性
向上

小容量
定置用

中容量
定置用

中容量
ハイブ
リッド

大容量
コンバ
インド

システ
ム

セルス
タック

部材 備考

反応・劣化・物質輸送機構の解明
○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

基盤的技術

不純物、熱サイクル耐久性の把握、対応
熱力学的・化学的・機械的解析による劣化
機構の解明、加速試験法の開発

○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

基盤的技術、要総合対応
システムメーカー・大学・国研連携

システム評価手法の確立
　劣化の非破壊検査
　セルスタックの標準的な試験方法

○ △ △ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

基盤的技術、要総合対応
システムメーカー・大学・国研連携

モデリング・シミュレーション技術の開発
（温度、電流密度、熱応力解析技術の開
発）

△ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基盤的技術（他の研究課題と平行
して横断的に開発）

新規材料開発（電解質、電極、インターコネ
クト） ○ ○ ○ △ ○ ○ △ △ △ △ ○

基盤的技術、要中長期対応
要、関連劣化対応

効果 対象部位対象アプリケーション

 

研究開発課題
（高性能と低コストの両立）

耐久性
向上

低コスト
化

高効率
化

利便性
向上

小容量
定置用

中容量
定置用

中容量
ハイブ
リッド

大容量
コンバ
インド

システ
ム

セルス
タック

部材 備考

システム最適化（運転条件、熱管理の最適
化） ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △

共通課題、要総合対応

高出力密度化

☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共通課題、要総合対応
（基盤的技術の活用）
要、関連劣化対応

システム簡素化
☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △

共通課題、要総合対応
要、関連劣化対応

量産のための低コスト製造プロセスの確立
（乾式法から湿式法への転換） ☆ ○ △ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共通課題、普及対応
要、関連劣化対応

効果 対象部位対象アプリケーション

 

研究開発課題
（利便性、運用性の向上）

耐久性
向上

低コスト
化

高効率
化

利便性
向上

小容量
定置用

中容量
定置用

中容量
ハイブ
リッド

大容量
コンバ
インド

システ
ム

セルス
タック

部材 備考

起動停止、負荷変動対応
☆ ☆ △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○

小容量システムにける重要性大
要、関連劣化対応

部分負荷運転対応
☆ ☆ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○

小容量システムにける重要性大

高圧運転
☆ ☆ ○ ○ － － ○ ○ ○ △ △

コンバインドサイクル対応
要、関連劣化対応

高温排熱の高度利用
－ △ ○ － △ △ ○ ○ ○ △ △

コンバインドサイクル対応中心

大容量化
☆ ☆ △ ○ － △ △ ○ ○ △ △

コンバインドサイクル対応中心

コンパクト化
－ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △

共通課題、要総合対応

耐振動、耐衝撃対応
△ ☆ － ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○

移動体用、小容量システムにける
重要性大

燃料多様化
☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共通課題、普及対応
要、関連劣化対応

自動車用搭載補助電源（ＡＰＵ）等、移動体
用への対応 ☆ ☆ ☆ ○ ○ － － － ○ ○ ○

トラック、鉄道、船舶などの電源の
効率化に加えて、電気自動車（ＥＶ）
の航続距離拡大への検討が進行中

効果 対象部位対象アプリケーション

 
（○：直結する技術課題、△：間接的に寄与する技術課題、☆：トレードオフ関係にある技術課題） 

 

 

 

- 耐久性・信頼性の向上 

ＳＯＦＣは全て固体で構成されるため、本来劣化要因は少ない。

Siemens-Westinghouse PC社がEVD法で作成したセルは定常運転下で

7万時間以上の耐久性を示した。しかしその後、製造方法の低コスト

化（湿式法の採用）、低温形セルとそのための新規材料の開発、負荷

変動運転、燃料多様化など、コストダウンと性能向上のためのさま

ざまな研究開発が行われており、トレードオフの関係にある耐久

性・信頼性の向上が重要な課題となっている。図 16 に劣化の出現と

対策について模式的に示す。劣化については、金属インターコネク

ト、シール材、新規材料（セリア系、等）の材料起因、湿式法採用

などによる製造方法起因、燃焼ガスへの空気混入、熱サイクル、負

荷追従運転などのスタック運転状況起因、気相に存在する微量な不

純物や原材料内の不純物起因など、様々な要因が存在する。これら

に対して実システムの実証試験によって劣化に関するデータを蓄積

するとともに、熱力学的・化学的・機械的解析、三相界面の微細構

造変化の解析などの基礎研究を平行して行う必要がある。基礎研究

では劣化因子を系統的に測定した上で、各因子が劣化に与える影響

を定量的に評価し、劣化機構を明らかにすることが重要である。さ

らに、劣化対策を立案し、システム開発と連携してその効果の検証

を行うとともに、劣化の加速試験方法を確立することが必要である。 
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図 16 劣化の出現と対策 

 

- コストダウン 

ＳＯＦＣは貴金属等を用いないため、原材料コストに関しては他

の燃料電池と比べて低く抑えられる。また、当初は製造コストが問

題になったが、日本では既に高価な EVD などの乾式法から低価格で

大量生産に適した湿式・焼結法を採用することに成功しており、耐

久性が確保されれば、初期導入に向けてのコスト目標のハードルは

高くない。しかし、本格普及に向けての更なるコストダウンについ

ては、ランタン等、原料価格の高い成分を含む部材の薄膜化、湿式

法を用いてさらに焼結回数を削減するなどの製造プロセスの低コス

ト化、出力密度の向上によるセル材料の大幅削減などの取組みが必

要である。コストダウンに関するほとんどの取組みは耐久性とトレ

ードオフの関係にあるため、前述の耐久性・信頼性向上に関する取

組みと並行して進めることが必要である。 

 

- 高効率化・出力密度の向上（システム最適化） 

出力密度の向上は、材料使用量の削減によるコストダウンに繋が

るだけではなく、高効率化、利便性の向上など全てに共通する課題

であり、耐久性とはトレードオフの関係にある。したがって、その

向上のためには、運転条件・熱管理の最適化からセルスタック構造・

部材の最適化まで、総合的なシステム最適化への取組みが必要であ

る。 

そのためには、温度分布、電流密度分布、熱応力分布など把握と

解析が重要であり、内部状態の計測技術とともにモデリング・シミ

ュレーション技術が重要となる。また、先に述べたように中容量以

上のシステムではシステム最適化のための試作回数はコストと時間

から限られてくるため、システム構築の最小単位（大型基本スタッ

ク）の最適化等の検討も重要である。さらに、コストダウンと性能

をより高いレベルで両立させるためには、電解質・電極・インター

コネクトなどの新規材料の開発も中長期的課題として取組む必要が

ある。 

 

-運用性の向上、燃料多様性、ほか 

運用性向上のためには起動停止・負荷変動対応が必要である。起

動停止・負荷変動については、運転制御や熱管理などのシステム最

適化に加えて、耐久性とトレードオフの関係にあることから、耐久

性の向上が不可欠である。 
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燃料多様化については、LPG や灯油への対応に向けた取組みが始ま

っており、小容量システムで現在実証データが蓄積されつつある。

今後は、炭素の析出、不純物元素による劣化の克服が課題となる。

また、将来的な IGFC（石炭ガス化燃料電池複合発電）への適用に向

けたセル・スタック開発、高圧運転のデータ整備等も重要である。 

 なお、小容量システムの進展によって、トラック、鉄道、船舶な

どの移動体への応用の可能性が出てきている。特に自動車用につい

ては補助電源（APU）の用途に加えて、電気自動車（EV）の航続距離

拡大を狙った適用が検討されている。移動体用にはコンパクト化、

耐振動・耐衝撃対応が課題である。 
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＜標準・規格・基準＞ 

- 定置用 PEFC システム 

 燃料電池の国際標準化活動は、1998 年 10 月に IEC（International 

Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）の中に設置され

た TC105（Technical Committee 105：第 105 専門委員会）において

進められており、これまでに 7 件の IEC 規格（IEC62282 シリーズ：

燃料電池用語、燃料電池モジュール、定置用燃料電池システム（安

全要件/性能試験法/設置要件）、ポータブル燃料電池システム（安全

要件）、マイクロ燃料電池（性能試験法））が発行されている。これ

らの規格は、TC105 の中に設置された 11 の作業会（WG）の中で検討

が行われ、４つの WG で日本からコンビナを出していること、TC105

の議長が日本人であることから、この分野で我が国は中心的な役割

を果たしてきている。また、国内の標準規格である JIS 規格につい

ては、2008 年 7 月に安全基準など 8 件の JIS 規格が発行され、一通

り規格体系として整備された。現在は、国際認証制度なども念頭に

入れながら、より詳細な内容を盛り込んだ技術内容を国際標準化し

ていくことが重要となっており、2008 年 12 月には小形ＰＥＦＣ性能

試験法の JIS 規格の内容を IEC に新規提案した。 

 将来、国際市場での優位性確立、国際間取引の円滑化を図るため

には、IEC62282 シリーズの改訂作業の実施、国際標準化（IEC/TC105

への新規提案）等に資する基準案の作成に取り組むことが必要であ

る。 

 また、将来的なコスト低減に向けた燃料電池の新規材料開発を加

速するため、標準的 MEA 評価手法（標準的な MEA 試作手法、標準セ

ル構成、性能・耐久性評価プロトコル等）の構築、新規材料の技術

課題を明らかにするためのセル解析評価技術と組み合わせた標準現

象解析フローチャートの構築が必要である。 

 

- 燃料電池自動車（FCV） 

 ＦＣＶ普及のためには、ＦＣＶに関わる技術開発と並行して、国

際規格の整備が重要である。ＦＣＶの安全性、燃費などの性能測定

方法、燃料品質などの標準化により、ＦＣＶの開発と普及を促進す

ることができる。これまで、ISO/TC22/SC21「電気自動車」の国内審

議団体として（財）日本自動車研究所（ＪＡＲＩ）内に WG 体制が構

築され、また、これまでＮＥＤＯの関連プロジェクトにおいて燃料

電池性能評価方法、ＦＣＶの安全性評価等に係る研究開発を推進し

てきた。具体的には、安全分野に関しては、自動車用圧縮水素容器

（70MPa 対応）の基準の合理化、車両火災や水素漏洩引火といった車

両安全（UN-ECE/WP29 AC3 HFCV gtr）関連の試験等が実施され、性

能分野に関しては、ISO23828（ＦＣＶ燃費試験方法）の発行、ＦＣ

Ｖ水素規格の技術仕様書 ISO/TS14687-2 の発行（ISO/TC197/WG12「水

素燃料仕様」）、PEM 形単セル標準試験法の提出（IEC/TC105/WG11「単

セル標準試験法」）等、日本が先導的な役割を果たしてきた。 

 今後は、一般ユーザーへの普及に備えた基盤整備として、安全分

野に関しては、破裂強度、寿命、充填量の最適化（87.5MPa@85℃）
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等の自動車用圧縮水素容器の次期基準の合理化や充填プロトコルの

整備に資するデータ、事故や火災時等のさらなるデータ取得、性能

分野に関しては、車両改造不要な燃費測定方法の開発と標準化、国

際規格（ISO/TC22/SC21/WG2）維持・改定、未調査の不純物成分の影

響や材料仕様や運転条件が不純物による性能低下に及ぼす影響等の

調査に取り組むことが必要である。さらに、前述の標準的 MEA 評価

手法および標準現象解析フローチャートの構築により、材料単体特

性、MEA 特性のデータベース、水素燃料等の国際標準対応およびセル

評価に必要な燃料電池に関する不純物データベース等を構築してい

くことが必要である。 

 

- SOFC 

 定置用ＰＥＦＣシステムについては既に標準化が進んでおり、安

全基準等の JIS 規格が既に発行されている。ＳＯＦＣについても規

格整備が必要となっており、10kW 未満の小容量ＳＯＦＣの JIS 規格

開発および関連 JIS 規格の見直し（7件）を行う目的で、日本電機工

業会（ＪＥＭＡ）「定置用燃料電池標準化委員会」の下に「ＳＯＦＣ

標準化分科会」を設置してＳＯＦＣ標準化に向けた活動を開始し、

2010 年度末までに規格審議が終了する予定である。規格体系は基本

的に定置用ＰＥＦＣに準ずるが、ＰＥＦＣでは安全に係わる内容が

C8822（安全基準）と C8823（安全性及び性能試験方法）の二つの規

格に分かれて規定されているのに対して、ＳＯＦＣでは、IEC 規格

に合わせる形で一本化する方向で検討が進められている。また、EMC

（電磁両立性）及びパワコンに関する規格については、ＰＥＦＣ と

ＳＯＦＣ でほとんど相違点がないと思われるため、ＰＥＦＣの規格

をＳＯＦＣも適用範囲に含むような形に改定する方向で検討されて

いる。 

 さらに、国際競争力を維持する観点から、ＪＥＭＡ「燃料電池国

際標準化委員会」の下に「試験法調査 WG」を設立し、標準化で先行

する定置用ＰＥＦＣの標準化を参考に、小容量ＳＯＦＣの安全試験

法及び性能試験法の国際標準化に向けた検討を行い、2009 年度末に

国際標準との整合化原案を提示した。今後も引き続き国際標準化を

推進し、将来の国際市場での優位性を確立することが必要である。 
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＜研究開発課題の解説＞ 

水素貯蔵技術ロードマップ  

今回のロードマップでは、2030 年までの水素貯蔵技術（水素車載

技術）を俯瞰し、その技術の現状・成果と主な課題、さらに実用化

時期を特定した。表 12 にロードマップにおける目標値を示す。 

なお本ロードマップは主にＦＣＶへの水素車載のための技術を研

究開発対象としているが、その成果は水素ステーションでの水素貯

蔵（例．蓄圧器）や水素輸送容器にも応用することが可能である。 

 

表 12 水素貯蔵技術ロードマップの目標 

 現状 

(技術実証)

2015年 

(普及開始)

2020年 

(普及初期)

2030年 

(本格商用化)

システム貯蔵密度 5 wt％ 5.5 wt％ 6 wt％ 7.5 wt％

システム体積(5kg搭載) 178L 125 L 100 L 70 L 

貯蔵容器コスト 約300～

500万円

100～200

万円 
数10万円

10万円 

程度 

注：本ロードマップでは、システム貯蔵密度は「wt％」で、水素貯

蔵材料の貯蔵密度は「mass％」で表記する。 
 
- 水素貯蔵技術の概要 

水素貯蔵技術は以下のように分類することができる。 

・ 圧縮水素容器（水素を高圧で貯蔵） 

・ 液体水素容器（水素を液体で貯蔵） 

・ 水素貯蔵材料容器（水素を固体または液体の貯蔵材料で貯蔵） 

- 水素吸蔵合金 
- 無機系貯蔵材料 
- 革新的貯蔵材料 

・MOF、炭素系吸着材料、クラスレート、など（車載のまま水素充填

が可能） 

・有機ハイドライド、オフボード再生式水素充填技術、など（再水

素化をオフボードで行うなどのシステム的アプローチが必要） 

 
- 技術の全体的課題 

水素貯蔵技術は、ＦＣＶ用燃料として水素を活用するために、以

下のような視点から技術の実用性を判断する必要がある。 

・ ＦＣＶが要求する水素貯蔵量： 

最新のＦＣＶは水素 1kg で 141km を走行するので（2009 年度

JHFC プロジェクトでのトップランナー、JC08 台上燃費測定）、

700km を走行するには水素搭載量は 5kg でよいことになる。 

将来的には、ＦＣＶの更なる効率向上によって車載水素量が少

なくてすむようになる可能性もあるが、その一方で開発の優先

度がシステムコストの低減に移る可能性もある。 

今回のロードマップでは水素貯蔵量 5 ㎏を前提に検討を行い、

水素貯蔵目標を2015年時点で 5.5wt％、2020年時点で 6wt％、
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2030 年時点で 7.5 wt％と設定した1。 

・ ＦＣＶ搭載のための貯蔵密度： 

水素貯蔵システム全体としての貯蔵密度は重要な指標である。

システム重量密度も重要な視点であるが、限られた車両スペー

スに水素を貯蔵するという点では、システム体積密度も重要で

ある。本ロードマップでも、システム重量密度、システム体積

密度、また水素貯蔵量を記載した。 

・ 水素充填に係る特性： 

水素充填では、ガソリン給油に匹敵する 3分以内での充填（充

填速度 5kg/3 分）が望まれる。このためには、水素ステーショ

ン側ではより高圧での充填が必要であると同時に、プレクール

により車載容器温度は 85℃以下に抑えるようにしなければな

らない。 

・ 水素放出に係る特性： 

水素放出では、ＦＣＶの負荷に合わせた水素の放出（負荷追従

性）が重要であるとともに、車両で得られる適切な温度範囲で

速やかに水素が放出できることが重要である。水素貯蔵材料で

は水素放出に熱を必要することが多いが、150℃以下（できれ

ば 100℃以下）で放出できることが望ましい。 

                                                  
1 米国 DOE は 2009 年に水素貯蔵目標を見直し、水素密度（システム）目

標を 2015 年で 5.5 wt％（55 g-H2/k）および 40 g-H2/L、また究極目

標を 7.5 wt％（75 g-H2/kg）および 70 g-H2/L に設定した。なお 700

気圧の水素の密度は 40g/L（5kg で 125L）なので、将来的にはよりコ

ンパクトに水素貯蔵ができる水素貯蔵材料の開発が必要である。 

・ システム寿命・耐久性： 

水素貯蔵システムのサイクル寿命と耐久性が、ＦＣＶ自体の寿

命よりも十分に長いことが重要である。水素貯蔵材料ではサイ

クル寿命が一応の目安として 1000 回以上が示されている。 

・ コスト： 

水素貯蔵システムコストはＦＣＶ価格に直結するため、大幅な

コスト低減が必要である。現状の 700 気圧容器は 300～500 万

円だが、2015 年には 100～200 万円に、2020 年には数 10 万円

に、さらに2030年には10万円程度まで低減させる必要がある。 

・ 安全性の確保： 

水素を車載する以上、安全性の確保は最優先されるべきである。

特に水素リークへの対応、衝突安全性の確保、容器の水素脆化

への対応や劣化・損探傷検知などが重要である。 

 

- 個別技術 

（１） 圧縮水素容器 

【特徴・現状】 
圧縮水素容器は、水素を高圧で貯蔵するもので、複合容器（コン

ポジット容器）とも呼ばれる。現状では、ＦＣＶ用水素貯蔵技術と

して最も一般的である。 

水素圧力で区分すれば 350 気圧容器と 700 気圧容器に分けること

ができ、またライナー材料で区分すれば、アルミ合金ライナー

（Type3）と高密度ポリエチレンライナー（Type4）に分けることが

できる。なお Type3、Type4 ともに、水素圧力に対抗するために高強
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度材料である炭素繊維が樹脂とともに容器表面に巻かれている。 

【技術課題】 
最大の課題は炭素繊維のコストであり、現状で 350 気圧容器コス

トの 65％、700 気圧容器コストの 80％が炭素繊維コストとされる。

炭素繊維使用量の大幅な低減や安価な炭素繊維材料の利用、システ

ムの最適設計、さらに生産性向上によるコスト低減が望まれる。ま

た Type3 では、ライナー材に高強度材料（高強度アルミなど）を用

いることで炭素繊維の削減が図れる可能性がある。強度や水素脆化

耐性などの点での広範なライナー材の検討が必要である。 

現在高圧ガス保安法の常圧圧力サイクル試験基準は 11,250 回で

あるが、これを 5,500 回に見直すことが行われており、その場合は

炭素繊維使用量が 1 割程度低減するとされる。合わせて、安全性を

担保するための容器劣化診断・探傷検知技術の開発も必要となる。 

将来的には、複合容器のリサイクル技術の確立、容器付属品（減

圧弁や安全弁、等）の高性能化と低コスト化、さらに量産技術の開

発が必要となる。 

なお複合容器は、水素ステーション用の蓄圧器（700 気圧級）へ

の適用が検討されている。これはステーション用の 700 気圧級鋼製

蓄圧器がコスト高であるためで、すでに米国などでは利用され始め

ている（主に Type4）。また軽量であることから、水素の輸送用容器

（400 気圧級）への適用も検討されている（今後の課題）。 

【実用化時期】 
すでにＦＣＶでは 350 気圧容器と 700 気圧容器が実用化されてい

る。2015 年（ＦＣＶ普及開始）から 2020 年にかけては、本技術がＦ

ＣＶにおける水素貯蔵技術の主流になると見られている。2030 年に

向けては、さらなるコスト低減が求められる。 

ただし 2030 年の貯蔵目標（7.5wt％、貯蔵量 5kg で 70L 以下）は

圧縮水素容器では達成が困難と考えられ、将来的にはその他の貯蔵

技術との複合化も開発課題である。 

 

（２） 液体水素容器 

【特徴・現状】 
水素は液化すると体積が約 1/800 程度になるため、5kg の水素の

体積は 80L ほどになり、既存のガソリン容器に近い体積となる。こ

のコンパクトさが液体水素貯蔵の最大の利点である。しかし車両用

液体水素容器の開発や、車両への応用例はわが国では少ない。また

海外でも一時期GMや BMWが液体水素貯蔵容器の車載を研究していた

が、現状では積極的に液体水素貯蔵を採用する動きは少ない。 

【技術課題】 
極低温（-253℃）で水素を貯蔵するため、積層真空断熱（スーパ

ーインシュレーション）などの効率的な断熱技術が必要となる。 

また液体水素の気化速度（ボイルオフ速度）は現状で 3～6％/日

であり、停車時でも 30 時間程度で脱圧のために気化した水素（ボイ

ルオフガス）を排出しなくてはならない。このボイルオフガス量の

低減が必要で、2015 年頃には 1～2％、2020 年頃には 0.5～1％まで

の低減が望まれる。 

また車載に適した扁平型液体水素容器の開発も課題である。 

【実用化時期】 
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液体水素貯蔵技術は、液体水素コンテナ・ローリーによる輸送技

術として確立した技術である。ただしボイルオフガスの課題もあり、

ＦＣＶ用としての実用化は 2020 年以降と考えられる。 

液体水素は小型・少量貯蔵より大型・大量貯蔵に適した技術であ

るため、バスなどの大型車輌用から実用化が始まると見られる。 

 

（３） 水素貯蔵材料容器 

【特徴・現状】 
水素貯蔵材料容器で 30 気圧程度のものは水素吸蔵合金を主体に

水素を貯蔵するもので、小型車両などに使用される。一方 350 気圧

程度の高圧のものは「ハイブリッド容器」とも呼ばれ、ＦＣＶ用で

ある。高圧部分と水素吸蔵合金部分が半分ずつの水素貯蔵を分担す

る。 

このハイブリッド容器の利点はコンパクト性であり（複合容器と

比較して高い体積密度）、車載の点では有望な技術である。さらに水

素貯蔵量 4mass％以上の水素吸蔵合金が開発されれば、システム重量

の点でも 700 気圧級複合容器に対して競合性を持つようになる。 

【技術課題】 
ハイブリッド容器をＦＣＶに車載するための技術的な研究課題は

多い。最大の課題はコストである（基本的に水素吸蔵合金のコスト

で決まる）。また、複合容器に匹敵する耐久性と安全性が求められる

とともに、高圧容器内に熱交換器を設置することから、その安全・

振動対策、熱交換器の性能向上（特に熱交換流路の改善）、さらに、

衝突・落下時の耐久性確保や火炎暴露時の安全性確保も課題である。

そのような特徴から、容器付属品（減圧弁や安全弁、等）も複合容

器とは異なる仕様が求められる。 

また現状で法的には「反応器（高圧ガス保安法での特定設備）」で

あるが、これを「車載容器」に変更することも課題でもある。 

【実用化時期】 
ＦＣＶ用ハイブリッド容器は、重量貯蔵密度的には複合容器に劣

るが、体積貯蔵密度が高い（コンパクト）ことがメリットである。

2015 年まではシステム技術と水素吸蔵合金の技術開発を進め、その

後にコストダウンが進むことが期待される。 

また実用化は 2020 年以降と想定されるが、それまでに安全性の確

認や運用面での検討が必要である。 

 

（４） 水素貯蔵材料 

【特徴・現状】 
水素貯蔵材料には多様なものがあるが、水素の吸放出が可能な材

料としては水素吸蔵合金と無機系水素貯蔵材料がある。 

水素吸蔵合金は可逆的に水素を急増して金属水素化物を生成する

もので、3mass％以下級の BCC 構造合金や、4mass％級の Mg 系合金が

ある。基礎研究レベルでは 6mass％級合金の開発も行われている。 

無機系水素貯蔵材料は、錯イオンが水素貯蔵能力を担い、アルカ

リ金属やアルカリ土類金属とともにイオン性結晶を形成しているも

ので、アラネート系（3～3.5mass％）、アミド・イミド系（4～9mass％）、

ボロハイドライド系（5～13％）などがある。 

現在、貯蔵メカニズムの解明や、計算科学を用いた新規材料の探
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索も進められている。 

【技術課題】 
一般に高貯蔵量な系ほど水素放出温度が高い（水素吸蔵合金：80

～300℃程度、無機系水素貯蔵材料：100～400℃程度）。車内でその

ような高温を得ることは難しく、水素放出温度の低減が必要である。 

また放出された水素の純度を確保するための副反応の抑制や、負

荷追従性の向上が必要である。特に車載で水素を吸蔵・放出するた

め、サイクル寿命の確保と劣化抑制も課題である。 

水素吸蔵合金では、第一にコストが課題である。長期的には 1000

円/kg 以下を達成することが望まれる。 

さらに水素貯蔵材料容器の高圧容器に対する優位性を確保するた

めに、4mass％級貯蔵材料の開発が望まれる。 

【実用化時期】 
水素吸蔵合金では、3mass％以下級は試用段階にあり、水素貯蔵材

料容器に組み込んでテストが実施されている。 

しかし水素貯蔵システムとして優位性を有する水素貯蔵材料の実

用化は2020年以降、本格的な利用拡大は2030年以降と考えられる。 

 

（５） 革新的貯蔵材料 

【特徴・現状】 
革新的貯蔵材料としては MOF、炭素系吸着材料、クラスレート、

カーボンナノチューブなどがある。 

【技術課題】 
理論的水素貯蔵量が高いものもあるが、現状では低貯蔵量であり、

その貯蔵量向上が望まれる。また極限条件（液体窒素温度や高圧）

での貯蔵研究が行われているものが多いが、ＦＣＶ使用環境でも利

用できるように改良を行うことも必要である。 

【実用化時期】 
現状では基礎研究レベルであり、本格実用化は 2030 年以降と考え

られる。 
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水素製造・輸送・供給技術ロードマップ 

前回のロードマップでは「オンサイト方式水素ステーション技術」

と「オフサイト方式水素ステーション技術」に分けているが、今回

は両者を統合し、１つで水素製造・輸送・供給技術を包括して示す

こととした。表 13 にロードマップにおける目標値を示す。 
 

表 13 水素製造・輸送・供給技術ロードマップの目標 

 現状 
（技術実証） 

2015年 
（普及開始）

2020年 
（普及初期）

2030年 
(本格商用化)

水素供給ｺｽﾄ注 1 120円/Nm3 

ｵﾝｻｲﾄ 5 億円ｽﾃｰｼｮﾝ

（300Nm3/h）での水

素供給ｺｽﾄ（ｽﾃｰｼｮﾝｺ

ｽﾄから計算） 

90円/Nm3 
ｵﾝｻｲﾄ 3 億円ｽﾃｰｼｮﾝ

（300Nm3/h）での水素

供給コスト（ｽﾃー ｼｮﾝｺｽ

ﾄから計算）  

約60円/Nm3

目標：HEVと競合しうる

ｺｽﾄ（ｶ゙ ｿﾘﾝ等価燃費）、

ｵﾝｻｲﾄ 2 億円ｽﾃｰｼｮﾝ

（500Nm3/h）で達成 

約60-40円
/Nm3 

目標：大幅低減（ｶ゙

ｿﾘﾝ等価燃費以下）

ｵﾝｻｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ     

ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄ 
300 Nm3/h 
（充填圧力） 

500 Nm3/h 
（充填圧力） 

 
10～5億円 
（700、350気圧） 

― 

 
4～3億円 

（700、350気圧）

― 

 
1.5億円 

（最適充填圧） 

2億円 
（最適充填圧） 

 
さらなる
低コスト

化 

うち水素製造
装置コスト 
300 Nm3/h 
500 Nm3/h 

 
 

1.8億円 
― 

 
 

約0.9億円
― 

 
 

約0.5億円
約0.8億円

 
 
― 
― 

ｵﾌｻｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ注 2     

水素輸送コスト
圧縮水素 
液体水素（液

化コスト除く） 

 
約20円/Nm3 
約6円/Nm3 

 
約15円/Nm3

約3～6円
/Nm3 

 
約10円/Nm3

約3円/Nm3

 
― 
― 

オフサイト水素
製造コスト 

約30円/Nm3 ― 20～30円
/Nm3 

― 

注 1：水素供給コストは、オンサイトステーションとオフサイトステ

ーションに共通。ただしオフサイトステーションの場合、水素

輸送コストとオフサイト水素製造コストを含む。 

注 2：本ロードマップではオフサイトステーションコストは明示しな

いが、オンサイトステーションコストからオンサイト水素製造

装置コストを除外したコストと同程度と考えられる。 

 

 

- 水素インフラ技術の概要 

・ 水素供給技術： 

水素供給技術は、基本的にオンサイトステーションとオフサイ

トステーションにおける共通技術であり、水素充填機（ディス

ペンサ）、蓄圧器、圧縮機、プレクーラー、水素ステーション

システム化技術（システム構成、配管、センサー類）から構成

される。 

・ オンサイト水素製造技術： 

オンサイト水素製造技術は、天然ガス、ナフサ、軽油等の改質

装置や水電気分解装置が含まれる。またメンブレンリアクター

などの新規の技術も開発されている。さらにオンサイトでの

CO2 分離技術の適用も検討されている。 

・ オフサイト水素製造技術： 

オフサイト水素ステーション向けには、プラントで大規模に水

素を製造する必要がある。その場合天然ガスやナフサの改質

（将来的には炭素回収を併用）に加え、大規模水電解（将来的
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には再生可能エネルギー由来電力利用）の利用が考えられる。

さらに 2030 年に向かっては、原子力熱利用やバイオマス由来

のような低炭素の水素製造技術も可能性がある。 

・ オフサイト水素輸送技術： 

オフサイトで水素を製造した場合、各水素ステーションに輸送

する技術が必要である。現状では高圧水素輸送（トレーラー）

と液体水素輸送が主な方法であるが、将来は欧米のような水素

パイプラインも可能性がある。また水素輸送技術には、プラン

トでの水素の高圧化・液化技術や設備も含まれる。 

 

－技術の全体的課題 

・ 最適充填方式・最適充填圧力の検討： 

現在までに 350 気圧充填と 700 気圧充填が実施されている。特

に現在は 700 気圧充填の必要性が強調されており、それに適し

た構成要素技術の開発が必要となってきている。 

さらに最近では、充填後にＦＣＶ車載容器が室温付近まで冷却

された後でも「満タン」を確保するために、700 気圧フル充填

や 350 気圧フル充填のための技術開発の必要性が指摘されて

いる。 

その一方で、2020 年に向かっては水素貯蔵材料の開発により、

充填圧力が低下する可能性もある。基本的に低圧ほどインフラ

関連の部品・装置コストは低減するので、水素ステーションコ

スト低減さらに水素供給コスト低減の点では望ましい。 

・ トータルシステムとしての耐久性等確認と最適性： 

ステーションは個別要素だけでなく、統合システムとして最適

化されなければならない。たとえば 700 気圧充填用ステーショ

ンでも、高圧用蓄圧器（700 気圧級）での貯蔵を主体とすべき

なのか、それとも低圧蓄圧器（400 気圧級）を主体にして、直

接圧縮充填で 700 気圧まで充填を行うのか、といったシステム

仕様の検討が考えられる。 

また水電解ステーションでも、高圧水電解装置は単体としては

効率が高いが、圧縮機を用いるほうが全体効率は高くなるとも

指摘されている（その一方で 700 気圧級では高圧水電解を用い

て圧縮機を不要化したほうが、全体コストが低減するとの意見

もある）。 

さらに稼動率を高めて水素価格を低減させるためには、水素製

造装置の DSS（Daily Start and Stop）運転の採用に加えて、

熱サイクル耐久性の向上が必要がとなる。 

このようにステーションは、あらゆる水素技術要素とその組合

せ方が全体のコスト・効率に影響するので、総合的なシステム

として捕らえ、全体としての最適化を目指す必要がある。 

 
－個別技術 

（１） 水素供給技術：水素充填機（ディスペンサ） 

【特徴・現状】 
わが国の水素ステーションでも 350 気圧用充填機と 700 気圧用充

填機が開発され、すでに実用化されている。 

また現状の JHFC ステーションでも、5kg/3 分の充填速度確保のた
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めにプレクール（-20℃レベル）が実施されている。またＦＣＶ車載

容器の状況をリアルタイムに把握しつつ、充填速度を向上させるた

めに通信充填（赤外線通信利用）の必要性が指摘されている。 

【技術課題】 
すでにわが国でも 700 気圧用充填機が開発されているが、ＦＣＶ

に望まれる流量が確保できていないという問題が指摘されている。

これは主に、配管などに使用される材料に制限があるためである。

これまでに水素脆化に強いとして水素ステーションに利用されてい

るのは SUS 316L であるが、SUS316 等に比べて強度が劣るため、肉厚

が増大する分だけ内径が細くなり、圧力損失が発生するためである。

よって今後、ステーション用に使用できる材料の拡大が望まれる。 

通信充填では、現在国際規格として SAE TIR J2601（プロトコル）、

同 TIR J2799（通信方式）が定められており、わが国もこれに準拠

した水素充填方式の採用と国際基準に準拠した製品（ノズル・レセ

プタクル）の開発が必要である。さらに充填機においては、通信用

の電装品・制御装置を充填機内で格納する防爆ボックスの開発が必

要である。 

プレクールに関しては、SAE TIR J2601 では-40℃までの冷却が求

められているうえ、700 気圧級ステーションでの 5kg/3 分の流量確保

のためには必須と考えられている。よって-40℃級のプレクーラー装

置を開発する必要があり、電気的に冷却する方法や、液体窒素を使

う方法が提案されているが、それぞれに一長一短があるので、ステ

ーション規模やエネルギー効率、液体窒素の入手可能性などを考え

て最適なシステムとする必要がある。またプレクール温度でも作動

できる緊急離脱カプラの開発や、ノズルとホースの霜・氷対策も必

要となる。 

なお、700 気圧フル充填のためには、現状で 700 気圧用に設計さ

れている充填機を、875 気圧で再設計する必要がある（特にホース、

流量計、ノズル・レセプタクル、緊急離脱カプラ、配管等）。配管等

の材料には、依然として強度の低い SUS 316L のみが耐水素脆化材料

として推奨されているが、875 気圧（設計圧 100 気圧以上）では強度

計算式に乗らない（無限の厚さになる）ことも知られている。875

気圧システムを実現するには、利用できる材料の拡大あるいは利用

する材料の法的な位置づけを明確にする必要がある。なお、充填圧

力が極めて高いことから、充填時に容器温度が上限温度近くまで上

昇する可能性が高く、通信充填の採用（車載容器温度の計測）が不

可欠とされる。また、350 気圧フル用充填機も設計見直しとなるが、

現状では適切な材料がないのが課題である(700 気圧用の材料はもち

ろん使用できるが、オーバースペックになるとされる)。 

なお、現状で水素は課金されていない場合が多いが、将来の課金

の場合には、水素充填量の正確な把握が必要となる（ホースやノズ

ルでの残水素量も影響してくる）。計量法が定める 2％以内の精度を

担保するために、充填機としては 1％程度の流量精度が求められる。 

水素ステーションの規模拡大（300Nm3/h→500Nm3/h、それ以上）に

関しては特に充填機としての対応項目はないが、バスなどの大型車

両に水素を充填する場合は大容量（5kg/3 分以上）が必要となる可能

性がある。その場合は新規の設計が必要となる可能性がある。 

【実用化時期】 
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通信充填は、現在 JHFC で 2010 年半ばから日本でも実証が行われ

る予定である。基本的に通信充填は国際規格であるため、今後設置

されるステーションには必須と考えられる。 

700 気圧フル充填は、その必要性が指摘されたばかりであり、今

後技術実証等を行い、基本的に 2015 年までには整備されることが望

ましい（ただし、700 気圧フル充填が、700 気圧級水素ステーション

の標準仕様となるか、あくまでステーションのオプションの一つと

するかは、検討は必要である）。 

 

（２） 水素供給技術 蓄圧器 

【特徴・現状】 
蓄圧器は高圧水素を貯蔵するもので、350 気圧級また 700 気圧級

とも実用化されている。 

次世代技術として、ＦＣＶ車載用に開発されている複合容器

（Type3）を長尺化し、蓄圧器に利用することが研究されており、鋼

製容器よりも軽量となると期待されている。なお米国ではすでに

Type4 蓄圧器での運用が始まっている。 

また将来的には、水素吸蔵合金も搭載したハイブリッド容器技術

の適用も考えられる。 

【技術課題】 
鋼製蓄圧器では材料開発が課題である。現状で、350 気圧級でク

ロムモリブデン鋼（SCM435）が使用されており、700 気圧級ではニッ

ケルクロムモリブデン鋼（SNCM439 リテンパー材など）が利用されて

いるが、水素脆化耐性と耐久性の確保が必要である。 

また非破壊検査技術の確立も望まれる。現状でアコースティック

エミッション法などが提案されているが、まだ実証段階である。さ

らに商用ステーション向けに大容量化も必要であるが、長尺化は製

造・輸送・設置が困難になるという問題もある。 

複合容器製蓄圧器はまだ研究開発段階であり、今後実証が必要で

ある。基本的には車載用高圧水素容器と同じ技術であり、ステーシ

ョンに設置するために車載容器よりも安全性や耐久性の技術要求は

低い（ほぼ最高圧力付近を常時維持するため、圧力サイクル的にも

車載容器よりも負荷は低いと考えられている）。その一方で長尺ライ

ナーの製造技術（熱処理技術）、CFRP のワインディング技術の開発が

必要となっている。また車載容器と同様に、広範なライナーの検討

も必要と考えられる。特に蓄圧器は固定設置されるため、重量面で

の制約が低いことから、鋼製ライナーの複合容器も検討される可能

性がある。 

金属吸蔵合金を用いてハイブリッド化する場合は、内部に搭載す

る大型カートリッジと熱交換器の開発、さらに熱マネジメント技術

の開発も必要となる。 

鋼製蓄圧器、複合容器製蓄圧器とも、低コスト化は共通の課題で

ある。特に 700 気圧級水素ステーションでは、圧縮機を持いた直接

充填方式が提案されていることもあり、蓄圧器のコスト低減の可能

性を十分に見極める必要がある。 

【実用化時期】 
鋼製蓄圧器はすでに実用化されているが、さらなる低コスト化が

求められる。特に材料面の開発が望まれている。 
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複合容器製蓄圧器は開発段階であり、今後、実証が進み、本格利

用は 2015 年以降と考えられる。 

また将来は車載用ハイブリッドタンクの開発の進展によっては蓄

圧器にも展開が可能であろう。 

 

（３） 水素供給技術： 水素圧縮機 

【特徴・現状】 
400 気圧級圧縮機はすでに実績が多くあり、1000 気圧級圧縮機も

開発され、いくつかのステーションで試用されている。 

2009 年度以降、700 気圧水素ステーションのコスト低減のために、

大容量高圧用蓄圧器を設置するかわりに、800～1000 気圧級圧縮機に

よる直接充填（400 気圧蓄圧器を元圧とし、1000 気圧レベルに加圧

すると同時にＦＣＶに充填する）ことが提案されており、それに対

応した圧縮機の開発の必要性が高まっている2。 

直接充填用圧縮機としては、従来のレシプロ式圧縮機とともに、

ドイツで実績のあるイオニックコンプレッサ（ピストンの代わりに

イオン液体を利用して加圧する）の開発も検討されている。 

【技術課題】 
レシプロ式圧縮機では、さらなるコストダウンと耐久性向上が必

要である。耐久性については、装置として 1 万時間以上が望ましい

                                                  
2 直接充填では、高圧蓄圧器を持たずに圧縮機のみで充填するパターン

や、ある程度まで高圧蓄圧器による差圧充填を行い、最後だけ圧縮機

による直接充填を行う（押し込み充填）などのパターンが考えられて

おり、今後最適なシステム構成に関する検討が進むと期待される。 

が、可動部（ピストンリングなど）はあえて消耗品と考え、メンテ

ナンスで対応するという考え方もある。 

また効率（圧縮効率・圧縮エネルギー）という指標も重要である

が、同時に寿命やコストともトレードオフがある。 

最近提案されている直接充填用圧縮機は、既存のレシプロ式圧縮

機でも対応できるとも考えられるが、それでも負荷変動対応、高耐

久性の確保が課題である。また、ＦＣＶが急に発進してしまった場

合の安全対策の検討が必要である。 

わが国にもイオニックコンプレッサのための基本的な要素技術は

あるが、水素圧縮に適したイオン液体の開発が課題となっている。 

【実用化時期】 
レシプロ式圧縮機はすでに実用化されているが、2015 年～2020 年

に向かって、更なるコストダウンが望まれる。 

わが国におけるイオニックコンプレッサの実用化は 2015 年以降

になると考えられる。 

また直接充填方式に適した圧縮機の開発・実証は商用ステーショ

ンの展開前には完了することが期待される（2015 年頃）。 

将来（2020 年～）においては、低コスト化とコンパクト化、さら

に圧縮効率の向上が不可欠である。 

 

（４） オンサイト水素製造技術：水蒸気改質・メンブレンリアクター 

【特徴・現状】 
天然ガスや LPG を水素ステーションで改質して水素を製造するオ

ンサイト水蒸気改質（PSA を含む）は、現状で小型（100Nm3/h）のも
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のが実用化されている。 

またメンブレンリアクターのように、改質と同時に水素精製を行

う水素製造技術装置も開発中である。 

【技術課題】 
まずは水素製造効率の向上とコスト低減が望まれる。コストは、

現状の50Nm3/h規模のシステムで約8千万～1億円と言われているが、

その大幅な削減が望まれる。水素製造効率は現状で 70％HHV 程度で

あるが、将来は 75～85％HHV 以上が望まれる。 

また、商用ステーションとしては 300Nm3/h レベルの能力が必要と

されており、スケープアップとともにコンパクト化が必要である。 

なお、現状では夜間など低需要時には水素製造装置を停止させず

にアイドル状態で運転を持続させているが、ステーションとしての

正味効率が低下する。そのため DSS（Daily Start and Stop）運転の

実施が求められているが、熱サイクルに対する耐久性やスタートア

ップ時間の短縮が必要である。 

次世代技術であるメンブレンリアクターは、実用化のための実証

が必要であるとともに、低コスト化と耐久性の確保が必要である。 

さらに、低炭素水素の供給の点ではオンサイト二酸化炭素回収技

術も必要であり、低コストな水素分離技術が望まれる。 

【実用化時期】 
現状の水素製造装置に関しては、コスト・製造効率面での改良が

今後とも必要である。本格商用ステーション（300Nm3/h）用として、

コンパクト・高効率・DSS 対応機も 2015～2020 年には実用化される

と考えられる。 

次世代技術であるメンブレンリアクターの本格実用化は 2015 年

以降と考えられるが、引き続きコストダウンが望まれる。 

オンサイト二酸化炭素回収は今後実証が行われる予定で、2020 年

～2030 年には本格運用が開始されると考えられる。 

 

（５） オンサイト水素製造技術：水電解 

【特徴・現状】 
水電解（アルカリ水電解）は工業的に実績のある技術である。ま

た水素ステーション用では、すでにわが国の相模原水素ステーショ

ンで運用が行われている。 

将来技術として固体高分子型（PEM 型）水電解装置の開発も進め

られている。 

【技術課題】 
水電解は電力を利用するため、まずは高効率化が最大の課題であ

り、同時に低コスト化が必要である。 

高効率性のためには、高圧水電解方式も検討されているが、シス

テムの耐久性の確保とともに、高圧で発生する水素・酸素を適切に

制御する技術の確立が必要である。なお、高圧の場合、効率向上と

ともにコスト高になるとも考えられ、外部加圧（圧縮機利用）との

コストバランスを検討する必要がある。また、水素ステーションの

DSS 運用に適した耐久性も必要である。 

再生可能エネルギー由来電力を直接利用して、低炭素排出の水素

を製造することも期待されているが、その場合は揺らぎの大きい電

力を使うことになるため、膜・電極の耐久性向上とともに、補機の
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定常運転を確保する必要がある。 

【実用化時期】 
アルカリ水電解は大型プラントで実用化されており、水素ステー

ション用にコンパクト化・高効率化・低コスト化が必要である。 

一方、固体高分子型水電解は現在技術開発が進められており、水

素ステーション用システムの実用化は 2020 年頃と考えられる。 

さらに再生可能エネルギー由来電力を利用する技術の確立も2020

年以降に望まれる。 

 

（６） オフサイト水素製造技術：水蒸気改質 

【特徴・現状】 
オフサイトの水蒸気改質は、すでに製油所などで商業運転されて

いる。 

【技術課題】 
製油所で使用される水素の純度は 97％程度であるため、そのまま

では水素ステーションには適さない。よって新たに PSA などの水素

精製装置を設置して 99.99％以上の純度を確保する必要がある。さら

に大規模出荷のために、輸送用トレーラへの積み込みのための出荷

設備（200 気圧級あるいは 400 気圧級の圧縮機と、蓄圧器）をプラン

トに設置することが必要となる。 

さらに将来に向かっては水素製造の低炭素化が求められ、大規模

プラントの利点を生かした炭素隔離も行う必要がある。一方、それ

は水素供給コスト（出荷コスト）の上昇要因となるため、今後炭素

隔離技術のコスト検討が必要である。 

【実用化時期】 
すでに技術的には完成しているが、2015 年に向かっては規模の拡

大による低コスト化が望まれる。また炭素隔離による低炭素水素の

供給は 2020 年以降と予測される。 

 

（７） オフサイト水素製造技術：水電解、その他の製造技術 

【特徴・現状】 
将来の低炭素社会に貢献するためには、水素製造における再生可

能エネルギーの利用は不可欠と思われる。そのための技術としては、

大規模水電解、バイオマスガス化、バイオ利用（水素生産酵素など）、

光化学的生産などがある。また、再生可能エネルギーではないが、

原子力由来電力を利用した水電解や、第四世代原子炉の排熱を利用

した水直接熱分解などが考えられる。 

ただし、2015～2020 年を見据えた大規模な低炭素水素の製造技術

としては、基本的に水電解が本命といえる。 

【技術課題】 
アルカリ型水電解はすでに産業規模で実現されており、実用レベ

ルの技術である。また将来的には固体高分子型水電解の技術も実現

されると考えられる。 

再生エネルギーとの組合せでは、特に電力変動への対応が不可欠

である。アルカリ水電解の場合は電解槽や電極自体には特に工夫は

不要だが、制御系や補機の電力変動対応（あるいは系統電力利用）

が必要である。固体高分子型水電解は、制御系や補機の対応に加え

て、変動電力が電極触媒に与える影響についての評価が必要である。 
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【実用化時期】 
アルカリ型水電解はすでに実用化されているが、再生エネルギー

との組合せによる大規模水素製造は 2020 年以降と考えられる。固体

高分子型水電解は 2015 年にかけて実証が進み、2020 年に商用化され、

再生エネルギーとの組合せによる大規模水素製造も可能になると思

われる。 

水電解以外では、第四世代原子炉の排熱を利用した水直接熱分解

は 2030 年以降に実現されると考えられるが、わが国の原子力政策と

も足並みをそろえて展開される必要がある。 

 

（８） 水素輸送技術 

【特徴・現状】 
集中的に製造された水素は効率よく各ステーションに輸送する必

要がある。輸送技術としては 

 ・高圧水素輸送 

 ・液体水素輸送 

 ・パイプライン輸送 

 ・有機ハイドライド輸送 

などが考えられる。 

【技術課題】 
高圧水素輸送は確立した技術であるが、最近では車載用複合容器

技術を用いた軽量輸送用容器の開発が検討されている。その場合に

は複合容器製蓄圧器と同様に、長尺ライナーの製造技術（熱処理技

術）、CFRP ワインディング技術が必要である。高圧水素輸送では、現

状の 200 気圧での輸送に加え、400 気圧での輸送技術も開発されてい

るが、鋼製容器では重量が大きくなってしまうので、より軽量な複

合容器を利用した輸送技術の開発が必要である。 

液体水素輸送も大規模水素輸送では実績がある技術であるが、水

素の液化で、それ自身が有するエネルギーの 1/3 程度を失うことが

最大の問題である。LNG の冷熱を使える場合はより効率よく冷却でき

るが、常に冷熱の利用が可能とは限らない。今後、高効率液化装置

（磁気冷却技術）などの開発が望まれる。また、液体水素輸送のコ

スト面での優位性は、液化コストも加味して評価さえる必要がある。 

なお、液体水素容器でも、よりボイルオフガスが少ない液体水素

コンテナの開発も行われている。特に運用圧力が 1 気圧 G3程度と低

圧であるため、CFRP（ガラス繊維強化プラスチック）を用いた複合

容器の研究開発が進められている。 

パイプランは、低圧のものはプラントなどで我が国でも実績があ

る。欧米では高圧のパイプラインの例もあるが（例．フランクフル

ト水素ステーションでの 1000 気圧パイプライン）、基本的には設置

に係る法規制のみで、技術的ハードルは低い。 

有機ハイドライドはまだ基礎研究レベルである。発がん性の問題

がないメチルシクロヘキサン＝トルエン系の採用が有力だが、今後

                                                  
3 ゲージ圧（大気圧との差圧）。 
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はリアクタの開発、エネルギー効率の検討、本技術を適用するため

の水素インフラの構築などの課題を検討する必要がある。 

水素の輸送は、輸送規模が大きくなり、また輸送距離が大きくなれ

ば、圧縮水素輸送よりも液体水素輸送のほうが低コストになる。し

かし水素製造設備での水素液化が必要となるため、将来的には液化

コストの低減（液化装置の低コスト化）が必要である。基本的には

液化コストは、圧縮水素輸送コストと液体水素輸送コストの差に収

まることをめざすべきである。ただし液体水素式オフサイトステー

ションを低コストで実現できれば、輸送段階での液化コスト目標を

緩和することもできると考えられる。 

【実用化時期】 

高圧水素輸送における複合容器の実用化は、2020 年以降と想定さ

れるが、ＦＣＶ普及と車載用容器の量産によって、技術が進展し、

導入が促進される可能性もある。 

液体水素輸送はすでに実用化段階技術であるが、高効率な液化装

置の実用化による低コスト化の実現は2020年以降になると思われる。 

有機ハイドライド輸送は基礎研究レベルであり、実用化は 2030 年

以降と思われるが、特に超長距離（海外）からの輸送ではコストメ

リットが出てくると思われ、2015 年以降に技術実証が行われると期

待される。 
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＜水素供給コストとステーションコストの考え方＞ 

水素供給コストとステーションコストの目標 

（１） 水素供給コストとステーションコストの関係 

水素供給コストは、ステーションの年間固定費と年間変動費、さ

らに年間水素供給量から、以下の計算式で算出することができる（図

17）。 

 
 
 
 
 
 
 

図 17 水素供給コストと水素ステーションコスト・規模との関係 

 
また水素供給コストと水素ステーションコストに関しては、水素

ステーションコストから水素供給コストを求める方法（ボトムアッ

プアプローチ）と、水素供給コストからそれを実現可能な水素ステ

ーションコストを求める方法（トップダウンアプローチ）がある（図

18）。本ロードマップでは、現在と 2015 年に関してはボトムアップ

アプローチを、2020 年以降に関してはトップダウンアプローチを採

用した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 18 水素供給コストと水素ステーションコストの考え方 

 
以上の考えに基づき、ステーションコストと水素供給コストの関

係を試算した。試算では以下の仮定を設定した。 

・ ステーションコスト： 

ステーションコストは装置コストとエンジニアリング費用の

合計とし、充填圧力、充填方式（差圧、直接）、プレクールの

水素供給コスト
水素ステーション
年間固定費 

水素ステーション
年間変動費 年間水素供給量＝ ＋ ÷

水素ステーショ
ンコストに依存 

水素原料コス
トに依存 

水素ステーション
稼働率に依存 

水素ステーション規模に依存 

ボトムアップアプローチ 
（現在・2015 年） 

トップダウンアプローチ 
（2020 年・2030 年） 

走行燃費がガソリン等価と
なる水素供給コスト目標

2015 年に期待される
水素供給コスト

水素原料
コスト見

稼働率

水素技術開発 規制見直し 

2015 年に期待される
水素ステーションコスト

LNG 価格 

2020 年までに国/NEDO、民間企業が 
取り組むべき課題の洗い出し 

水素原料コ

スト見込み

稼働率 

LNG 価格 

水素供給コストを達成でき
る水素ステーションコスト

水素技術開発 規制見直し

2015 年までに国/NEDO、民間企業が
取り組むべき課題の洗い出し 

原油価格（ガ

ソリン価格）

ＦＣＶの対 HV
燃費優位性

運転条件

運転条件
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有無などの仕様の違いは全てコストに反映されるとした。 

・ 水素ステーション年間固定費： 

固定費は、以下のものを考慮した。 

・減価償却（10 年） 

・修繕費（建設費の 3％） 

・保険料（建設費簿価の 0.77％） 

・固定資産税（建設費簿価の 1.4％） 

・人件費（700 万円×人数） 

・労務費（人件費の 20％） 

・土地代（1万円/Nm2×ステーション敷地面積） 

・ 水素ステーション年間変動費： 

変動費は以下のように計算される。 

 オンサイト変動費＝都市ガス代＋電気代＋上水道代＋下水道代 

 オフサイト変動費＝電気代  

ここで、各項目の消費量については JHFC 商用インフラ WG にお

ける 300Nm3/h ステーションの試算（稼働率 100％）を参考にし

た（オンサイトの場合：都市ガス使用量 54.6 万 kg/年、電気

使用量 153 万 kWh/年、上水道使用量 3400 ㌧/年、下水道使用

量1700㌧/年。オフサイトの場合：電気使用量110万 kWh/年）。

なお、500Nm3/h ステーションの試算は十分に行われていないた

め、300Nm3/h から 500Nm3/h への拡大率として、都市ガス代は

5/3 倍、電気代・上水道代・下水道代は 1.3 倍を仮定した。 

また、各項目の価格については、都市ガス料金は LNG 価格に比

例して上昇すると仮定し、電力料金・上水道料金・下水道料金

は、2020 年には 1割、2030 年には 2割上昇すると仮定した。 

・ 年間水素供給量： 

年間水素供給量は規模、稼働率、運用時間に依存する。ここで

は稼働率 80％（参考で 100％）、運用時間 13～15 時間とした。 

表 14 に、試算における仮定を整理する。 

 

表 14 水素供給コスト、水素ステーションコストの試算の仮定 

エネルギーに
おける仮定 

現状･2015
年 

2020 年 2030 年 注 

原油価格 
（ドバイ）

85㌦/ﾊﾞﾚﾙ 95㌦/ﾊﾞﾚﾙ
105～120 
㌦/ﾊﾞﾚﾙ 

IEA、DOE/EIA、エネ
研の予測を勘案。 

輸入LNG価格 520 ㌦/㌧ 800 ㌦/㌧ 1075 ㌦/㌧ エネ研の予測による。 

都市ガス価格 50 円/kg 75 円/kg 100 円/kg LNG 価格に連動。 

電気代  12 円/kWh 13 円/kWh 14 円/kWh 現状に比較し、2015年
は同等、2020年は1割
高、2030年は2割高。 

上水道  300 円/㌧ 330 円/㌧ 360 円/㌧

下水道  200 円/㌧ 220 円/㌧ 240 円/㌧

稼働時間  13 時間 14 時間 15 時間 セルフ充填により稼
働時間は増え、作業員
人数は減少する。 作業員人数 2.0 人 1.5 人 1.0 人 

オンサイト水
素製造効率 

75% 80% 85%  

敷地面積 
300Nm3/h規模
500Nm3/h規模

 
600 m2 
800 m2 

 
450 m2 
600 m2 

 
300 m2 
400 m2 

2015年以降、年間5％
程度のコンパクト化
を想定。 

 

試算されたステーションコストと水素供給コストとの関係を図19

～図 22 に示す。本グラフが示すように、水素供給コストに与える稼

働率の影響は大きい。なおオフサイトステーションでは、別途プラ

ントでの水素製造コスト、水素輸送コストを加味する必要がある。 
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図 19 水素供給コストとステーションコストの関係 

（オンサイト、300Nm3/h の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 20 水素供給コストとステーションコストの関係 

（オンサイト、500Nm3/h の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 水素供給コストとステーションコストの関係 

（オフサイト、300Nm3/h の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 水素供給コストとステーションコストの関係 

（オフサイト、500Nm3/h の場合） 
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（２） 現状・2015年（ボトムアップアプローチ） 

JHFC プロジェクトにおいて、商用規模の水素ステーションのコス

トが試算されている。 

本試算では、商用規模（300Nm3/h）のオンサイトステーションに

おいて、現状の 350 気圧ステーションで 5億円程度、700 気圧ステー

ションで 6～10 億円と試算されており、2015～2020 年の本格商用化

時期の 350 気圧ステーションで 3億円程度、700 気圧ステーションで

4～7 億円と試算している。またそのステーションコストから試算さ

れる水素供給コスト（稼働率 100％を想定）は、現在で 90 円/Nm3（350

気圧）～140 円/Nm3（700 気圧）、将来で 70 円/Nm3（350 気圧）～80

円/Nm3（700 気圧、直接充填）と試算されている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 JHFC プロジェクト商用インフラ WG における 

試算結果（2009 年度） 

出所：2009 年度 JHFC セミナーにおける報告 

 
このような試算を参考に、本ロードマップでは現状と 2015 年のオ

ンサイト水素ステーションコストと水素供給コストを表 15（図 24）

のように定めた。水素供給コストは、稼働率 80％、変動費は現状の

コスト（例．都市ガス価格：50 円/kg）を想定した。 

 

表 15 オンサイト水素ステーションコスト目標と水素供給コスト

目標（現在・2015 年） 

年度 現状 2015 年 

オンサイト水素ス

テーションコスト 

(300 Nm3/h の場合)

10 億円（700 気圧、差圧

充填） 

～5億円（350 気圧、差

圧充填） 

4 億円（700 気圧、直接

充填）  

～3 億円（350 気圧、差

圧充填） 

   
水素供給コスト 

・稼働率 80％ 

・変動費は現状の

コストを適用 

120 円/Nm3 

5 億円ｽﾃｰｼｮﾝの場合 

図中の A点 

90 円/Nm3 

3 億円ｽﾃｰｼｮﾝの場合 

図中の B点 
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図 24 オンサイト水素ステーションコスト目標と水素供給コスト

目標（現状と 2015 年） 

 

300Nm3/h オンサイト水素ステーション（コスト 3億円）に関して、

主要な条件の変動が水素供給コストに与える影響を図25にまとめる。

最も水素供給コストに影響を与えるのは稼働率であり、80％から

60％に低下すると水素供給コストは90円/Nm3から 108円/Nm3に上昇

する。営業時間の影響も大きく、2時間延長すると水素供給コストは

78 円/Nm3に低下する。都市ガス価格が 50 円/kg から 60 円/kg に上昇

すると、水素供給価格は 94 円/Nm3に上昇する。また比較的影響が大

きいのが人件費であり、スタッフが 2 名（700 万円/年×2）から 3

名（700 万円/年×3）に増えると、水素供給コストは約 1割上昇する。

電気代や土地代の影響は比較的小さいと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 25 感度分析：各要素が水素供給コストに与える影響 

 
（３） 2020年の水素供給コストと水素ステーションコスト  

2020 年に関しては、トップダウンアプローチ（水素供給コスト目

標から水素ステーションコストを求める方法）を採用した。まずＦ

ＣＶの燃費優位性を考慮した上でのガソリン等価となる水素供給コ

スト（走行燃費がガソリン等価となるコスト）を求める（次式）。 

  水素供給コスト＝ガソリン価格×水素/ガソリンの熱量比 

×競合車両に対するＦＣＶの燃費優位度  

さらにガソリン価格とＦＣＶの燃費優位度を以下のように仮定し

た。 

・ 2020 年時点でのガソリン価格（税抜）： 

2020 年における輸入原油価格（ドバイ原油）を 95 ドル/バレ

【現在】 
5億円ステーション（350気圧、
稼働率 80%）における水素供
給コストは約120円/Nm3 

【2015年】 
3 億円ステーション（350 気
圧、稼働率 80％）における水
素供給コストは約90円/Nm3 

B 

A   ←変動 基準値 変動→

稼働率[%] 100 80 60
営業時間[時間/日] 15 13 11
都市ｶﾞｽ価格[円/kg] 40 50 60
電気代[円/kWh] 10 12 14
人件費[万円/年] 700 1400 2100
修繕費[%] 1 3 5
土地代[万円/年] 400 600 800
・水素ステーションコストは 3 億円。 
・水素供給コストの中心値は 90 円/Nm3 

とした（正確には 88 円/Nm3）。 
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ルと想定、その時の税抜ガソリン価格を 100 円/L と設定した4。

なお水素供給コストは、当面は税込ガソリン価格と比較すべき

との意見もあるが、本格商用化時期では水素もガソリン同様に

課税される可能性も高いため、税抜ガソリン価格と比較した。 

・ 2020 年時点での競合車両に対するＦＣＶの燃費優位度： 

2020 年時点でのＦＣＶの対抗車種はハイブリッド車と仮定し、

ＦＣＶの対ハイブリッド車燃費優位度を 1.7～2 と仮定した5。 

 

この結果、2020 年のガソリン等価水素供給コストは 55～65 円/Nm3

と試算されるので6、目標を中間値の約 60 円/Nm3に設定した。さらに

図 26 に基づき、水素供給コスト 60 円/Nm3を実現できるオンサイト

ステーションコスト目標を約 2億円（500 Nm3/h 規模）と定めた。ま

た約2億円で500Nm3/hステーションを実現できた場合には、300Nm3/h

ステーションは約 1.5 億円程度で実現可能と考えられる7。 

                                                  
4 2006～2009 年における税抜ガソリン価格（y、円/L）とドバイ原油価

格（x、ドル/バレル）の実績データの回帰分析より、両者の関係を y 

= 0.621x + 43.3（R2＝0.67） とした。 
5 2009 年度 JHFC セミナーにおける報告では、ＦＣＶ最新車両の燃費は

32～43.6 km/L（ガソリン等価燃費）であり、現状の同等車格のハイ

ブリッド車の燃費の 2～2.4 倍である。しかし今後中大型ハイブリッ

ドも燃費向上する余地もあるため、燃費優位度を 1.7～2 倍と設定し

た。 
6 水素供給コスト＝税抜ガソリン価格(100円/L)×ＦＣＶの燃費優位度(1.7

～2)＝ 170～200 円/L＝ 55～65 円/Nm3。なおガソリン 1 L＝3.07 

Nm3-H2 とした（熱量はガソリン 45.1MJ/kg、水素 120MJ/kg）。 
7 一般にプラントの規模拡大時のコスト上昇では 0.7 乗則が当てはまる

（300Nm3/h→500Nm3/h でのコストアップは(5/3)0.7=1.4）。よって： 

2020年の水素供給コスト目標とオンサイト水素ステーションコス

ト目標を表16にまとめる。なお2020年の水素供給圧力は定めない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 水素供給コスト目標とオンサイト水素ステーションコスト

目標（2020 年） 

 
 
 
 
 
 
                                                                                                              

300Nm3/h ステーションコスト＝500Nm3/h ステーションコスト÷1.4 

＝ 2 億円÷1.4 ＝ 約 1.4 億円。 

【2020年】 
水素供給コスト60円/Nm3を
達成できるのは 2 億円ステー
ション（500Nm3/h規模） 

500Nm3/h ステーションを 2 億円
で実現できた場合、300Nm3/hステ
ーションは1.5億円で実現可能。 

C 
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表 16 水素供給コスト目標とオンサイト水素ステーションコスト

目標（2020 年・2030 年） 

年度 2020 年 2030 年 
水素供給コスト 

 

60 円/Nm3 

（ガソリン等価燃費
による目標値） 

60～40 円/Nm3

（ガソリン等
価燃費以下）

   
オンサイト水素ステ
ーションコスト 
・500 Nm3/h の場合 
・300 Nm3/h の場合 

 
 

2億円（図中のC点） 
1.5 億円 

 
（さらなる低
コスト化） 

水素供給コスト約60円/Nm3を実現できるオフサイトステーション

の試算を図に示す。仮に 500Nm3/h 規模のオフサイトステーションコ

ストを 1.2 億程度とした場合（水素製造設備コストを 0.8 億円程度

と想定）、ステーションでの水素供給コストは約 25 円/Nm3 程度とな

り、許容される水素製造コスト（プラント）・輸送コストの目標は約

35 円/Nm3となる。 

本ロードマップでは、2020 年におけるプラントでの集中型水素製

造コスト目標を 20～30 円/Nm3、また水素輸送コスト目標を高圧水素

輸送の場合で 10 円/Nm3（液体水素輸送の場合は 3 円/Nm3）としてお

り、前述の許容される製造・輸送コスト目標に収まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 オフサイトステーション（500Nm3/h）での 

水素供給コスト試算結果 

 

規制見直し等の必要性 

2020 年に向けての技術開発目標を達成するには、水素技術（水素

貯蔵、水素製造、水素輸送、水素供給）の技術開発に加え、規制見

直しの推進によって水素インフラや水素車載容器の大幅なコストダ

ウンを進める必要がある。 

これまでに FCCJ において規制見直し項目（44 項目）が整理され、

またこの見直し項目を元に、JHFC 安全性・規制見直し検討会にて緊

急性の高い重点項目が整理されている（表 17）。 

オフサイトステーシ
ョンで、水素製造・
輸送に許容できるコ

ト
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表 17 水素ステーションに関する規制見直しの重点項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JHFC 安全性・規制見直し検討会 

 

また、エンジニアリングコスト（工事・設計費）は 700 気圧ステ

ーションで現在3億円程度であるが、将来はステーションの規格化、

スキッド化によって、2015 年には 1億円程度に、2020 年には数千万

円レベルに低減させることが必要である。 

 



固体高分子形燃料電池（固体高分子形燃料電池（PEFCPEFC）ロードマップ）ロードマップ
（定置用燃料電池システム）（定置用燃料電池システム）

～世界最先端の、家庭での高効率発電・給湯システムを早期に実用化し、CO2削減へ貢献～

9万時間9万時間 起 停時間

２０３０年頃
本格普及期

耐久性**
33%／37% 発電効率* 33%／37% ＞36% ／40%

２０２０年頃
普及拡大期

２０１５年頃
普及期

現在
（2010年時点）

約33%／37% 

時 9万時間（起動停止4000回）9万時間（起動停止4000回）6万時間（起動停止4000回）

約90℃

耐久性
（起動停止回数）

最高作動温度 約90℃ 約90℃

200～250万円200～250万円 約50～70万円
（10万台/年/社**** 生産ケース ）

約40～50万円
（20万台/年/社 生産ケース）

<40万円
（100万台/年/社 生産ケース）

普及拡大に向けた技術課題普及期に向けた技術課題 本格普及期に向けた技術課題定置用PEFCシステムの現状・成果

ｼｽﾃﾑ価格***

4万時間

約70℃

家庭用燃料電池ｼｽﾃﾑ「ｴﾈﾌｧｰﾑ」の
一般販売開始
（2009年度販売実績5258台）

MEAの高温・低加湿運転対応
（電解質・ｱｲｵﾉﾏｰ高性能化）
・最高作動温度90℃
・相対湿度＜30%RH

普及拡大に向けた技術課題普及期に向けた技術課題 本格普及期に向けた技術課題

MEAのロバスト性・耐久性
更なる向上

発電効率約33%/37%
総合効率約79%/85%達成

MEAのCO耐性向上
（高CO濃度耐性アノード触媒）

定置用PEFCシステムの現状 成果

発電効率の向上
（スタック性能向上）

スタック・部材低コスト化の進展

周辺機器の共通仕様化・連携開発に
よるシステム低コスト化の進展

反応・劣化機構解明 各種基礎解析・

耐久性4万時間達成（起動停止4000回）

白金代替の電極触媒（ｶｰﾎﾞﾝｱﾛｲ触媒、酸化物系非金属触媒、等）

・改質ガスCO濃度500ppmで運転可

低白金化技術（1g/kW）

MEAの不純物耐性向上
（性能への影響度ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化）

料 系触 高性能
反応 劣化機構解明、各種基礎解析
評価手法の進展

燃料改質系触媒の高性能化
（CO変性触媒、CO選択ﾒﾀﾝ化触媒）

適用分野の拡大
・燃料多様化（国産/海外天然ガス、一般灯油、等）
・用途拡大（自立型システム、防災対応システム、等）

適用分野の拡大
（純水素型システム*****、等）

備 考
成果の適用基盤技術強化 成果の適用 成果の適用

システム大幅簡素化 低廉材料・部品の採用

備 考

* 「発電効率」は、
HHV／LHVで記載。

** 「耐久性」は、連続運転時
間に加え、括弧内に記載の起
動停止を含めた運転時にお
ける運転可能時間を示す

備 考
*** 「システム価格」は、
1kW級家庭用燃料電池システムのメーカー
出荷額。
（価格に関するカッコ内の生産ケースは、シ
ステム価格試算のためのものであり、各年
度での市場規模を指すものではない）

**** 10万台/年/社 生産ケ スでのメ カ

MEA材料の構造・反応・物質移動解析技術

劣化機構解析技術（連続運転・起動停止・負荷サイクル、等）

セル評価解析技術（共通基盤的な評価・解析技術）

実用化技術開発（民間主体）

セル大面積化 スタック低積層化 周辺機器の開発

反応・劣化・物質移動現象の解
明によるMEA開発の加速

システムコスト低減 システムコスト大幅低減

量産技術開発

システム大幅簡素化、低廉材料・部品の採用

コスト低減のための生産技術開発

転 能時間を す
（メーカー各社の試験方法に
基づく）。

**** 10万台/年/社 生産ケースでのメーカー
出荷価格である。
実市場価格については販売戦略も含めて価
格設定がなされると考えられる

*****純水素型システムでは発電効率50%以
上、更なる低コスト化が達成される見込み

標準・規格・基準

セル大面積化、スタック低積層化、周辺機器の開発

国際標準化推進中（TC105、IEC62282シリーズ7件発行）

国際標準規格への反映

国際市場での優位性確立、国際間取引の円滑化国際標準（IEC62282シリーズ）の改訂

MEA耐久評価試験方法の標準化



固体高分子形燃料電池（固体高分子形燃料電池（PEFCPEFC）ロードマップ）ロードマップ
（燃料電池自動車（（燃料電池自動車（FCVFCV））））

～究極の次世代クリーン自動車である、FCVを将来的に普及し、CO2削減へ貢献～

5000時間（15年）以上5000時間（15年）5000時間（15年）耐久性**
約55～60% (45～51%)車両効率*
約2000時間

60% (51%) 60% (51%) 60% (51%)以上

２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及期

２０１５年頃
普及開始

現在
（2010年時点）

-40℃～約100-120℃
ｼｽﾃﾑｺｽﾄ
ｽﾀｯｸｺｽﾄ

周辺機器ｺｽﾄ

作動温度
（始動温度含む）

数千万円数千万円

-30℃～約90-100℃ -30℃～約100℃約-30～80℃
約100万円約100万円
約60万円約60万円
約40万円約40万円

約80万円約80万円
約45万円約45万円
約35万円約35万円

＜50万円＜50万円
＜25万円＜25万円
＜25万円＜25万円（***量産50万台生産ベースの試算）（***量産50万台生産ベースの試算）

・作動温度-30～90-100℃、30%RH
作動圧力1 2 t 水素ストイキ****1 1

・作動温度-30～100℃、30%RH
作動圧力 < 1 2 t 水素ストイキ < 1 1

・作動温度-40～120℃、加湿器レス
大気圧作動 水素循環なし

FCｼｽﾃﾑ仕様

初期導入に向けた技術課題 普及初期に向けた技術課題 本格商用化に向けた技術課題

JHFCでは2002年からこれまで約120
台が登録 参加し 約60万k 走行と

スタックの軽量化・コンパクト化・高出
力化等の高性能化が進展 高性能・高耐久MEAの開発

（高温低加湿、低白金対応）

・作動圧力1.2atm、水素ストイキ****1.1 ・作動圧力 < 1.2atm、水素ストイキ < 1.1 ・大気圧作動、水素循環なし

高性能・高耐久MEAの開発
（低圧・低ストイキ、低白金対応）

更なる高性能・高耐久MEAの開発
（加湿器レス、大気圧、脱白金

水素循環なし対応）

ﾃ 仕様

燃料電池自動車の現状・成果

台が登録・参加し、約60万km走行と
データを着実に蓄積。
ＦＣＶの車両効率は、シャシダイナモ燃費測
定で約50％（‘04）→約56％（’07）、約61%
（’08）へ向上。（実証事業ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ値）

低温始動性の向上（-30℃始動の技術確立）

航続距離の向上

低白金化技術開発（電極触媒の貴
金属使用量低減、＜0.1g/kW(net)）

高温低加湿運転対応電解質
材料開発（90-100℃、30%RH）

高温無加湿運転対応電解質材料開発
（100-120℃、30%RH）

低白金化技術開発（電極触媒の貴
金属使用量低減、≪0.1g/kW(net)）

航続距離の向上（最高830km/70MPaタンク、
最高620km/35MPaタンク、10・15モード）

反応・劣化機構解明、各種基礎解析・
評価手法の進展

白金代替触媒開発（カーボンアロイ触媒、酸化物系非貴金属触媒、等）

備 考
備 考 MEA材料の構造・反応・物質移動解析技術

成果の適用基盤技術強化 成果の適用 成果の適用

反応・劣化・物質移動現象の解
**「耐久性」には、必要とされる運転条件
に応じた起動停止回数に対応することも
含まれる。（メーカー各社の試験方法に
基づく）

***「ｼｽﾃﾑｺｽﾄ」、「ｽﾀｯｸｺｽﾄ」、「周辺機
器ｺｽﾄ」は生産台数を50万台（ｼｽﾃﾑ出
力100kW 水素ﾀﾝｸを除く）と想定した場

* 「車両効率」は、LHVであり、
HHVは参考値として記載。

また、2007年度より燃費測
定モードが、10・15モードか
らJC08モードへの移行が始
まったところであるが、現時 量産技術開発

システム大幅簡素化（加湿器、水素循環レス、等）

コスト低減のための生産技術開発

劣化機構解析技術（連続運転・起動停止・負荷サイクル、等）

セル評価解析技術（共通基盤的な評価・解析技術）

実用化技術開発（民間主体）

周辺機器、システム簡素化

システムコスト低減

反応・劣化・物質移動現象の解
明によるMEA開発の加速

システムコスト大幅低減

力100kW、水素ﾀﾝｸを除く）と想定した場
合の製造ｺｽﾄを示す。

****「ストイキ」とは電池反応における理
論上の燃料消費量に対する燃料供給量
の比率を示す。（余剰燃料は再循環する
ことで利用率を100％近くにする）

点では、両モードの数値換算
に関するデータが十分に
揃っていないことから、10・
15モードで表記。

燃料電池自動車普及に向けた標準化・規格化の推進データベース構築（材料単体特性、不純物・MEAデータ、等）

量産技術開発コスト低減のための生産技術開発

標準・規格・基準

標準MEA評価手法・標準現象解析フローチャート策定

国際標準獲得

国際標準化推進中（日本が先導的役割）



現在（2009度末時点） 2015年 2020年 2030年

固体酸化物形燃料電池（固体酸化物形燃料電池（SOFCSOFC）ロードマップ）ロードマップ
～小容量システムでの技術確立から中・大容量システムへの展開により最高効率発電を実現～

小容量定置用

システム*
（1kW級～数kW級）

初期導入
＞４０％／４５％
＞４万時間見通し（連続運転）
５０～１００万円/ｋＷ（数十ＭＷ/年 生産ケース）

普及～本格普及
＞５０％ ／ ５５％
９万時間見通し（連続運転）
＜４０万円/kW

開発・実証段階
４０％／４５％
２万時間実証／４万時間見通し（連続運転）
９００万円/ｋＷ**
システム開発段階
４０％／４５％

開発・実証
約４０％／４５％

普及
＞５０％／５５％

初期導入
＞４０％／４５％中容量定置用

耐久性・信頼性の向上

セルスタック・モジュールの発電効
率向上

／
３，０００時間検証
数１００万～１千万円/ｋＷ

１～２万時間見通し
数１００万円/ｋＷ

９万時間見通し
＜２０万円/ｋＷ（１５０ＭＷ/年 生産ケース）

４万時間見通し
約１００万円/ｋＷ（数MW/年 生産ケース）

システム*
（数～数百kW級）

・1kW級の小型SOFCシステム実証の進
展 平成21年度まで累計132台設置

次世代スタックに向
けての高性能・

スタック高耐久化対策
技術の適用

備 考

* 小容量定置用システム、中容量定置用
システムおよび中容量ハイブリッドシステ
ムにはコージェネを含む

小・中容量定置用システムの現状・成果と
SOFCシステムの共通技術課題

初期導入時 普及時開発・実証段階

燃料多様化技術確立
（都市ガス、LPG、灯油）

セルスタック原料・部材の低コスト化

率向上

運用性向上
（起動停止技術、負荷追従性、等）

展 → 平成21年度まで累計132台設置、
最長運転時間は2万時間
・数10kW級システムで3,000時間運転試
験 → 耐久性等の技術課題を抽出
・ 劣化機構解明などの耐久性・信頼性向
上のための産学官連携基礎研究開始

セルスタック・モジュール
の高性能・低コスト化
（高出力密度化、等）

け 高性能
高耐久化

大量生産技術確立
→コスト低減

システム構成の最適化・
周辺機器簡素化によるコ

スト低減

ムにはコ ジェネを含む

** システム価格の範囲は、熱利用設備
は含まず、発電装置部の範囲の価格。
（家庭用は貯湯槽等を含む想定価格。）
また、カッコ内の「○MW/年 生産ケー
ス」は、システム価格試算のためのもの
であり、各年度での市場規模を指すもの
ではない

大容量コンバインド

ハイブリッドシステム開発
４８％／５２％
－
数１００万～約１０００万円/ｋＷ

普及
＞５５％／６０％
９万時間見通し
＜１５万円/ｋＷ（２００ＭＷ/年 生産ケース）

初期導入
＞５５％／６０％
４万時間見通し
数１０万～約１００万円/ｋＷ

開発・実証
約５０％／５５％
１～２万時間見通し
約１００万～数１００万円/ｋＷ

中容量ハイブリッド
システム*

（業務用・産業用）
（数百kW級～数MW級）

初期導入
＞６０％／６５％
４万時間見通し

天然ガス焚き
普及
＞６５％／７０％
９万時間見通し

超高圧セルスタック

開発・実証
約６０％／６５％
１～２万時間見通し大容量コンバインド

システム
（事業用・自家発電用）

（数１０ＭＷ級～）

４万時間見通し
数１０万～約１００万円/ｋW大容量ガスタービン

との部分トッピング
フィールド実証

９万時間見通し
＜１５万円/ｋW（２００MW/年 生産ケース）

開発・実証
約５５％／６０％
1～2万時間見通し
約１００万円/ｋW～

初期導入
＞５５％／６０％
４万時間見通し
数１０万円/ｋW～

燃料多様化技術確立

/モジュール検証

部分トッピング***
事業用検討

１～２万時間見通し
約１００万～数１００万円/ｋW

初期導入時 普及時

高圧***運転技術 複合発電

開発・実証段階

石炭ガス化燃料電池コンバインド
発電（ＩＧＦＣ）システムへの適用

中容量ハイブリッド・大容量コンバインド
システムの現状・成果と技術課題 燃料多様化技術確立

（石炭ガス、バイオガス）

スタック・システムの展開

石炭ガス化ガス
クリーンアップ
システム最適化大容量複合発電システム

最適化

備 考大容量化（小容量から中容量、中容量から大容量）、1kWシステム開発サイクルの加速、等

基盤技術 強

成果の適用 成果の適用 成果の適用

高圧***運転技術、複合発電
システム制御技術の確立

超高圧****運転技術の確立

・200kW級の複合発電システムの進展
→ 発電効率52.1%、3000時間運転達成

システムの現状・成果と技術課題

備 考

標準・規格・基準

*** 部分トッピングとは、既設発電設備のGTCCに、
SOFCを部分的に追設することにより、その分だけ
増出力・効率アップを図るレトロフィット改造

****  中容量のマイクロGTとのハイブリッドシステム
における運転圧力レベル0.3～0.4MPaを高圧運転、
事業用大型GTとのコンバインドシステムにおける
運転圧力レベル2～3MPaを超高圧運転と定義

劣化機構解明（熱力学的・化学的・機械的課題・三相界面の集学的解析）
加速劣化試験法・耐久性向上･余寿命評価方法・解析手法、不純物・燃料種影響対策、等

基盤技術の強化

国際標準規格への反映

国際市場での優位性確立、国際間取引の円滑化

定置用PEFCシステムとの共通化

国際標準（IEC62282シリーズ）の改訂

SOFC標準化
JIS原案提示

各システムにおける矢印内
の記載説明は次のとおり

研究・事業段階
送電端効率（HHV／LHV）

耐久性（運転時間）
システム価格



シ ト

水素製造・輸送・供給技術ロードマップ水素製造・輸送・供給技術ロードマップ
２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及期

２０１５年頃
普及開始

現在（2010年時点）

技術実証

想定:原油価格 $85/ﾊﾞﾚﾙ(2010)→$95/ﾊﾞﾚﾙ(2020)
LNG価格 $520/㌧(2010)→$805/㌧(2020)

1.5億円

2億円

約60円/Nm3

ステーションコスト
（オンサイト、 300 Nm3/h）
（オンサイト、 500 Nm3/h）

水素供給コスト
（ｵﾝｻｲﾄ・ｵﾌｻｲﾄ共通、ｽﾃｰｼｮﾝ
稼働率80％程度と仮定）

10億円（700気圧 ）～5億円（350気圧）

―

120円/Nm3

4億円(700気圧) ～3億円（350気圧)
―

90円/Nm3

本格商用化普及期普及開始技術実証

HEVと競合しうるコスト（ガソリン等価燃費）
ｵﾝｻｲﾄ2億円ｽﾃｰｼｮﾝ（500Nm3/h）で達成可能

約60～40円/Nm3
ｵﾝｻｲﾄ5億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における現状の水素供給コスト

ｵﾝｻｲﾄ3億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における水素供給コスト

更なる低減（ガソリン等価燃費以下）

更なる
低コスト化

・規制見直し：
- 使用可能鋼材の拡大
- 水素関連圧力設備の設計基準の係数見直し
- 複合容器の利用検討
- 市街地における水素貯蔵量の増加
- SSへの併設 等

水素ステーション
の

現状・成果と

・ｲﾝﾌﾗ技術課題を解決
し、商用ｽﾃｰｼｮﾝの整
備へ

・走行距離でｶﾞｿﾘﾝ等価
（HEV）となる水素供

・各要素技術は、世界と同等
ﾚﾍﾞﾙの性能に到達。

・例示基準策定・規制見直し
の進展。

・都市ガス、LPG、灯油等のｵ

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等を利
用した水素製造技術への
取組の強化

・水素供給ｺｽﾄの大幅低減
（ｶﾞｿﾘﾝ等価以下）

ｵﾝｻｲﾄ2億円ｽﾃ ｼｮﾝ（500Nm /h）で達成可能における現状の水素供給コスト
（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

における水素供給コスト
（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

SSへの併設 等
・要素技術の高性能化・軽量化等効率向上、
長寿命化・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、ｺｽﾄ低減

・ｽﾃｰｼｮﾝ総合効率改善（稼働率、DSS運転）
・700気圧ﾌﾙ充填方式の検討・実証（通信充填
技術・ﾌﾟﾛﾄｺﾙの開発、国際標準化）

・直接充填方式の検討・実証
・ｵﾝｻｲﾄCO2分離回収の検討・実証

現状 成果と
主な課題

（HEV）となる水素供

給ｺｽﾄの実現と、それ
を達成しうるｽﾃｰｼｮﾝ
の低ｺｽﾄ化の実現

ﾝｻｲﾄ方式（350気圧）、700
気圧対応ｽﾃｰｼｮﾝを実証運
用中（JHFC2）。

（ｶ ｿﾘﾝ等価以下）

・新規の水素ｽﾃｰｼｮﾝ、水素
供給ｺﾝｾﾌﾟﾄの検討・実証

水素供給技術（ｽﾃｰｼｮﾝ共通技術）

350気圧対応

700気圧対応

実証運用中（JHFC2）

安価かつ安全に水素を供給できる、高効率、
高耐久で低ｺｽﾄな水素ｽﾃｰｼｮﾝの実現へ

耐久性30万回、充填精度±1％
充填時間5分以内実証運用中（JHFC2）

＜充填技術の高精度化＞
・充填時間の短縮化、最適プレクール実施、
・充填量計測の高度化

水素ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻ

本格商用化時に車

普及開始期の水素需要に見合った簡易・
可搬式水素ステーションの導入を検討

実証運用中（JHFC2（鋼製容器））

実証運用中（JHFC2）

350気圧対応

700気圧対応

350気圧対応

700気圧対応

圧縮効率向上、
低コスト、コンパクト化

複合容器の開発、検査技術の検討

実証段階

圧縮効率向上、
低コスト、コンパクト化
直接充填方式対応（負荷変動対応 等）

ハイブリッド容器開発

複合容器の実証、大容量化、長尺化・高圧化、
非破壊検査技術、例示基準策定、 等蓄圧器

水素圧縮機

本格商用化時に車
載される高圧水素
貯蔵容器規格（充
填圧・充填方法な
ど）への対応）

使用できる材
料の拡大

ステーション関連
技術

700気圧フル充填の検討・実施
直接充填方式の検討・実施

水素環境下での材料への影響の解明、水素脆化による劣化メカニズムの解析等の基盤技術構築 等
新規の高圧水素用材料開発、既存材料の実運用可能性の見極め、規制見直しのためのデータ取得

ｵﾝｻｲﾄCO2分離回
収の検討・実施

成果の適用

約1.8億円 約0.9億円 約0.5億円

水素製造
装置ｺｽﾄ
（300Nm3/h規模）

ｵﾝｻｲﾄｵﾝｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝｽﾃｰｼｮﾝ
の場合の場合

ｵﾌｻｲﾄｵﾌｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝｽﾃｰｼｮﾝ
の場合の場合

ｵﾝサｲﾄ
水素製造
技術

水蒸気改質
（PSA含む）

水素透過型
ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀ

水電解

実用段階
製造効率 70%HHV以上

開発・実証段階
40Nm3で3000時間運転

欧米中心に実用化（アルカリ形）

低コスト化、コンパクト化 等

耐久性向上、水素透過速度向上 等
製造効率 80%HHV以上

低コスト化、コンパクト化 等
製造効率 85%HHV

低コスト、高効率で、
CO2排出の少ない、
オンサイト水素製造
技術の確立（オンサ
イトCO2分離回収技
術の適用）

効率向上、起動時間短縮、
DSS対応、熱ｻｲｸﾙ耐久性向上 等

製造効率 75～80%HHV

低コスト化、高効率化 等 再生可能エネ電力との組合せ検討、電力変動対策、
電解槽高 化 よる低 化等

普及初期への開発成果の反映

水電解
開発・一部実用化（固体高分子形）

術の適用）
高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

電解槽高圧化による低コスト化等

圧縮水素輸送
実用段階（鋼製輸送容器） 輸送効率向上（高圧化・大容量化）

着脱可能なｶ ﾄﾞﾙ方式の検討 技術基準策定

水素輸送コスト
圧縮水素
液体水素(液化ｺｽﾄ除く)

約20円/Nm3

約6円/Nm3
約15円/Nm3

約3-6円/Nm3
約10円/Nm3

約3円/Nm3

ｵﾌｻｲﾄ
水素輸送
技術

圧縮水素輸送

液体水素輸送

その他

検討段階（複合輸送容器等）

実用段階（ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅ輸送）
ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅの大型化が進展中

複合容器・ハイブリッド容器（貯蔵材料内蔵） 開発、 劣化・損傷検知技術 等

検討段階（有機ハイドライド 等） システム実証、媒体検討等

システム適用検討等

着脱可能なｶｰﾄ ﾙ方式の検討、技術基準策定

ﾛｰﾘｰ、ｺﾝﾃﾅの低コスト化
BOG低減

実証地域の拡大、輸送媒体検討

水素を低コスト
で大量に輸送で
きる技術の確立

検討段階（高断熱化、ボイルオフ低減等）

注：精製する場合は水素精製プロセスが必要。
注：液体水素については、液化コストがかかるので、液化効率の向上が課題。

水素製
造コスト

約30円/Nm3 約30～20円/Nm3

水蒸気改質
実用段階 水素製造の低炭素化水素精製の効率向上、低コスト化等

低 ト 高効率

ｵﾌｻｲﾄ
水素製造
技術

燃料多様化
部分酸化

実用段階

再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ・原子力
の利用

水素製造の低炭素化

開発・実証段階（原子力利用水素製造、
酸化物イオン伝導体電解技術等）

ｼｽﾃﾑ適用検討等 効率向上、低ｺｽﾄ化等

（CO2分離技術）
開発・実証段階（化学吸着法、膜分離法、物理吸収法等） ｼｽﾃﾑ適用検討等

実用段階（アルカリ形）

開発・実証段階（固体高分子形）

低コスト化、高効率化 等

高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

水素精製の効率向上、低コスト化等
低コスト、高効率
で、低炭素なオ
フサイト水素製
造技術の確立
（炭素分離回収
技術の適用）

電力変動対策・実証

効率向上、低コスト化等

燃料多様化
技術、低炭素
化

水電解

その他

再生可能エネルギー等を利用したクリーンな水素製造技術（太陽光、光触媒、
バイオ発酵等の革新的な技術シーズの長期的探索）

酸化物イオン伝導体電解技術等）

（注）*
ｽﾃｰｼｮﾝ設備は、水素製造装置(ｵﾝｻｲﾄのみ)、圧縮機、蓄圧器、ディ
スペンサ、プレクーラ(70MPa充填) 。なおｵﾌｻｲﾄｽﾃｰｼｮﾝでは、ｽﾃｰ
ｼｮﾝ設備としての稼働式水素集結容器の仕様・ｺｽﾄ検討が今後必要。

成果の適用
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